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世代を超えて受継がれるオリゼメート
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「プロベナゾール」との出会い

わたしが「プロベナゾール（オリゼメート）」についてはじめて知ったのは、ちょうど今から

10年前、ある農業関係研究者OBの集まりで、明治製菓の岩田道顕さんの「いもち病抵抗付与

剤プロベナゾール開発の経緯」というお話を聞いてからである（注）。

さっそく、当時月に1回執筆していた農業共済新聞の「日本の農を拓いた先人たち」欄に、「3

つのブレークスルーから生まれた新いもち病防除剤オリゼメート」と題する小文を寄稿した

（http://www.jataff.jp/senjin3/9.html参照）。日本農業を動かしてきた特記すべき技術のひ

とつとして、なぜプロベナゾールを取りあげたか。農薬には疎いわたしだが、この新いもち病

防除剤の出現が、日本農業の歴史にエポックを画する革新技術に思えたからである。予想は間

違ってはいなかったようだ。おいしいとはいえいもち病に弱い「コシヒカリ」が、ここ半世紀近

く断トツ・トップの普及面積を維持できているのも、同じ年月をプロベナゾールのいもち病防

除が支えてきたからだろう。

新しい技術革新には、必ずその背景に開発者たちのドラマがある。この世界初のいもち病抵

抗性誘導剤Plant Defense Activatorsプロベナゾールの場合、それがなんであったか。ここ

からは、それについて「外野席的考察」を加えてみたい。

プロベナゾールを呼び寄せた3つのブレークスルー

まず、先刻ご承知のプロベナゾールの開発経過から振り返ってみよう。ここはもっぱら岩田

さんの受け売りだが、そこには3つのブレークスルーがあった。

最初のブレークスルーは、もちろん有効成分プロベナゾールの発見である。ちょうど抗生物

質農薬のカスガマイシンが世に出た直後のことである。当時、化学農薬に代わる抗生物質農薬

の探索が急がれていて、明治製菓も当初は抗生物質の開発をねらい、カスガマイシン同様に、

in vivoスクリーニング（ぶっかけ試験）を採用したという。ところがこれが新発見のきっかけ

農業技術を創った人たち

元 農林水産省　農林水産技術会議　事務局長　西尾 敏彦
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になった。ひとりの研究者が目標の抗生物質ではなく、抗生物質と結合させた塩に、より高い

防除効果を見出したのである。より効果の高い類縁物質の探索が進み、ついにプロベナゾール

に行き着いたのは、これがきっかけであった。

第2のブレークスルーは「水面施用」という新施用法の発見である。ちょうどこのころ、別会

社のある農薬を施用した稲ワラ堆肥が、後作の野菜に奇形を生じさせる事件があった。明治製

菓もこれを懸念し、薬剤の土壌残存の影響についての調査が開始された。さいわい薬害の心配

はなかったが、ここで実験者が、この薬剤を吸収した稲が高いいもち病耐性を示すことを発見

した。はじめ粉剤か水和剤としての利用を想定していたプロベナゾールが、水面施用向けの粒

剤となったのは、これが契機であった。

最後、第3のブレークスルーは、実際にいもち病が多発した現地の圃場で、この薬品の並外

れた効果が確認されたことである。1974年はいもち病が大量発生した年だが、プロベナゾー

ルをテストした現地の試験展示圃だけは、極端に被害が少なかった。じつはこのころ、石油

ショックの影響で製造原価が高騰、社内では発売を断念しようという意見が強かったようだが、

現地を見回っていた営業担当者の熱意がこれを押しもどした。プロベナゾールはこうした人び

との熱意の積み重ねがあって、はじめて日の目をみたのである。

以上が岩田さんに拝聴した3つのブレークスルーで、ここからがわたしの意見だが……わた

しにはもう1つ、その背景に、農薬事業に参入してまだ日の浅かった明治製菓の研究陣の「イ

ネに学ぼう」という真摯な姿勢があったことを付け加えるべき、と思っている。

イネに学ぶ姿勢

プロベナゾールの作用機作については、遺伝子レベルの解明が進められているようで、わた

しの注釈など無用だろう。要はこの薬剤の施用によって「イネの自己防御機構が総動員され、

生得的抵抗力が活性化される」ことにあるようだ。そこで、こうした複雑な自己防衛機構が、

どうしてイネで形づくられたかだが……。

いもち病に関する最古の文字記録は中国でも日本の古文書でも17世紀に見られるようにな

るが、実際にこの病気が農民を悩ませるようになったのは、これより遙かに古い時代からだろ

う。遠い昔から延々と続けられてきたイネといもち病菌の攻防の歴史は、イネといもち病菌の

共進化の歴史でもある。イネはいもち病菌との戦いを経験することで、より複雑な防御機構を

身につけ、逆にいもち病菌はその堅固な防御機構を突破するため、つぎつぎに新しいレースを
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生み出し、対抗してきたのだろう。

プロベナゾールの発見は、この複雑な防御機構を触発し、抵抗性を誘導する生理作用に、た

またま試みた「ぶっかけ試験」が遭遇したことからはじまる。重要なのは、それがシャーレ試験

でなく、生育中のイネ観察から見つかったことである。そう思ってみると、第2・第3のブレー

クスルーも、生育中のイネの反応を観察者たちが見逃さなかったことにある。世界初のPlant 

Defense Activatorsの開発に導いたのは、新農薬開発に燃えた研究者・営業担当者たちのイ

ネを見つめるまなざしにあったというわけである。

環境との調和が不可欠のこれからの農業では、農薬の開発も病原菌に直接作用する化学農薬

より、作物の生得的な防衛機能を活かす抵抗性誘導剤が主流になっていくに違いない。プロベ

ナゾールはその抵抗性誘導剤の先駆だが、これを見出したきっかけが、いかなる先進手法でも

なく、ポットや現地圃場に生育中のイネの観察からはじまったことは興味深い。いもち病との

長い攻防の末にイネが身につけた複雑な防御機構を見きわめるには、それが作動するゆっくり

とした時間の流れにつきあい、じっくりとイネを見、イネに聞くことが必要であるということ

だろう。ごく当たり前のことだが、プロベナゾールの誕生秘話はその当たり前のことの重要さ

を教えてくれる。

前述した「農業共済新聞」に執筆した小文の最後に、わたしは「オリゼメート開発の経緯を追っ

てみて、とくに気がつくのは、研究者から営業担当者に至る担当者たちの〈稲に学ぶ〉姿勢のみ

ごとさである。この姿勢が、世界に例をみないこの新農薬を完成させたのだろう」と記した。

農業技術の歴史をたどるときいつも感じることだが、どんな歴史を動かす技術革新も、その基

本はいつも「現場から学ぶ」ひたむきな姿勢にあるのではないだろうか。

（注）�岩田道顕氏の講話「いもち病抵抗付与剤プロベナゾール開発の経緯」は、2004年1月14日に「昭和農業研
究会」において報告された。「昭和農業研究会」とは、戦後農業研究にたずさわってきた国公試験場・大学
研究者のOB仲間の会。毎回、昭和農業を動かしてきた特定研究について、これにたずさわった当事者、
共同研究者、さらにそのライバル研究者も集い、当時の思い出を語り合う会である。平成10年～ 22年の
12年間にわたり、つごう80回開催された。その速記録は合本にして、農林水産省農林水産技術会議図書
館（筑波）、公益社団法人農林水産・食品産業技術振興協会（赤坂）および農文協図書館（吉祥寺）に収蔵され、
閲覧できる。なお、その一部は農文協から『昭和農業技術への証言（全10集）としても出版されている。
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オリゼメートとの出会いは、農林水産省に入省（昭和56年）して間もないころでした。入省

当初は、横浜植物防疫所で種ばれいしょ検疫の改革や果樹母樹検疫の立ち上げに携わっていま

した。

昭和58年に植物防疫課の防除班に異動となり、ここからオリゼメートとのお付き合いが始

まりました。と言いましても、はじめはそれほど意識していたわけでもありません。昭和58

年は、いもち病の発生が少なかったこともあるかもしれません。昭和59年は、葉いもちの発

生は多くなったものの、穂いもちの発生は少なく、大きな騒ぎにならずにすんだのではないか

と思います。昭和60年は技術係長として、61年〜 62年は発生予察係長として、いもち病対

策に取り組むこととなりました。

今から振り返ると、発生予察を担当したこの3年間は、いもち病の発生は非常に少なく、特

に穂いもちは過去と比較しても最少の発生になっていたと思います。

この当時は、よく生産現場を回り、農家やJAの方と意見交換をしました。なぜこれほどい

もち病の発生が少ないのかという疑問に対する答えの一つが、オリゼメートの効果ではないか

というものでした。確かに気象条件なども大きな要因ですが、それだけでは答えにならないと

いうのが、生産現場を回っていた時の感触でした。具体的な地域は忘れてしまいましたが、農

家やJAの方がオリゼメートの効果を称賛していたことは、今でも記憶に残っています。

当時の感覚では、これだけ効果を発揮する農薬が広く使用されれば、これまでのようないも

ち病の大発生はないのではないかと思うようになりました。

農薬メーカーなど関係者が数多く参加している会合で、発生予察係長として情勢報告をする

機会があったので、自分自身の正直な気持ちをお話しました。「オリゼメートがあるので、こ

れまでのようないもち病の大発生はないと思う。それほど、この農薬は素晴らしい」この発言に、

一番困ったのは、当の明治製菓の方のようでした。休憩時間になると、すぐにお話に見えて「非

常にありがたいお話であるが、このような場でお話しされると我々は居づらくなってしまう」

ということでした。私とすれば、思っていることを、そのまま話したのでしたが、少し申し訳

なく思いました。

オリゼメートに思うこと

アグリビジネス推進研究協会　理事長／元 農林水産省　技術政策課長　横田 敏恭
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この話には余談があり、平成5年のいもち病大発生の年に、「あなたは、以前、いもち病の大

発生はないと言っていたが、今年の発生をどう思うのか」という質問をよく受けました。私の

答えは一つ。「もし、オリゼメートがなかったら、この程度の発生ではすまなかったであろう。

オリゼメートのおかげで、発生が抑えられているのだから、私の当時の見解は全く間違ってい

ない」というものです。今でも、この時の自分の考えは、「正しい見解」だと思っています。

さて、皆さんのご意見はどうでしょうか。
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先日、オリゼメート剤の開発・販売元であるMeiji Seika ファルマ株式会社の担当の方より、

本剤が上市40周年になるので、記念誌に寄稿せよとのご依頼があり、喜んでお受けすること

にしました。農薬の有効成分が永く大きなシェアを保ち続けることは、より強力な後発剤の開

発、耐性菌の出現・蔓延、予期せぬ問題の勃発等により容易でないと感じてきただけに、まず

は、お祝いいたしたいと思います。

30周年記念誌に寄稿した時には、稲いもち病の本場である東北地方の最前線にいる自負が

ありました。その後、東北からも現場からも離れていましたが、昨年度からは、農研機構・東

北農業研究センターに戻り、東北各県の農業生産者をはじめ、試験研究機関や多くの企業や団

体の方々のお役に立てる研究を推進する立場になりました。そこで、今回は、まず、最近10

年も含めてオリゼメート剤の歩んできた道を私の立場から概観します。その後で、近年喧しい、

イノベーションという語をキーワードに、そのケーススタディーとしてオリゼメート剤の開発

と普及の道程を捉え、今後の展望を描ければと考えています。

葉いもち専用の予防的防除薬剤として地位確立

私が稲いもち病防除の研究に参入したのは昭和59年からですが、その頃頻発していた冷害

を奇貨に、オリゼメート剤の評価が高まりつつありました。しかし、当時在籍していた福島県は、

青森県とならび、東北の中では本剤があまり普及していませんでした。青森県で普及があまり

進まなかったのは、比較的いもち病のリスクが低かったためでしょうが、福島県で普及が滞っ

たのは、葉いもち防除があまり普及しておらず、穂いもち防除が重視されていたためと思いま

す。しかし、農業試験場の仲間内では、「剤の効果を熟知した一部の生産者が上手に使っている」

あるいは「果樹農家のように労力をあまり稲作に割きたくない農家に適したオプション」という

評価でした。その他の東北・北陸各県で普及が一気に進んだのは、当時広く普及していた有人

へリコプターによる航空散布のダイヤ編成の問題もあったのではないかと考えています。つま

り、穂いもち防除のダイヤは出穂期を中心に配置することができますが、葉いもち防除のダイ

イノベーションとしてのオリゼメート

独立行政法人 農業･食品産業技術総合研究機構　東北農業研究センター所長（農学博士）

石黒　潔
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ヤを事前に的確に設定することが難しかったこと、さらには、有人ヘリ散布自体が社会環境の

変化で実施しにくくなり、そのため、その代替として効果が安定して高いオリゼメート剤が一

気に普及したものと考えています。当時は、8％単剤の3kg/10a水面施用が大半でした。葉

いもち初発前施用という使用法には東北管内でも戸惑いが多く、いろいろな経緯を経て6月下

旬の暦日散布として使用法が確立しました。

MBI-R系粒剤の挑戦

福島農試時代には、箱剤としてのトリシクラゾール剤の試験を何度も行いました。箱施用と

いう新しいカテゴリーを狙ったのですが、同剤は、成分の溶出が速いため、施用後に苗黄化の

薬害が出やすく、残効もやや短く、葉いもち初発時期には効果が低下しました。そのため、対

照のオリゼメート剤水面施用の卓効が目立つ試験となりがちでした。その後、徐放処理をした

剤が開発されましたが、広い普及には繋がらず、トリシクラゾール剤は、もっぱら茎葉散布剤

として普及していきます。トリシクラゾール剤と同系統のピロキロン剤は水面施用剤として葉

いもち、穂いもちの両方を対象に開発されました。当時のピロキロン剤に関する連絡会議では、

激論が交わされたそうで。その結果、北陸は穂いもちのみ、東北では葉・穂両方で普及の方向

になったそうです。しかし、結果的には、穂いもち対象水面施用剤として現場で受け入れられ、

既存のイソプロチオラン粒剤とその地位を競うことになりました。なお、2000年代以降、ピ

ロキロン剤は、有効成分の溶出時期を制御する製剤化を行い、穂いもち防除をも視野に入れた

長期残効型箱薬剤が開発されています。

長期残効型箱粒剤の登場

そのような中、90年代中盤からMBI-D系のカルプロパミド剤により、箱施用で葉いもち流

行のほぼ全期間にわたり効果が持続する「長期残効型箱薬剤」という新しいカテゴリーが開拓さ

れ、続いて同系統のジクロシメット箱粒剤も上市されました。これらの剤の効果確認試験や連

絡試験にも初期から関わりました。葉いもちに対する防除効果はかなり高く、かつ残効も長く、

東北地方では、葉いもち防除による間接効果で穂いもちに対しても見かけ上の防除効果が認め

られていました。これらの剤は、初期害虫等に卓効のある殺虫剤との混合剤として販売された

ので、省力の点から一気に普及し、オリゼメート剤（水面施用）のシェアをかなり奪うことにな
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りました。箱薬剤は水面施用剤よりも省力的なので、水面施用剤が主体であったオリゼメート

剤も、程なく有効成分の徐放化を行ったDr.オリゼ箱粒剤という箱施用剤が開発され、殺虫剤

との混合剤も展開されました。ただ、水面施用オリゼメート粒剤の年次推移を見ると、推定使

用面積10ha弱のところで下げ止まっており、かなりのニーズがあるようです。単なる省力化

だけの動機で薬剤が選択されている訳でもないようです。

以後しばらくは、各箱薬剤間で価格や施用時期の設定あるいは混合される殺虫剤の組み合せ

を競う時期が続きました。通常、田植え直前の施用よりは、緑化時施用、さらには播種時の施

用の方が省力的であり、特に、大型育苗施設で播種用アセンブリ・ラインがある場合は、播種

時覆土前処理が有利でした。このあたりで、Dr.オリゼ箱粒剤はかなり苦労されたようでした。

耐性菌に振り回されたMBI-D剤

2001年に佐賀県でMBI-D剤に対する耐性菌が発見されて以降、瞬く間にその系統の薬剤に

対する耐性菌問題は全国に拡大しました。九州沖縄農研の方には、採集した耐性菌・感受性菌

を併せて系統樹を作成して由来を推定するよう助言しました。その結果、九州に分布する3つ

の遺伝集団のいずれにも耐性菌と感受性菌が混在していることが分かり、収斂進化、つまり、

それぞれの集団内で類似の突然変異が独立に発生したことが示唆されました。種子に付着した

菌の移動により分布地域が拡大した事例もあったようですが、多くは同時期の異所的耐性菌発

生であり、この問題についての深刻さを思い知らされることとなりました。

MBI-R系薬剤は、いもち病菌に対する直接の殺菌効果がなく、菌のメラニン形成能を阻害す

る効果しか認められなかったため、その作用機作があちこちで研究されていました。一方、こ

れらの剤は、長年頻用されても耐性菌が確認されなかったので、「殺菌効果のない薬剤は耐性菌

が出にくい」とする、今考えると赤面するような俗説が流れていて、正直な話、私もそれを鵜

呑みにしていました。そのため、メラニン生合成経路でMBI-R剤がターゲットとしているのと

は別の酵素を阻害するMBI-D剤でも耐性菌は出現しないと高をくくっていたのは大きな間違い

でした。一方、オリゼメート剤については、40年を経ても耐性菌が出現しておらず、今後も

そのリスクは極めて低いと考えますが、その機構についての科学的な検討は十分進んでいない

と思います。前例を他山の石として今後も慎重な対応が必要でしょう。

MBI-D剤が思いがけない事情でフェードアウトする頃、ストロビルリン系（QoI）のいもち剤

が相次いで開発されました。中でもオリザストロビン剤は、箱剤として穂いもちにも高い効果
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が認められる長期の残効があり、紋枯病にも防除効果が見られることから、殺虫剤の混合剤で、

イネの主要病害虫を網羅できる剤として登場し、連絡試験の取りまとめも行いました。ただし、

既に米国においてイネいもち病菌と類縁のペレニアルライグラスいもち病菌でQoI耐性菌の報

告があったことから、この連絡試験の会議では、同剤の耐性菌出現リスクが論議されました。

効果が高く、その効果が長期におよぶ薬剤に高い耐性菌リスクのあることは、理論的にも予想

されていたことであり、懸念を抱きながらの普及でした。残念なことに、現在では、九州など

の西日本で既に耐性菌が蔓延している地域もあるようで、他剤と同じ経過をたどることになる

のか、何らかの対策で蔓延を防ぐことができるのか、研究の真価が問われるところです。

他の誘導抵抗性薬剤の登場

オリゼメート剤の作用機作が植物体の本来有する抵抗性の誘導であることが知られても、か

なりの期間にわたり、同系統のいもち剤は登場しませんでした。1993年に開催された第1回

国際イネいもち病会議で、米国のFroyd氏はオリゼメート剤の効果と特徴に言及されていまし

た。また、その頃、Delany氏らにより病害抵抗性に対するサリチル酸の役割がScience誌で

発表されて話題となりました。当時、両氏にオリゼメート剤についての印象を質問したことが

ありますが、ポット試験で本剤の効果確認が難しかったのか、あまり本剤に興味を持たれてい

なかったような気がしました。そのような中、Delaney氏らの基礎研究からアシベンゾラル 

Sメチル剤が開発されました。この剤は、いもち剤としてはあまり普及しませんでしたが、そ

の後、チアジニル剤、続いてイソチアニル剤が開発・上市されました。これらの剤の効果確認

試験を行いましたが、オリゼメート剤に近い効果が得られるとの感触でした。数年前からは、

これら3剤がほぼ同一の市場を競うことになったため、今後はこの分野は、いわゆるコモディ

ティー化が予想され、さらなる新機軸が求められるかもしれません。

イノベーションの概念

多くのいもち剤の効果確認試験等に関わったので、回顧が長くなってしまいました。これか

らが本論です。私の少年時代である高度成長期には、各分野で新製品が次々に登場し、極めて

気楽に「イノベーション」なる言葉が唱えられていました。ただし、その用語を「技術革新」と訳

して納得していました。しかし、わが国が目標としていた欧米の先行技術に追いつき、新興諸
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国から追われる立場になった近年、イノベーションという用語の本来の意味が改めて問われて

いるようです。多くの識者は、この用語の意味について、著名な経済学者シューペンターによ

り100年以上前に提唱された、直訳すると「新結合」と呼ばれる概念であると指摘しています。

すなわち、新しい工夫により、ある事柄の価値が飛躍的に高まる現象を指しているようです。

シューペンターは、イノベーションを5分類し、そのうち一つを「消費者の間でそれまで知ら

れていなかった価値」としていますが、オリゼメート剤による防除システムは、この範疇に入

るものと考えています。

リニア・モデルに基づかない技術開発

われわれは、基礎研究から応用研究、開発研究を経て世の中に普及する直線的な形でイノベー

ションが創出されるとする「リニア・モデル」と呼ばれるイメージを持っています。最近出版さ

れたヘンリー・ペトロスキーの著書によれば、このリニア・モデルという考え方は、戦後米国

で明示的に唱えられたようで、わが国では、大学や公的研究機関で長く信じられ、企業でも高

度成長期の後半、日本の「基礎研究只乗り論」が唱えられるようになって以降、基礎研究を行う

中央研究所が建てられました。一方、米国で「日本只乗り論」が出てくるかなり前から、このリ

ニア・モデルに対して疑義が発せられており、上記の著書によれば、米国国防省の調査から、

基礎研究が起点になって実用技術に繋がった事例は全体の0.3％に過ぎないことが分かり、80

年代には別のイノベーションモデルが提案されています。

この話を読んだ時、大学時代に受講した農薬学の講義で、日本における農薬開発戦略につい

て、はっと思うような話があったのを思い出しました。すなわち、化合物の殺菌効果に注目し

て試験管やシャーレ上でスクリーニングするin vitroの方法では欧米諸国に追いつけないので、

発想を転換し、植物の生体上で化合物の防除効果をスクリーニングするin vivoでスクリーニ

ングする方法が唱えられ、その成果として、一連の抗生物質等の有効成分が開発されたとのこ

とでした。オリゼメート剤も恐らく、このような考えで開発されたものではないかと推察して

います。

オリゼメートのイノベーション・スタイル

オリゼメートの開発経過の詳細については存じていないことも多いので、推察が混じること
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もご了解いただきます。当時の明治製菓の本業である菓子製造に関係する甘味物質に何らかの

いもち病防除効果があるとの知見から、いくつかの誘導体をもちいた相当ラフなin vivo試験

が水田で行われたと伺っています。当然、防除の作用機作についての知見も当時はほとんど無

かったのでしょう。つまり、リニア・モデルによる開発ではありません。また、当然、剤の作

用機作が当時明確ではなかったはずですから、有効な施用方法や施用時期などについても五里

霧中だったのでしょう。先輩方に訊くと、公立試験場でもいろんな方法で施用試験が行われ、

ついに葉いもち初発前の水面施用により安定して高い防除効果が得られる技術が確立したとの

ことです。この「初発前の水面施用による葉いもちに的を絞った防除」という位置付けこそが、

「それまで知られていなかった価値」であり、それ故、一気に普及し、他者の追従を永らく許さ

ない独自技術となり得たのでしょう。これらのことから、オリゼメート剤による葉いもち防除

体系は、わが国の農業技術を代表するイノベーションの一つとして高く評価できると思います。

また、有力な後発の薬剤に対しても戦略的に対応できたことにより、元の「新しい価値」を独占

できる状態ではなくなりつつある現在でも、揺るぎない地位を保っているのであろうと考えま

す。

今後への期待

最後に、今後10年に向けての期待を述べたいと思います。第1は、作用機作についてのさ

らなる探求です。この分野では、既に明治製菓の時代から関塚泰治先生、岩田道顕先生らによ

る多数の業績がありますが、誘導抵抗性の機序は、植物が本来有する抵抗性あるいは究極的に

は宿主・寄生者相互関係の根源にも関わる課題であり、この部分の新知見からのさらなる防除

技術のブレークスルーが期待されます。企業や研究機関での粘り強い研究が期待されます。

第2は、抵抗性誘導剤において、葉いもち流行後期から防除効果が低下する現象およびそれ

が穂いもち防除にどう影響するか究明されることが期待されます。課題としては、現象の観察

により問題点を摘出する段階から。要因間の因果推論、その因果関係の機序を明らかにする段

階があります。葉いもちに対する防除効果が低下するイネの状態のより正確な観察とともに、

葉いもちと穂いもちがどのような発生様相の場合にオリゼメート剤の効果が穂いもちに及ぶの

かという点が明らかにされることを期待します。これらは、現場に近い公設試験研究機関の得

意分野と考えます。葉いもちと穂いもちの関係については、因果推論に繋げるべきです。恐ら

く、穂いもちに対する葉いもち防除効果の影響は、葉いもち流行のピークと出穂期との間隔が
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影響しており、対象地域の緯度で説明できる要因が関係するはずです。つまり、南日本型流行

では両者の間隔が開いており、北日本型流行では狭く、緯度が高くなるほどその傾向が強まり

ます。いもち病の発生については各地で長年積み重ねられたビッグ・データがあるので、先進

的な統計学手法による解析も可能と思います。また、抵抗性誘導剤の防除効果が葉いもち流行

後期に低減する現象に関係する生化学的レベルでの機序の解明も、これらの剤のより有効な利

用法に繋がる研究の進展も期待されます。

第3の期待は、上記の二つとレイヤーが異なるものです。今後日本の水田地帯の多くに広が

ると予想される大規模営農の栽培体系への本剤の適応戦略です。農業生産物の世界的需給逼迫

傾向の一方で、その流通の国際化が進展する傾向も、避けて通れないと考えられます。わが国

では、多収・安定生産技術とともに、コストの大幅削減のための技術開発は避けて通れません。

このような条件下での病害虫防除のあり方が問われています。病害虫防除による収益の高位安

定化とは、そもそも総合的病害虫防除（IPM）の定義に照らせば本来の目的であるはずで、この

ような観点からオリゼメート剤の果たす役割を考える必要があります。いもち病による被害リ

スクが高い条件下では、オリゼメート剤のメリットが高いのは明らかですが、比較的リスクの

低い条件下での対処法が課題となります。恐らく、オリゼメート剤という切り札となるハード

とその効果的・効率的使用に関する意思決定支援というソフトを併せたパッケージとして普及

することが望ましい姿と考えます。そのためには、産学連携が有効かもしれません。50周年

時には、オリゼメート剤がどのような新しい展開を見せているのか、大いに期待いたします。
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はじめに

イネの糸状菌病害では1970年代から1980年代にかけて、いもち病でカスガマイシンや有

機りん剤、イソプロチオラン、ばか苗病でベンゾイミダゾール系薬剤に対する耐性菌を経験し

たが、その後長い間耐性菌問題は起こらなかった。ところが、2000年代になっていもち病で

MBI-D剤（メラニン合成経路のシタロン脱水酵素を阻害）耐性菌が、そして最近はQoI剤（ミト

コンドリア電子伝達系にある複合体Ⅲたんぱく質のQo部位に作用して呼吸を阻害）耐性菌が発

達するに及んで、防除のあり方に大きな疑問を投げかけている。

一方、同じくメラニン合成阻害剤でも、MBI-R剤（還元酵素を阻害）には圃場レベルで耐性菌

の確実な報告はない。さらに、過去40年の長きにわたって広く使用されている抵抗性誘導剤

のプロベナゾール（商品名：オリゼメート、Dr.オリゼ）には全く耐性菌の報告がない。そこで、

薬剤の耐性菌発達リスクを抵抗性誘導剤とからめながら論じてみたい。

1．近年の耐性菌事情

１）MBI-D剤耐性菌

「天災は忘れた頃にやって来る」。寺田寅彦博士によるこの有名な言葉ではないが、長らく耐

性菌では無風状態であったいもち病に、新たな問題が持ち上がった。MBI-D剤耐性菌である。

筆者が大塚範夫氏（当時、JA全農農業技術センター）と共に関係者の協力を得て設立した日本

植物病理学会の殺菌剤耐性菌研究会は、第9回シンポジウムで「メラニン生合成阻害剤はなぜ

耐性菌を生じないのか？」を課題として取り上げた（倉橋・山口、1999）。しかしその時点でも、

この耐性菌がわずか2年後に現実のものになろうとはほとんど誰も予想していなかった。その

意味で、2011年3月11日の東日本大震災やそれに続く東京電力福島第一原発の過酷事故とは

異なり、「想定外」と言ってもおそらく許されるであろう。

では、なぜ我々はMBI-D剤耐性菌を予想出来なかったのだろうか？それは、先行して長く使

耐性菌リスクと抵抗性誘導剤

独立行政法人 農業環境技術研究所　名誉研究員　石井 英夫
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われていた別のメラニン合成阻害剤つまりMBI-R剤に、少なくも国内では全く耐性菌が報じら

れていなかったからである。メラニン合成阻害剤のように感染を阻害するタイプの薬剤には、

耐性菌が生じないのではないか？そのように思っていた。

MBI-D剤耐性菌の実態を少し思い起こしてみよう。カルプロパミド（商品名：ウィン）の入っ

た箱粒剤を使ったにもかかわらず、早期にいもち病が多発した佐賀県から初めて耐性菌が検出

されたのは2001年のことであった（山口ら、2002）。その後、同じ箱粒剤を連年使用した地

域で独立発生的に、あるいは汚染種子の流通等によって耐性菌の分布は次々に拡大した。沖縄

県を除く九州各県、四国、中国から、近畿、北陸、東海、関東東山さらに東北にまで及んだ。

これを受けて殺菌剤耐性菌研究会は遅まきながら「イネいもち病防除におけるQoI剤及び

MBI-D剤耐性菌対策ガイドライン」を作成し、2008年4月に公表した（宗・山口、2008）。

しかし、残念なことにこのガイドラインは十分に活用されず、2010年以降遂に北海道でも

MBI-D剤耐性菌が広域に検出され、その分布は合計36道府県に及んでいる。そればかりか、

次に述べるQoI剤耐性菌の発達まで許してしまった。

２）QoI剤耐性菌

1990年代後半に登場したQoI剤は、当初耐性菌リスクが不明であった。ところが、野菜、

果樹病害を中心に、各国で耐性菌の報告が相次ぎ、その数は60以上を記録している（石井、

2012）。このため、耐性菌発達は「次はいもち病」と誰もが予想出来たはずの、真に「想定内」

の出来事であった。

2012年の初夏から西日本とくに中国、九州、四国で、オリサストロビン（商品名：嵐）を

含む箱粒剤を使用してもいもち病が多発する地域が見られ、これに耐性菌が深く関与するこ

とが関係機関によって明らかになった（宮川・冨士、2013；石井・冨士、2013）。耐性菌の

検出は最初に公表された山口県をはじめ、これまで14府県に上っている（2014年8月現在）。

2014年も各地で夏季の多雨が報じられる中、いくつかの県からいもち病関連の警報や注意報

が発令されている。

痛恨の極みとはこのことで、殺菌剤耐性菌研究会は2012年8月に改めて先のガイドライン

を農林水産省植物防疫課経由で全国のすべての都道府県に配信し、ガイドラインの徹底を図っ

た。それまでの経緯や対策については、2013年及び2014年の殺菌剤耐性菌研究会シンポジ

ウムで取り上げられたほか、総説（石井、2014）もあるので参考にされたい。
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３）耐性菌対策ガイドライン

耐性菌発達に至るこれまでの状況を見る限り、研究会のガイドラインに掲げたことが着実に

行われていれば…との思いは強い。「QoI剤の使用は最大で年1回」や「採種圃場およびその周辺

圃場ではQoI剤は使用しない」は当然として、とくに「育苗箱処理では連年使用は避け、可能な

限り1年または2年おきに作用機構の異なる薬剤とローテーションで使用」の項目が遵守されて

いなかった。箱施薬に長期残効性を期待したとしても、耐性菌リスクの高い薬剤の場合、耐性

菌に対する選択圧がより長く強く働く。そのことはMBI-D剤で経験済みであったにもかかわら

ず、その教訓が生かされなかった。

さらに、「耐性菌が検出された場合、薬効低下が認められなくても当該薬剤の使用を一旦中止

する」としたガイドラインについても、実は県によって対応が異なる。QoI剤の使用を全県的

に中止したところもあれば、そうでないところもある。MBI-D剤では、耐性菌を検出した当初

はごく低率であったものが、翌年も同じ薬剤を使用したために耐性菌率が急速に高まり実際の

被害を招いた例もあった。筆者は、QoI剤で同じ過ちを繰り返すことがなければと祈っている。

とりわけ、十分な防除がなされない飼料用種子を他県に供給する場合、種子が耐性菌に汚染し

ていれば、相手先がいかに対策を講じようとも耐性菌の持ち込み自体を防ぐことは出来ない。

近年、薬剤の利便性や眼前の経済的利益を優先するあまり、現実に問題が起こるまでその薬

剤を使い続け、挙句の果てに耐性菌で台無しにしてしまうケースが目立って仕方がない。優れ

た薬剤をいとも簡単に葬り去ることで将来何が起こるのか、それに思いを馳せる想像力を養う

とともに、使用制限を守ってより長く使用する工夫をしていただきたいものである。

２．耐性菌リスクの高い薬剤と耐性機構

1970年代初頭から内外で深刻な耐性菌問題を引き起こしてきたのはほとんど、特異作用点

阻害剤と呼ばれる、ごく限られた作用部位を持つ薬剤に集中している。ベンゾイミダゾール系

薬剤、MBI-D剤、そしてQoI剤などである。

またその裏返しとして、耐性のしくみも単純な作用点変異、つまり薬剤が作用するたんぱく

質の遺伝子がごく一部突然変異し、それでアミノ酸の一部が変化して作用点たんぱく質に対す

る薬剤の結合が妨げられるというものが多い。薬剤が作用点と十分に結合出来なければ、効果

も発揮されない。

いもち病菌のMBI-D剤耐性菌では、シタロン脱水酵素遺伝子の塩基配列に１つだけ変異が見
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られる（Takagaki et al., 2004）。そのような耐性菌が薬剤の使用で選択的に増殖し、やがて

薬効低下を引き起こした。QoI剤耐性のいもち病菌でも、ミトコンドリア複合体Ⅲたんぱく質

のQo部位（チトクロームb）の遺伝子がGGTという塩基配列からGCTに点突然変異を起こし、

その結果143番目のアミノ酸がグリシン（G）からアラニン（A）に置き換わるG143Aが起こっ

ていた（宮川・冨士、2013）。

このチトクロームbたんぱく質のG143A置換こそ、QoI剤に高度耐性をもたらすものとして、

最も警戒すべきものであった。なぜなら、これは今回いもち病菌で見つかるずっと以前から、

芝いもち病菌（Kim et al., 2003）を含む数多くのQoI剤耐性菌で検出され、高度耐性の主因と

されていたからである（石井、2012）。イネいもち病菌のQoI剤耐性は、決して降ってわいた

話ではなく十分予想され、それだからこそ筆者もQoI剤の使い方について機会あるごとに注意

を呼びかけていた。

３．耐性菌対策と抵抗性誘導剤

特異作用点阻害剤とは対照的に耐性菌リスクが低いものに多作用点阻害剤がある。詳しくは

研究されていないものの、その名のとおり多くの異なる作用点を持つ薬剤であるため、一般に

は耐性菌を生じにくい。仮に１つか２つの作用点が遺伝的に変化して薬剤から逃れたとしても、

まだほかの作用点が残っていて耐性菌とはなれないのである。

病原菌に直接作用して殺菌効果を現わす特異作用点阻害剤に対して、病害抵抗性誘導剤には

抗菌活性がないか、あっても低いものが多い。その代わりにこれらは、植物側に作用して植物

の免疫機能を飛躍的に活性化させる。その際に植物は実に多くの防御応答をして総力を挙げて

病原体に対抗する。

作物の病害抵抗性育種に関して「質的形質で主働遺伝子による真性抵抗性は、新たな病原菌

レースの出現によってその抵抗性が打破されやすい。一方、量的形質で複数の微動遺伝子（ポリ

ジーン）の支配を受ける圃場抵抗性は打破されにくい」と、多くの教科書に書かれている。つまり、

抵抗性誘導剤には作物に圃場抵抗性を付与するような、ちょうどそんな働きがあるといえよう。

４．抵抗性誘導剤の作用様式と情報伝達経路

長らく耐性菌研究に携わってきた筆者であるが、実は我々のグループでも抵抗性誘導剤の作
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用機構や実用的な病害防除効果などについて研究してきた。ただし、対象としたのはイネでも

プロベナゾールでもなく、キュウリやナシ、トマトとアシベンゾラルSメチル（ASM）の組み合

わせであった。耐性菌問題がよく起こるこれらの作物に殺菌剤に代わる防除技術を導入し、耐

性菌の選択圧を下げる上で抵抗性誘導剤が有効と考えたのである。

ベンゾチアジアゾール（BTH）系のASMは、プロベナゾールや後発のチアジニル（商品名：

ブイゲット）、イソチアニル（同：ルーチン）と同様、防御応答に重要な植物ホルモンの一種サ

リチル酸の類縁体である。このため、サリチル酸（SA）を介した情報伝達系によって抵抗性を

発現すると考えられている。

確かに、あらかじめキュウリにASMを処理すると、その後接種した炭疽病菌などに全身獲

得抵抗性（Systemic Acquired Resistance、SAR）が速やかに誘導され、その過程でキュ

ウリ体内のSA経路が活性化される。炭疽病菌の分生子発芽と付着器形成には影響しないが、

バイオトルフィ ヘミバイオトルフィ

共通の防御システム
PR遺伝子発現 

WRKY13 

SA

JA 
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プロベナゾール

OsJAZs 

SAグルコシド
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TRENDS in Plant Science 

         

病原菌の感染

図1　イネにおけるサリチル酸（SA）とジャスモン酸（JA）の情報伝達系（De Vleesschauwer et al., 2013を改変）
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キュウリ細胞壁のリグニン化やパピラ形成（カロース生成）が促進されて、菌はクチクラ層を突

き破ってキュウリ内部に侵入出来なくなる。感染特異的たんぱく質の1つPR-1や、抗菌作用

も知られる酵素キチナーゼやグルカナーゼの遺伝子発現も高まる（Narusaka et al., 1999）。

それらの過程には活性酸素種の生成や消去も関わっている（Deepak et al., 2006; Lin and 

Ishii, 2009）。抵抗性誘導剤とはまさに、植物が防御応答機能を総動員して病原体から自身を

守るのを手助けするものである。

最近、イネの防御応答とSAやジャスモン酸（JA）をはじめとする各種植物ホルモンとの関係

について、優れた総説論文が発表された（De Vleesschauwer et al., 2013）。そこには、こ

の分野で大きく貢献している我が国の理化学研究所や農業生物資源研究所などの研究者の論文

も多数引用されている。この論文にある、SAとJAの情報伝達系の関係図を示す（図1）。

両シグナル伝達系はかつてそれぞれ独立性の高いものと考えられていたが、近年の研究でそ

れらの間には複雑なクロストークがあることが分かってきている。先のASMにしても、キュ

ウリではSA系のみならずJA系遺伝子の発現を高めることが、筆者らのグループにより明らか

にされた（Deepak and Ishii, 2012）。その意味でも、抵抗性誘導剤の作用機構にはいまだ不

明の点が多い。

５．抵抗性誘導剤の作用機構と防除スペクトラム

プロベナゾールをはじめとする抵抗性誘導剤の作用機構は、岩田（2014）によって簡潔にま

とめられている。中でも注目されるのは、SAシグナル伝達系における抵抗性誘導剤の作用点が、

プロベナゾールはSAの上流に、一方チアジニルやASM、イソチアニルは下流にあると考えら

れる点である。このことから、イネの抵抗性誘導剤といえども、その働きには違いがありそう

である（ただし、現在ASMには農薬としての国内登録がない）。

De Vleesschauwer et al.（2013）の総説論文に立ち戻ろう。SA経路の下流に位置し、抵

抗性誘導に重要な役割を果たす転写因子、OsWRKY45が過剰に発現しているイネではいもち

病や白葉枯病への抵抗性が大いに高まるが、紋枯病には感受性を示すという（Shimono et al., 

2012）。しかし、JAではいもち病、白葉枯病に加えて紋枯病に対する免疫性も付与されるら

しい。その一方でJAには、茎葉散布、根部処理のいずれにおいても、ペレニアルライグラス

のいもち病感受性をむしろ高めたとの報告もある（Rahman et al., 2014）。抵抗性誘導剤に

見られる防除スペクトラムや効果の違いは、それぞれの化合物が持つ微妙な作用機構の違いを
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反映しているのであろう。

全国一の種もみ生産県であり、日本一の種もみ供給県でもある富山県では、2013年度県病

害虫防除指針から「QoI剤を含む箱施薬剤」が削除され、2014年度もこの薬剤を採用するJAは

なかったという（守川、私信；鈴木ら、2014）。さらに、県農業研究所においては箱施薬剤と

して抵抗性誘導剤を使用するものの、1 〜 3年おきに抵抗性誘導剤の種類を変更する念の入れ

ようである。プロベナゾールやチアジニル、イソチアニルによる抵抗性誘導の過程では大きな

転写変動が起こるが、これら薬剤の作用性や作用機構に微妙な違いがあることを見越した慎重

な対応といえよう。

薬剤による全身抵抗性誘導の過程で、どのようなシグナル物質が植物体全体に行き渡るのか

は大変興味深い。サリチル酸（SA）の上流でピペコリン酸が初期のSARシグナルに関わる可能

性が指摘されている（Kachroo and Robin, 2013）。また、SA自体は移行しないが、これに

由来するサリチル酸メチル（MeSA）あるいはSAが誘導するアゼライン酸、グリセロール-3-リ

ン酸などは師管部（師部）を通じて運ばれ、協調的に働く（Veloso et al., 2014）ほか、これら

を局所的に処理するとSARを誘導する。

SAのシグナル伝達系では転写補助因子のNPR1というたんぱく質が鍵となり、これが転写

因子TGAと相互作用することにより防御応答に必要な数々の遺伝子が発現する。SAと結合す

る植物側のたんぱく質（レセプター）として、SAをMeSAに変換する酵素メチルエステラーゼ

が同定されたが、さらにNPR1自体やこれを介したSAへの反応を調節するNPR3やNPR4も

リセプターとして提唱されている（Veloso et al., 2014；野元・多田、2013）。ASMやSA

が誘導するいもち病への防御反応には、先にも述べた転写因子WRKY45が重要な役割を果た

している（Shimono et al., 2007）。

反対に菌のエフェクター（植物の防御に必要なたんぱく質の働きを抑えて発病に導く）は植物

細胞膜のリン脂質に結合した後、離れた組織に移行して受容性の誘導を起こすらしい（Lapin 

and van den Ackerveken, 2013）。SARの誘導剤が植物クチクラの発達に貢献する可能性

や、クチクラの構成物がSARシグナルの生成に関わることも指摘されている（Kachroo and 

Robin, 2013）。

６．抵抗性誘導剤に耐性菌が生じるとすれば

いもち病に対する真性抵抗性遺伝子を単独で導入したイネ品種には、これを犯す新たなレー
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スがすぐに現れて、抵抗性の崩壊が起こる。そこで、真性抵抗性のみが異なり他の形質が片方

の親と同じ同質遺伝子系統（マルチライン）を複数混ぜる栽培法が登場した（石崎ら、2009）。

しかし理論的には、それさえ崩壊させるスーパーレースが出現する可能性もあるらしい。この

ため、マルチラインが広く普及した新潟県では、レース分布の変化を把握しながら、播種する

系統の組み合わせを適宜変更している。

一方、抵抗性誘導剤はいもち病菌のレースに関係なく発病を抑制する。まるで非宿主抵抗性

を連想させるが、抵抗性誘導剤の処理で、それぞれのレースが感染時に分泌するはずのエフェ

クターたんぱく質をイネが一つ一つ認識して、これに対抗出来るようにするのであろうか？

さて、もはや何事にも「想定外」は許されない。それが、3.11の大震災と事故を経験した我々

の責務であろう。そうならば、どのようなことが起これば抵抗性誘導剤にも耐性菌が生じうる

のか、あるいはなぜ抵抗性誘導剤が効かない場合があるのか？それを考えておくこともあなが

ち無駄ではなかろう。

抵抗性誘導剤によって活性化される数々の防御応答反応を無効にするような「スーパースト

レイン」は将来出現するのだろうか？たとえば、ジャスモン酸の類縁体として作用するコロナ

チンという植物毒素があるが、これは実験植物シロイヌナズナのサリチル酸依存性の防御シス

テムを抑えることで、病原細菌Pseudomonas syringaeの発病を可能にしている（Brooks 

et al., 2005）。トマト青枯病菌Ralstonia solanacearumは感染時に、シグナル伝達の鍵と

なるサリチル酸やその中間体ゲンチジン酸を分解するので、これらに依存する防御応答を抑制

する可能性がある（Lowe et al., 2014）。

病原性の決定因子として宿主特異的毒素（Host-specific toxin、HST）が知られるが、抵

抗性誘導剤は一般に、HST産生菌による病害には効果がない。ASMがナシ黒斑病（病原菌：

Alternaria alternata Japanese pear pathotype）やキュウリ褐斑病（同：Corynespora 

cassiicola）に効果がないことは筆者が確認している。前者の場合、ASMを処理しても分生子

発芽が抑えられず、胞子発芽管や侵入菌糸からHSTのAK-毒素が分泌されてしまうために手

遅れとなり、発病するのではないかと考えている。また最近、エンバクビクトリア葉枯病菌

（Helminthosporium victoriae）の産生するHSTのビクトリンが、サリチル酸による抵抗性

誘導を阻害すると報告されている（Lorang et al., 2012）。

病 原 菌 の 中 に はABC（ATP-Binding Cassette）ト ラ ン ス ポ ー タ ー やMFS（ Ｍajor 

Facilitator Superfamily）トランスポーターを使って、自身の細胞内に入って来た薬剤などの

異物を体外に排出するものがある。このしくみは、作用機構の異なる各種薬剤に対する多剤耐
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性（Multidrug Resistance、MDR）に関係する。ただし、通常は耐性レベルが低いことから、

圃場で起こる薬効低下に影響を及ぼす可能性は低い。また、病原菌のABCトランスポーター

はファイトアレキシン（感染に伴って植物体内で増大する抗菌性の低分子化合物など）への対抗

手段としても知られている（Schoonbeek et al., 2001）。抵抗性誘導の過程では、植物中で

キチナーゼなどの溶菌酵素をはじめ多くの物質の生成が増大するが、これらを一気に排出出来

れば、その菌は「耐性菌」になるかも知れない。

おわりに

抵抗性誘導剤は比較的最近まで海外で大きく注目されることはなかったが、我が国ではベス

トセラーのプロベナゾールで40年間の使用実績がある。これを受けて、チアジニルやイソチ

アニルも登場した。耐性菌対策として、またIPMを実現する上での有効なツールとして、抵抗

性誘導剤がイネのみならず野菜、果樹などの他作物にも今後更に広く活用されることを心より

期待している。また、よもやとは感じるものの、抵抗性誘導剤に対する「耐性菌」出現の可能性

についても引き続き関心を持ち続けたい。

最後に、今回執筆の機会を与えていただいたＭeiji Seika ファルマ株式会社 生物産業事業

本部の齋藤好明氏をはじめ、関係者の皆様に深謝申し上げる。
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昭和49年、オリゼメート粒剤が農薬登録された年、宮城県ではいもち病が発生予察事業始

まって以来の大発生。梅雨が明けず、じめじめとした雨が降り続いていた。当時大学院博士課

程に在籍していた私のそばで、三沢正生教授（当時）と山中達助教授（当時）が外を見ながら「今

年はいもちが出るね」と話されていたのを今も鮮明に思い出す。　

昭和53年4月、宮城県黒川病害虫防除所に着任。所長は同じ室内にある大和農業改良普及

所長が兼務、専任職員は私一人。ただし、普及所の職員が全面的に支援してくれる。慣れない

うちにすぐいもち病がやってきた。例年よりかなり早く、6月下旬には葉いもちが目立ち始め、

例年の日程通りに薬剤散布ヘリコプターがやってきた7月3半旬（7月中旬前半）には例年の7月

下旬の発生最盛期の様相を呈した。その間、地上防除による補完散布を呼びかけるが、後手に

回る。しかし、オリゼメート粒剤を6月中旬ころに散布していた水田ではいもちが認められず、

その効果は口コミでも広がり、オリゼ信仰の始まりといっても過言ではなかった。

オリゼ神話

昭和54年、黒川郡以北は例年より著しく早い時期から葉いもちが発生。例年よりも早かっ

た前年よりもさらに早く、6月第3半旬から葉いもちが管内各地で発生してきた。航空防除の

ヘリコプターは予定日しか来てくれず、オリゼの地上散布を呼びかける。未だいもち対策の知

識の乏しい私にとっては、何が何でもオリゼ散布を呼びかけることで事足りた。明治製菓仙台

支店の地上および空からの広報もあり、6月中旬から下旬にかけて積極的に本田散布が実施さ

れ、初期防除の遅れた水田の多発を目にして、オリゼの実力が知れ渡った年であった。

なお、53年は梅雨明け後に異常高温・多照が続き、稲作史上最高の豊作（作況指数112）となっ

た。54年は梅雨が長引いたが、8月中旬以降は晴天が続き、葉いもち多発生の割には穂いも

ちの被害が少なく、まずまずの収穫となった。

これらの葉いもちをたたけば穂いもち被害を軽減できるという経験から、それまでは葉いも

ちよりも穂いもち重視の防除体系であった地域においても、葉いもちの早期防除の重要性が認

オリゼメート神話の始まり

元 宮城大学　食産業学部　教授（農学博士）　本藏 良三
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識されるようになっていった。

昭和55年、6月下旬から低温・多雨が続くも葉いもち少発生。強い冷害により水稲作況指

数79。過去の事例からみると、葉いもちが多発する気象であった。少発生におさまったのは

前年・前前年の経験から7月初めから始めた航空散布の効果もあるが、6月中旬から例年にな

く広域一斉に散布されたオリゼメートの効果によるものが大きかったであろう。

オリゼには、他剤で当時問題になりつつあった耐性菌問題はなく、オリゼ神話は確定的なも

のになっていった。

オリゼメート粒剤本田散布時期

このように、宮城県内ではオリゼメートさえ散布しておけば葉いもちは大丈夫という空気が

県内全域に広がったこの3年間であったが、いつしか葉いもち発生後のオリゼ散布は効果がな

いという風評が広がった。

作用機作からするとそのようなはずはないと思われ、試験場内の気象観測地近くに結露計を

設置して毎日のいもち病の感染、その後の病斑出現状況とオリゼの施用日との関係を詳細に検

討してみた。その結果、前夜から朝にかけて感染のあった当日またその翌日にオリゼメート粒

剤を施用すると、その感染に対して十分に高い防除効果を示すこと、それがすでに病斑が出現

した初発期以降の時期であってもオリゼ施用後の感染を抑えることが明らかとなり、本田散布

時期の迷いは片付いた。すなわち、予防的に感染時期の前に散布するのが最適であるが、散布

が遅れてもその後の感染は抑制することを周知させることができた。

葉いもち発生予察技術向上の研究：�
「オリゼメート本田散布を発生予察警報で推奨」が目標

昭和54年の葉いもち早期発生とその後の急速な蔓延は当時の想定を超えたものであった。

「ササ・コシ神話」のササニシキの本場である宮城県ではいもち病の防除が最も重要なことであ

り、発生予察会議においても多くの時間をいもち病に充てていた。午前10時にいもち病から

始まるが昼休みになってもいもち病が終わらないことがよくあり、県内各地の現況、過去の発

生状況、天気予報等から議論が続くが、未だ定量的な予察基準はなく、最後は今後の天候次第

ということが続いていた。

ただし、昭和50年代に入り、当時北陸農試の吉野嶺一氏の研究成果、温度・葉面湿潤時間
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と侵入率（葉表皮へのいもち病菌分生胞子の侵入率）との関係が明らかとなり、それを利用した

シミュレーションモデルの開発研究等定量的な発生予察技術が開発されつつあった。当時の秋

田県農試の小林次郎氏からは葉いもち広域的初発期等の理論と実地調査法を秋田県農試圃場に

おいて教わり、福島県農試の橋本晃氏からは結露計の読み取り方と葉いもちシミュレーション

モデルBLASLの理論とコンピュータープログラムについて実物を前に教わり、東北農試の越

水幸男氏からはアメダスデータを利用した葉いもち発生予察法を教わった。これらの懇切丁寧

にお教えいただいた知識・技術をもとに、宮城県における葉いもちの発生経過の解析から取り

組んだ。県内に4か所設置し、随時病害虫防除所から送られてくる結露計のデータでアメダス

データを補完し、現地の発生状況と試験場内の精密な葉いもち発生状況を知ることで、県内平

坦地水田の葉いもち発生推移を実用的に利用できるレベルで推測できるようになっていった。

当時、だれの目からも最強・確実に葉いもちを防除できると思われていたオリゼメート粒剤

ではあるが、適期一斉散布（6月中旬）を指導するには、遅くても6月15日ころには葉いもち予

察情報を出さねばならない。普通の年では、葉いもちを農家の方が見つけ始めるのは7月10

日ころ以降であることから、葉いもちが目立ち始めるおよそ1か月前にその発生量を予察する

こと、これが私たちにとっての目標であった。

もし、昭和54年と同じ状況が今日現れたら、躊躇なく「葉いもち防除にオリゼメート粒剤の

一斉散布を励行しましょう」の発生予察警報の6月中の発令が可能であろう。ただ、現在は育

苗箱施用に置き換わり、予察の出番がなくなってしまった。

いもち病発生生態に関する最近の2、3の知見

近年研究事例がめっきり減ったいもち病の発生生態について、まだ未解明と思われる課題に

ついて少々検討する機会があった。

北日本における越冬伝染源について。本田での伝染源は水田に放置された残り苗あるいは感

染苗の移植のいずれにしても、育苗期に感染していたイネ苗と考えられているが、これが最も重

要であり、ほとんどがこの経路によるものとして間違いはないと思われる。育苗ハウス内に稲ワ

ラを放置すると容易にいもち病が発生することや本田でも家畜舎のそばで早くから葉いもちが確

認されやすいことが経験的に知られており、稲ワラからの伝染も無視はできないと思われる。

仙台市の西部住宅街のなかにある宮城大学食産業学部構内の隔離水田で、いもち病被害ワラ

をはせ架けにして野ざらし状態で越冬させても翌6月まで生き残り、近くのイネに葉いもちを
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発生させた。2年連続で同じ結果が確認され、東北地方でも屋外でいもち病菌が越冬できるこ

とが確認された。宮城県の冬は雪が少なく乾燥していることが越冬を可能にしていると思われ

るが、寒さが越冬の制限要素になっているとは思われない。北国であっても育苗施設周辺で、

ぶら下げた状態に置かれた稲ワラは注意が必要と思われる。

真性抵抗性を導入したイネ品種の罹病化においては、その抵抗性遺伝子を侵害する新レース

の出現が重要となる。真性抵抗性の発現が不十分である穂において、何らかの要因でレースが

変異して新レースが出現すると考えられてきた。上述の宮城大学構内の隔離水田で‘とりで1号’

をササニシキと並べて栽培中、ササニシキ葉で蔓延していたいもち病菌（レース037）が‘とりで

1号’を侵害するように変異したと推定された新レース437菌による病斑が1個‘とりで1号’葉身

上に出現し、その後、葉身で蔓延し、多数の穂首いもちを引き起こし、それらをはせ掛けした

隔離水田の翌年は新レースで埋まる現状に出くわした。宮城県では予察圃の中央に‘とりで1号’

数百株を植えて、いもち病の発生の有無を約20年間観察してきたが、ほぼ毎年ササニシキ等に

はいもち病が多発生していたが、‘とりで1号 の̓発生は確認されないでいた。宮城大学隔離圃場

における‘とりで1号 の̓発病は発生が早く、最初の1病斑から2次、3次伝染と多数の葉いもち病

斑が出現したために見落とさなかったとも考えられるが、この例からすると大面積の圃場では

新レースの出現は容易であり、新レース出現当初は見落とされているだけとも思われてくる。

宮城県では、箱施用剤の普及と夏の晴天続きによるものであろうが、昨年を除いてここ数年

いもち病の発生が極めて少なく、穂首いも

ちの採集自体が困難を極める状態であっ

た。この地区にはもういもち病菌はいなく

なったと思われるようなところでも、よく

よく探し回ると穂首いもちが見つかる。特

に止葉の葉節は水滴が留まりやすいよう

で、葉節の病斑とセットで首いもちが見つ

かることがしばしばあった。

宮城県における平均的な葉いもち発生経過模式図
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秋田県では1970年代から粉剤や液剤を用いて、農業試験場の小林氏が提案した予察対応

型防除で葉いもちの発生を防いできた8）。本技術は年3 〜 4回の茎葉散布を行うものである。

1980年代に入り、生産者からはより効率的な防除法の確立が求められた。すなわち散布回数

の削減とともに安価で防除効果が高く、しかも軽労的な葉いもち防除法である。そこで、筆者

は種々のオリゼメート剤が本田の葉いもちに対して常に卓効を示していたことに着目し、本剤

の施用量を減じても十分に防除効果が得られ、生産者のニーズに対応した技術となると考え、

農業試験場、病害虫防除所、各JA営農指導員、各地病害虫防除員協議会と連携してプロジェ

クト体制を整え、1983年から検討を開始した。以下に種々オリゼメート剤の減量施用の試験

結果と普及に至る経緯について記す。

プロジェクト発足の背景

［いもち病防除の変遷］

いもち病は稲作において減収をもたらす最大の

病害と位置づけられてきた。1950年以降、農薬

や撒布機械が開発され、それまで本病の被害を懸

念して制約してきた肥料の投下量が増したことに

より米の収穫量が増加した。しかし、天候不良等

秋田県におけるオリゼメート剤の
省力施用プロジェクト

元 秋田県農業試験場　生産環境部長　深谷 富夫

表1　気象基準別の全般発生開始期の適否
� （深谷 北日本50号）

年次 全般発生
開始期 BLASTAM 一般気象法 微気象法

1976 6月24日 ー ○ ○
1977 7月  2日 × ○ ○
1978 6月18日 × ○ ○
1979 6月19日 × ○ －
1980 6月27日 × ○ ○
1981 7月11日 △ ○ ○
1982 7月  7日 × ○ ○
1983 7月  1日 × △ ○
1984 7月  5日 × △ ○
1985 7月  4日 × △ ○
1986 7月  7日 × △ ○
1987 7月  5日 × ○ －
1988 7月  5日 × ○ ○
1989 6月30日 × ○ ○
1990 6月20日 × × ○
1991 6月20日 ○ ○ ○
1992 7月  6日 × ○ ○
1993 7月10日 ○ × ○
1994 6月24日 × ○ ○
1995 6月19日 × ○ ×
1996 6月21日 × ○ －
1997 6月26日 × × ○
1998 6月25日 × × ×

9.1% 65.2% 90.0%
○：適合　　×：不適合　　△：適合したが前に誤って適合した図1　感染好適気象の予測基準（小林）
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により肥料投下量の増加はいもち病抵抗力の低下を招き、防除が遅れた圃場では大きな被害を

被る事例が多々みられた11）。そこで、小林次郎氏は適期防除を行うための、葉いもち全般発

生開始期及び病斑の急増期をもたらす予測基準を作成し、以来、予察対応型防除法の提案・指

導を行ってきた。

小林が提案した防除技術、すなわち主力品種である“あきたこまち、ササニシキ”等の罹病性

品種は第2世代期以降の葉いもちの感染防止をねらいとし、年3 〜 4回、粉剤や液剤の茎葉散

布を行うものである。また、穂いもちに対しては出穂直前と穂揃期、さらに葉いもち多発年に

は傾穂期にも薬剤散布する等、予防防除に徹して被害軽減に努め、長年にわたり実績をあげて

きた8）。

オリゼメート粒剤は葉いもちに対して常に卓効を示すことから、葉いもち防除は本剤のみの

散布で終了できたが、価格が粉剤4回散布分より高かったことから普及率が伸び悩んだ。

そこで生産者ニーズである散布回数の削減および安価で防除効果が高く軽労的葉いもち防除

技術となり得る各種オリゼメート剤の減量施用技術の普及に向けて検討した。

全般発生
開始期

第２
世代

第３
世代

第４
世代 出穂 穂揃 傾穂

全般発生
開始期

第２
世代

第３
世代

第４
世代 出穂 穂揃 傾穂

（トヨニシキ、キヨニシキの防除体系）

（ササニシキ、あきたこまち等罹病性品種２世代前に防除開始）

・粉剤、液剤散布体系（実施率90％以上）

・オリゼメート粒剤の3kg／10a散布体系（実施率10％以下）

オリゼメート粒剤 粉剤・液剤

図3　1970〜1989年の防除

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

1

2

3

日数

病
斑
数（
対
数
）

防除開始

2回目防除

（第2世代）

（第1世代）

（第3世代）
葉いもち波状発生
（小林）

図2　葉いもち病斑の増加状況と茎葉散布の時期
（予察情報で防除時期を指定）

（粉剤散布） （ヘリ散布）

写真1　1970〜1989年における秋田県の主体的な防除法
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1．オリゼメート剤の減量試験

1）オリゼメート粒剤

（1）オリゼメート粒剤の減量水面施用（1.5kg/10a）と育苗箱施用（50g/箱）の効果

（秋田市仁井田農試圃場：褐色低地土　1981年）

試験方法

供試品種は、圃場抵抗性が弱いナツミノリである。中苗を5月15日に機械移植した。試験

圃場の基肥は化成肥料でN、P2O5、K20を各々 10a当たり7kgを全層施用し、追肥は6月下旬

と7月中旬の2回、化成肥料でN、P2O5、K20を各々 10a当たり2kg施用した。試験区面積は

21.6㎡の2連制とした。各試験区は乱塊法によって配列し、散布された薬剤が移動しないよう

に試験区をアゼナミシートで区画した。オリゼメート粒剤は初発4日前の7月9日に手まき散

布とし、施用後は田面に水が無くなるまでの4日間は入水をさけた。また、育苗箱施用は移植

直前に行い、灌水して鎮圧し、10a当たり25箱分を移植した。

試験結果

試験田での初発は7月13日と遅く、しかも7月中の感染好適な気象が17日と18日に訪れた

のみであったにもかかわらず多発生となった。その原因として本試験田の近くに設置したいも

ち病菌の人工接種による葉いもち多発田からの伝染が関与したものと考えられた。

結果は表2に示した。これによれば本粒剤の箱施用区における7月29日調査の葉いもち及び

8月28日調査の止葉病斑は無処理区より少ない傾向がみられたが、有意差は認められず、防除

効果は確認できなかった。本試験では移植直前の箱施用による葉いもち防除は十分ではないと

いう結果となり、狭間らの九州での試験結果5）と異なった。狭間らの試験によれば、移植日が

著者の場合よりも35日遅い6月19日であり、初発日までの日数が23日であった。表3によれば、

オリゼメート粒剤の水面施用後30日頃から感染抑制効果の低下傾向がみられた。ここでは施

用方法が異なるので、同一視はできないが、本試験の場合は移植から初発まで54日間要した

表2　オリゼメート粒剤の施用方法の違いと葉いもち防除効果（秋田農試水田　褐色低地土　1981年）
7月29日（葉いもち） 8月28日（止葉いもち）

発病株率1）

（％）
100茎の

病斑数（個）
発病株率1）

（％）
100茎の

病斑数（個）
1．オリゼメート粒剤	 50g／育苗箱 75 16 82 220
2．　　　　　〃	 1.5kg／10a　水面施用 2 0 24 31
3．　　　　　〃	 3kg／10a　水面施用 0 0 20 25
4．無　処　理 99 54 100 504
1）100株の主茎について調査
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ので、その間に感染抑制効果が低下して防除効果が得られなかったのではと推察され、秋田県

は不適地に該当すると考えられる。

一方、水面施用、すなわち、10a当たり1.5kg施用区、3kg区は共に葉いもち病斑が少なく

箱施用区との間に優位差がみられた。以上のことからオリゼメート粒剤の使用に当たっては育

苗箱施用よりも初発前の水面施用が有効で、しかも通常施用量の半分である10a当たり1.5kg

施用でも実用性が高いと判断された1）。

（2）オリゼメート粒剤の通常の1/4量（10a当たり0.75kg）水面施用の効果

（秋田市仁井田農試圃場：褐色低地土　1983年）

ここでは試験1の結果を踏まえ、さらなる減量水面施用について施用時期を変えて検討した。

試験方法

供試品種は、圃場抵抗性が弱いナツミノリである。稚苗を5月16日に機械移植した。施肥

法等栽培管理等は試験（1）に準ずる。試験区面積は21.6㎡の2連制とした。各試験区は乱塊法

によって配列し、散布された薬剤が移動しないように試験区をアゼナミシートで区画した。オ

リゼメート粒剤は6月16日散布区、7月9日散布区を設けた。散布は手まきとし、施用後は田

面に水が無くなるまで入水をさけた。なお、発生を助長させるため6月18日に病斑が1個つい

た病苗を各試験区の境界に1本ずつ植え込んだ。

試験結果

試験区の構成は表3に示すようにオリゼメート粒剤の10a当たり通常施用量の3kgとその半

量の1.5kg、さらに1/4量の0.75kgを初発2日前の6月16日に施用した区と初発21日後の7

月9日に施用した区及び無処理区の7区を設けた。6月18日の初発後、感染好適な気象は7月1

日、9日、16日、24日に訪れ、葉いもちは多発生となった。

結果は表3に示した。これによれば、6月16日に施用したいずれの区とも7月19日の調査に

表3　オリゼメート粒剤の水面施用量の違いと葉いもち防除効果（秋田農試水田　褐色低地土　1983年）

10a当たり
の施用区

発病
株率

7月19日調査
葉位別病斑数（個）

7月28日調査
葉位別病斑数（個）

8月11日調査
葉位別病斑数（個）

（％） 1 2 3 合計 1 2 3 合計 1 2 3 合計

6月16日
散布

0．75kg 60 0 1 3 4 1 39 92 132 14 48 32 94
2 37 0 0 3 3 0 12 23 35 6 21 13 40
3 17 0 0 1 1 1 4 14 19 4 13 13 30

7月9日
散布

0．75kg 100 0 1 36 37 2 22 47 71 18 57 31 106
2 83 0 2 13 15 0 2 4 6 2 13 6 21
3 82 0 1 13 14 0 2 5 7 1 8 7 16

無　散　布 100 1 8 53 62 57 455 667 1179 349 944 387 1680
注）葉位別病斑数：1、2、3は上葉からの葉位を示す
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おいては無施用区に比べて明らかに発病が少なく、7月1日、9日の感染に対して高い発病抑制

効果を示した。しかし、粒剤の施用量が少ない区ほど発病株率が高くなる傾向がみられた。また、

7月28日、8月11日の調査では、いずれの施用区とも上位葉での発病が増加したことから7月

16日、24日の感染に対する抑制効果が低下してきたものと考えられる。特に0.75kg区でそ

の傾向が顕著であった。

7月9日の施用においては、7月19日の調査において、いずれの施用区とも発病が多かった

ことから施用当日の感染に対する抑制効果は低かったものと考えられる。しかしながら、7月

28日、8月11日の調査では、いずれの施用区とも無処理区に比べ明らかに発病が少なく、特

に1.5kg区、3kg区で顕著であった。すなわち、7月16日、24日の感染に対する抑制効果が

高かったことを示すものである。

以上の結果オリゼメート粒剤の0.75kg区は葉いもち抑制効果は認められるが、通常量、す

なわち3kg区に比べ明らかに劣り、有効な施用量にはなり得ないと判断した。一方1.5kg区は

施用時期が早い場合、3kg施用区より若干発病が多かったが、初発後の施用においては3kg区

と同等の防除効果がみられたので10a当たり1.5kg施用を実用性ありと判断した1）。

（3）オリゼメート粒剤の減量（1.5kg/10a）水面施用の現地実証試験

県内各地域の病害虫防除員協議会及び各JA営農指導員の協力のもと土壌条件を異にする現

地圃場、1区面積は200 〜 300㎡規模に品種ナツミノリを移植し、1983年から試験を行って

きた。試験内容は試験地で若干の違いはあるが、表4に示すとおりで基本的にはオリゼメート

粒剤の10a当たり1.5kg水面施用の実用性の評価を対象にした試験である。なお、以前に持ち

込みいもち発生圃場では10a当たり本粒剤3kgの通常量を水面施用しても十分な防除効果が得

られない事例がみられたことから、1985年以降の試験では初発7日前と初発7日後の2回、本

粒剤の10a当たり1.5kg施用区を設けた。

表4　年次別及び土壌型別の葉いもちに対する防除効果（表中の数字は防除価、小数点以下は繰り上げ）

プロベナゾール粒剤の散布
時期と10a当たりの散布量

試験年次 1981 1982 1983 1985 1987 1987 1988 1988 1988 1989 1989
土壌型 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅴ
初発日 13/Ⅶ 27/Ⅵ 18/Ⅵ 22/Ⅵ 29/Ⅵ 26/Ⅵ 27/Ⅵ 27/Ⅵ 27/Ⅵ 27/Ⅵ 27/Ⅵ
調査日 29/Ⅶ 1/Ⅷ 5/Ⅷ 30/Ⅶ 11/Ⅷ 12/Ⅷ 2/Ⅷ 3/Ⅷ 5/Ⅷ 28/Ⅶ 2/Ⅷ

1．初発7日前 1.5kg － － － － 100 99 100 97 100 98 100
2．初発日 1.5kg 100 85 95 － 99 100 100 97 98 98 100
3．�初発7日前＋初発 

7日後（2回散布） 1.5kg － － － 100 100 100 100 100 100 100 100

4．初発7日前 3kg － － － 93 100 99 100 100 100 98 99
5．初発日 3kg 100 92 98 100 100 100 100 100 100 － －
試験田での葉いもちの発生程度 多 多 多 多 多 中 多 少 少 多 多
注）土壌型　Ⅰ：褐色低地土　　Ⅱ：黒泥土（砂土）　　Ⅲ：砂丘未熟土　　Ⅳ：黒泥土（壌土）　　Ⅴ：黒ボク土
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試験結果

試験結果は表4に示すとおりで、オリゼメート粒剤の10a当たり1.5kgの初発7日前施用、

及び初発日施用区とも葉いもちに対する防除効果が高く、本剤の10a当たり3kg施用区と差が

認められず、実用性を確認できた。減水の著しい砂丘未熟土水田でも、他の土壌型を異にする

水田と同様に本粒剤の10a当たり1.5kg施用の防除効果が高かったことは本粒剤は水に溶けや

すく、しかも吸収が速やかであることを示していると考えられる10）。

これまでの試験結果において、本粒剤は水面施用した当日の感染に対しては抑制効果は認め

られなかったが、本藏は施用当日の感染に対しても抑制効果が十分であると報告している6）。

この違いについては不明であるが、かりに本粒剤が施用された後、葉いもち感染の抑制作用が

顕著に働くまで7日間を要するとした場合、各年の微気象データから推測すれば、表4に示し

た初発日の1.5kg施用は全て第2世代の感染を防止したものと考えられる。従って、小林が提

唱している罹病性品種（あきたこまち、ササニシキ等）の葉いもちに対する薬剤防除の目安であ

る2世代の感染を防止8）することと一致し、高い防除価が得られたもの考えられる1）。

なお、本試験は狭い面積を単位に実施したものであり、一般水田、とくに大面積水田でオリ

Kg
3,000,000

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

減量使用年度

1989 ’90 ’91 ’92 ’93 ’94 ’95 1996年

図4　秋田県におけるオリゼメート粒剤使用量の年次推移

全般発生
開始期

第２
世代

第３
世代

第４
世代 出穂 穂揃 傾穂

オリゼメート粒剤 粉剤・液剤

・オリゼメート粒剤の2kg／10a散布体系

図5　1990〜2004年の主体的防除体系

（オリゼメート粒剤の葉いもち防除） （穂いもち防除）

写真2　高品質米「あきたこまち」を守る省力型防除技術の発信
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ゼメート粒剤の10a当たり1.5kgの均一散布が可能かどうかについては新たな検討課題となっ

た。

なお、本粒剤の1.5kgの2回散布は全てが防除価100となり、高い効果が得られ、持ち込み

対策に貢献できる技術と考えられた。

・オリゼメート粒剤減量施用の普及

10年間の試験データを基に、農業試験場、農林部植物防疫担当、病害虫防除所、各地域病

害虫防除員協議会（農業共済組合担当者、各JA営農指導員）と協議を重ね、1991年の防除基

準に「オリゼメート粒剤を10a当たり2kgを初発時またはその7 〜 10日前に施用する。通常発

生年では6月25日〜 7月5日までに散布するが、全般発生開始期が早い場合は予察情報の指示

に従い散布時期を早める。」の項目を記載した。なお、協議の結果、試験内容では本粒剤の10a

当たりの施用量は1.5kgで評価したが、散布ムラを回避するためには2kgが必要と判断・決定

した。

これまで10%前後の本剤の使用率が減量使用を防除基準に採用した年は60%以上に高ま

り、その後は主力防除技術となり、生産者のニーズに対応することができた。

2）側条オリゼメート顆粒水和剤

効率的な葉いもち病防除法としてペースト肥料にオリゼメート剤を混入し、田植え同時に

側条施用が可能な薬剤が開発された。本技術は1998年の防除基準に採用したが、農薬コスト

が高く、普及が滞った。本防除剤の投下量は10a当たり500gであり、葉いもちに対する効果

は高いことから3）、オリゼメート粒剤と同様に施用量を減ずることが可能であろうと考え、各

JA営農指導員等の協力をいただき、減量試験を実施してきた。その結果、いずれも高い成果

が得られたので、内容について記する。

試験方法

試験実施場所：秋田農試（秋田市仁井田1999年、秋田市雄和2000年、2001年）

品種：ナツミノリ、薬剤は移植時に2倍量の水で溶かした後、側条用ペースト肥料と混和。

表5　試験圃場条件と耕種概要
1999年 2000年 2001年

土壌群 褐色低地土 グライ土 多湿黒ボク土
移植日 5月13日 5月15日 5月15日

基肥量（10a） 4.8kg/10a 2.4kg/10a 4.8kg/10a
追肥日（N量/10a） 21/Ⅵ（3kg）、8/Ⅶ（3kg） 17/Ⅵ（3kg）、8/Ⅶ（3kg） 20/Ⅵ（3kg）、1/Ⅶ（2kg）

出穂期 8月2日 8月2日 7月31日
減水深（1日） 2cm 1～2cm 5cm＜



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

103

試験結果

1999年の褐色低地土水田、2000年のグライ土水田での試験では側条オリゼメート顆粒水

和剤の通常の半量（10a当たり250g）をペースト肥料と混合して深さ3 〜 7cmに側条施用す

ると、深さが変わっても葉いもちに対して高い防除効果を発揮し、通常施用量と効果に差がな

かった（表6、表7）。また、2001年の減水深が大きい多湿黒ボク土水田でも高い効果がえら

れた（表8）。この原因としては肥料とともに土壌中に埋設することで薬剤の流亡が無く、土中

に定着されること、及び薬剤の利用率が高いためと考えられた6）。

表6　褐色低地土水田での側条オリゼメート顆粒水和剤の減量施用の葉いもち防除効果（1999年）

処　 　理　　 区 （10aの施用量・深さ）
7月13日 　　7月22日　　 8月11日（止葉病斑）

見歩き調査
病斑数／10a

発病
株率

株当たり
病斑数

発病
株率

株当たり
病斑数

1 側条オリゼメート顆粒水和剤 250g 深さ3cm 　0個 3％ 　0.0個 0％ 　0個
2 〃 250g 深さ5cm 0 0 0 0 0
3 〃 250g 深さ7cm 0 1 0.0 0 0
4 〃 500g 深さ5cm 0 0 0 0 0
5 オリゼメート粒剤 3kg 水面施用 6 8 0.1 0 0
6 無処理 108 100 12.2 100 4.9

表7　グライ土水田での側条オリゼメート顆粒水和剤の減量施用の葉いもち防除効果（2000年）

処　 　理　　 区 （10aの施用量・深さ）
7月14日 　　7月25日　　 8月17日（止葉病斑）

見歩き調査
病斑数／10a

発病
株率

株当たり
病斑数

発病
株率

株当たり
病斑数

1 側条オリゼメート顆粒水和剤 250g 深さ3cm 　0個 　3％ 　0.0個 0％ 　0個
2 〃 250g 深さ5cm 0 1 0.0 0 0
3 〃 250g 深さ7cm 0 3 0.0 0 0
4 〃 500g 深さ5cm 0 1 0.0 0 0
5 無処理 140 100 32.4 92 2.0

写真3

表8　黒ボク土水田での側条オリゼメート顆粒水和剤の減量施用の葉いもち防除効果（2001年）

処　 　理　　 区 （10aの施用量・深さ）
7月14日 　　7月25日　　 8月17日（止葉病斑）

見歩き調査
病斑数／10a

発病
株率

株当たり
病斑数

発病
株率

株当たり
病斑数

1 側条オリゼメート顆粒水和剤 250g 深さ3cm 　0個 　43％ 　0.7個 0％ 　0個
2 〃 250g 深さ5cm 0 34 0.5 0 0
3 〃 250g 深さ7cm 0 40 0.6 0 0
4 〃 500g 深さ5cm 0 35 0.5 0 0
5 無処理 160 100 23.7 84 1.3
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本技術の普及

2002年には各JA営農指導員らが本技術普及の可否を判定するための現地実証試験を行っ

た。その結果、全て良好な成果が得られたことから2003年以降、防除基準の側条オリゼメー

ト顆粒水和剤の施用量を10a当たり500gから250gに変更した。これを機に、2,000haで実

施されていた側条オリゼメート顆粒水和剤の使用量がペースト肥料を用いて栽培している圃場

のほぼ全ての約10,000haで使用されることになった。

3）コープガードD12

作業効率性をねらいとした粒状肥料の側条施用技術の導入が2000年以降増加した。そこ

で、側条施用のためのオリゼメート入り粒状肥料、すなわちコープガードD12（プロベナゾー

ル0.6%）が開発された。コープガードD12は10a当たり40kg 〜 50kg施用であるが、生産者

から有機質肥料や育苗箱施肥等との組み合わせが可能な体系、すなわち、本肥料・剤の減量が

要望された。これまで、コープガードD12の側条施用は葉いもちに対し卓効を示してきたこ

とから、施用量を半量に減じても効果が高いと考え、土壌条件を異にする圃場において実用性

を検討し、成果が得られたのでその内容等を記する。

試験方法

試験実施場所：秋田市雄和　農試の土壌条件を異にする圃場で試験実施

品種：ナツミノリ（中苗）

区制1連制・1区面積：2002年240㎡（24条×30m）

2003年88㎡（18条×16.3m）、2004年88㎡（18条×16.3m）

ヤンマー側条施肥（粒状）田植機を用い栽植密度は条間30cm×株間15cmである。

施用量：表10に示すよう10a当たり20kg区と40kg区を設置した。

試験結果

2002年の黒ボク土水田、2003年のグライ土水田での試験は多発条件となり、2004年の

グライ土圃場では初発生が早く激発条件での試験となった。

表10、表11、表12に示すように黒ボク土水田、グライ土下層有機質水田でのいずれの試験

ともコープガードD12の20kg/10a施用区は葉いもちに対して同剤の40kg/10a区と同等の

高い防除効果が認められた。以上によりコープガードD12の減量施用、すなわち20kg/10a

での使用可能と判定された。
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本技術の普及

本試験結果からコープガードD12の減量施用、すなわち10a当たり20kgでの使用が可能と

なった。したがってコープガードD12は単独施用はもちろんのこと、有機質肥料や緩効性の育

苗箱施肥等との組み合わせができるので、2005年の防除基準には使用量を20 〜 50kg/10a

として採用した。本技術は地域にあった省力体系の米作りが可能となることから、これを機に

使用率が向上した。

2．�オリゼメート剤の減量施用による持込み・稲わら設置畑周辺水田に�
 おける防除体系の構築

乾燥状態で冬越しさせた稲わらをマルチに活用した野菜畑等に隣接する水田では、発病苗の

持込み水田と同様に早期から葉いもちが多発し、防除に苦慮する事例が多々みられた2）。そこで、

表9　コープガードD12減量施用試験の耕種概要等（試験実施：秋田県農試圃場）
2002年 2003年 2004年

土壌群 多湿黒ボク土 グライ土（下層有機質） グライ土（下層有機質）
減水深（cm／日） 3cm 1～2cm 1～2cm
移植日 5月15日 5月14日 5月13日
基肥量（kg-N／10a） 4．8kg 4．8kg 4．8kg
減量区のみ追肥日・量（kg-N／10a） 4/Ⅵ（4Kg） 29/Ⅴ（4Kg） 10/Ⅵ（4Kg）
全ての試験区の追肥日・量（kg-N／10a） 20/Ⅵ（3kg）．1/Ⅷ（2kg） 16/Ⅵ（3kg）．16/Ⅶ（3kg） 1/Ⅶ（3kg）
出穂期 8月2日 8月3日 8月1日
葉いもち初発日 7月10日 7月2日 6月27日

注）試験区、対照区、無処理区とも10a当たりの基肥を4．8kg／10aとした（不足分を化成肥料で補う）。

表10　コープガードD12の減量施用による葉いもち防除効果（2002年　黒ボク土壌）

処理区 7月29日 8月20日（止葉）
発病株率（％） 病斑数／株 発病株率（％） 病斑数／株

コープガードD12 20kg／10a　側条施用 1 　0.0個 0 　0個
　　〃 40kg／10a　側条施用 0 0 0 0
ウイン箱粒剤 50g／箱　移植直前施用 80 2 10 0
無処理 100 13 26 0

表11　コープガードD12の減量施用による葉いもち防除効果（2003年　グライ土下層有機質）

処理区 7月28日 8月20日（止葉）
発病株率（％） 病斑数／株 発病株率（％） 病斑数／株

コープガードD12 20kg／10a　側条施用 1 　0個 0 　0個
　　〃 40kg／10a　側条施用 1 0 1 0
側条オリゼメ－ト顆粒水和剤 250g／10a 0 2 0 0
無処理 100 9 100 2

表12　コープガードD12の減量施用による葉いもち防除効果（2004年　グライ土下層有機質）

処理区 7月22日 8月11日（止葉）
発病株率（％） 病斑数／株 発病株率（％） 病斑数／株

コープガードD12 20kg／10a　側条施用 76 　1.6（97）個 3 　0個
　　〃 40kg／10a　側条施用 84 1.8（97） 2 0
無処理 100 62 84 2

（　）内数字は防除価
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以前、現地試験で実証したオリゼメート粒剤の減量2回施用や側条オリゼメート顆粒水和剤の移

植時減量施用は早期発生に有効と判断され検討した結果、高い効果が得られたので内容等を記す。

試験方法

2003年、農業試験場において前年水稲栽培圃場の一角をスイカ畑とし、苗を5月9日に定

植した。さらに、6月11日には前年葉いもち多発圃場から採取し、乾燥状態で保管した稲わ

らをスイカ畑の畝間にマルチとして設置した。本畑に隣接する水田には品種ナツミノリ（中苗）

を5月14日に移植し、同時にペースト肥料（N　4.8kg/10a）を側条施用した。 

試験区の構成

　①オリゼメート粒剤1.5kg/10aを6月7日、6月26日の2回　水面施用

　②オリゼメート粒剤2kg/10aを6月15日　水面施用

　③オリゼメート顆粒水和剤250g/10a　移植時側条施用

　④無処理

試験結果

当年の全般発生開始期は7月4日であり、その後の感染好適な気象条件は2回程度で一般圃

場では少ない発生となった。しかし、稲わら設置畑に隣接する水田では、葉いもちの発生が早

くから認められ、7月初めには第2世代期病斑で構成され、病斑密度が高まり激発状態となった。

結果は表13に示すとおりで、オリゼメート粒剤を6月上旬、下旬の2回、10a当たり1.5kg

を施用した区及び側条オリゼメート顆粒水和剤を10a当たり250gをペースト肥料に混和した

区はオリゼメート粒剤を6月に10a当たり2kgを1回散布した区よりも防除効果が高く、実用

性を確認できた。

本技術の普及

スイカ圃場等では5月下旬〜 6月上旬に稲わらをマルチとして設置することから、周辺水田

では、発病苗の持込み水田と同様に6月中旬には初発が確認された。そこで、これら水田では

オリゼメート粒剤（10a当たり2kg）の1回目散布は通常より早い6月上旬とし、2回目を6月下

旬に散布することとした。また、側条オリゼメート顆粒水和剤は防除効果が高いことから10a

写真4
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当たり250g施用を持込みいもちに対応できる技術として提案し、活用されてきた。なお、そ

の後の調査等で稲残渣（稲藁や籾殻）内のいもち病菌は戸外で越冬すると死滅することが判明

し、マルチ等で使用する稲残渣は戸外で保管することを提案し、野菜生産者等から受理された。

したがって現在ではオリゼメート剤の本施用技術は持込みいもち対策で活用されている。

・種子生産技術に活用

本技術（オリゼメート粒剤の10a当たり2kg施用2回散布及び側条オリゼメート顆粒水和剤

10a当たり250g施用）は防除効果が高いことから、秋田県内に設置されている水稲採種圃場

（約700ha）において、いもち病菌の保菌を回避する防除法として提案し、現在も活用されて

いる。
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図6　稲わらからのいもち病菌の伝染状況写真5　稲わらからの日別分生胞子飛散調査

表13　稲わら設置畑に隣接する水田における各薬剤の葉いもち防除効果
葉いもち病斑 止葉病斑

7月11日 8月1日 8月21日

処　 　理　　 区 発病株率 病斑数／
株 発病株率 病斑数／

株 発病株率 病斑数／
株

1．オリゼメート粒剤	 1.5kg／10a 2回散布 27％ 0.4個 60％ 0.8個 26％ 0.5個
2．　　　　〃　　　	 2kg／10a 　1回散布 54 1.6 100 4.6 66 1.0
3．側条オリゼメート顆粒水和剤	 250g／10移植時施用 6 0.1 18 0.2 11 0.1
4．無処理 94 7.4 100 33.7 100 16.5
1区．6月7日、6月26日散布、　2区．6月15日散布、　3区．5月14日移植時施用

写真6　戸外越冬ではいもち病菌は死滅する
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3．�「安全・安心・あきた米プロジェクト」におけるオリゼメート剤の位置づけ

1990年代以降、経営規模拡大や基盤整備による水田区画の拡大化に伴って粉剤や液剤の茎

葉散布による適期防除が困難となり、葉いもち防除についてはオリゼメート粒剤をベースにし

た暦日防除に移行した。しかし、発病苗の本田への持込みが多い年はオリゼメート剤といえど

も完璧に葉いもちに対応できず、注意報・警報等が発令され、穂いもちの追加防除が行われて

きた。

そこで、発病苗の持込み回避、すなわち育苗施設での発病防止技術を確立し4）、被害軽減の

方向性を見いだした。

2000年代に入り生産者から省力・低コスト型の高品質米生産技術の確立が求められ、病害

虫防除においては農薬のさらなる散布回数の削減技術の要望が高まった。また、消費者からも

減農薬米のニーズが高まってきた。そこで、いもち病防除対策として育苗施設からの持ち込み

を回避し、葉いもち防除をオリゼメート剤の減量施用で対応し、穂いもち防除を削減する技術

を確立した4）、5）、9）ことを機会に、2003年、農業試験場内に「安全・安心・秋田米プロジェクトチー

ム」を結成した。本プロジェクトは県農林部（病害虫防除所含む）、各地域振興局農林部、病害

虫防除員協議会、各JAの協力体制で結成され、取り組み課題は良食味米の効率的（省力・低コ

スト型）・安定生産をめざすための栽培技術の確立・普及をねらいとしたものである。病害虫・

雑草防除の分野では薬剤散布回数の削減は勿論のこと防除作業の軽労化を目的とした技術の確

立に取り組んだ。ここでは、いもち病の伝染源排除による効率的減農薬防除体系の現地試験の

一例について記載する。

表14　年次別全般発生開始期の病斑分布状況

年次 全般発生
開始期 調査地点数 病斑発生地点率

散在 集中
1997 7月3日 69 45 9
1998 7月3日 41 37 15
1999 7月4日 39 18 10
2000 7月1日 53 19 30
2001 7月2日 56 27 23
2002 7月10日 34 27 32
2003 7月4日 41 34 20
2004 6月27日 71 31 25
2005 7月4日 48 12 6
2006 7月8日 49 12 10
2007 7月5日 50 16 8
2008 7月5日 48 21 4

2000年注意報、2002年、2004年警報発令
病斑発生地点率の集中は苗等からの持込みによる
� （病害虫防除所調査）
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・伝染源排除によるいもち病防除

試験方法（試験年度：2004年）

試験実施場所：横手市平鹿町明沢の水田が約30haが集約した地域

種子消毒：60℃、10分間の温湯消毒法。

育苗記防除：緑化始期にデラウス（ジクロシメット）顆粒水和剤の1,500倍液を育苗箱当たり

500㎖かん注。

本田葉いもち防除：オリゼメート粒剤を10a当たり2kgを6月17日に散布。

穂いもち防除：なし

なお、稲稲残さ処理や防除作業等は全て生産者が実施した。

調査対照圃場：近隣の一般ほ場

防除体系：聞き取り調査結果

育苗期防除：�2割程度の生産者がラブサイド剤を用いて1回防除している状態である。

葉いもち防除：オリゼメート粒剤を10a当たり2kgを6月中旬散布。移植時にオリゼメート

剤（側条施用剤や箱粒剤）を施用、一部でデジタルコラトップ、ブイゲットの

箱粒剤の使用確認。

穂いもち防除：出穂期以降3 〜 4回散布（例年より葉いもち多く散布回数1 〜 2回多い）

試験結果

当年の全般発生開始期は6月27日で例年より5日早かった。その後、7月中旬にかけて感染

好適な気象条件が続いたことから葉いもちが多発し、一般ほ場では7月中旬以降、ズリコミ症

表15　伝染源排除による効率的防除体系試験（2004年）
葉いもち（7．26） 穂いもち（9．8）

調査圃場
（カ所数）

発病圃場率
（％）

平均発病株率
（％）

調査圃場
（カ所数）

発病圃場率
（％）

平均発病株率
（％）

平均発病穂率
（％）

実証A（明沢地区30ha） 91 16 0 47 72 4 0.2
対照（周辺地区） 58 100 61 32 100 62 7.1

写真7　現地検討会
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状が確認されるようになり7月23日付けで警報が発令された。そこで被害を最小限にくい止

めるべく穂いもち防除が追加されたが、いたるところで穂いもち発生による減収が認められた。

このような発生経過の中で、本試験の対照としていた一般防除地域では7月26日には葉いも

ちの平均発病株率が61%と高く、1/3以上被害を被った罹病穂の平均発病穂率が7.1%であっ

た。一方、一般圃場から500mほど離れた、試験地の明沢地区（伝染源排除のため育苗期防除

を徹底し、葉いもち防除対策としてオリゼメート粒剤を2kg/10a施用）では16%の水田で葉

いもち病斑が確認されたが、いずれも100mの見歩き調査9）で1個の葉いもち病斑が発見され

る程度で、病斑密度は著しく低かった。また、穂いもちについては72%の水田で発生が確認

されたが、平均発病穂率が0.2%と極めて低く、1回分の穂いもち防除用農薬費に満たない被

害であった。

以上のことから伝染源排除すなわち育苗期防除と本田葉いもち防除を組み合わせた体系は効

果が高く、省力・低コスト型の防除技術になり得ると考えられた。

伝染源排除による効率的（減農薬）防除体系の普及

一般圃場においては近隣に伝染源（発病田）の存在を想定し、育苗期防除と本田葉いもち防除

（オリゼメート粒剤、側条オリゼメート顆粒水和剤、コープガードD12の減量施用等）を組み

合わせ、穂いもち防除を削減する体系とした。

これまでの基礎試験を踏まえ、2001 〜 2006年にかけて現地（旧平鹿町明沢、鹿角市八幡

平水沢、秋田市雄和左手子地区等）において大規模（30 〜 100ha）な減農薬防除実証試験を計

8箇所、延べ340haで実施した。その結果、いずれの年においても本防除体系を導入した圃場

では他の圃場に比べ発生が少なく、より効率的な防除体系であることが実証された7）。
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図7　2006年いもち病による被害額（億）東北農政局報告
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本技術は2005年から普及体制に入った。その後、育苗施設からの持込みが少なくなったこ

とから本田多発事例が少なくなり、いもち病による減収圃場が大幅に低下した。

今年でオリゼメート粒剤は上市40周年とのこと。種々オリゼメート剤の開発は秋田県にお

ける省力・低コスト型いもち病防除技術の構築を導き、高品質な秋田米の安定生産に多大なる

貢献をして下さったことに感謝いたします。

引用文献
1）深谷富夫（1990）：北日本病虫研報　41：17-22
2）深谷富夫ら（1996）：北日本病虫研報　47：156（講要）
3）深谷富夫ら（2001）：北日本病虫研報　52：11-13
4）深谷富夫ら（2002）：日植病報　68：209（講要）
5）狭間　渉ら（1982）：九病虫研会報　28：12-14
6）本藏良三（1989）：北日本病虫研報　40：18-19
7）加藤雅也ら（2004）：北日本病虫研報　55：37-39
8）小林次郎（1984）：秋田農試研報　26：1-84
9）小林次郎（1986）：植物防疫　40：429-432

10）梅原吉弘ら（1972）：北陸病虫研報　20：64-67
11）山口富夫（1974）：植物防疫　28（12）：467-470
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オリゼメート上市40周年にあたり、まずは謹んでお慶び申し上げます。イネいもち病防除

剤には種々の作用機構を持つ多くの製剤がありますが、長年連用しても耐性菌問題を未だに生

じないものは、メラニン生合成阻害剤（ヒドロキシナフタレン還元酵素阻害のもの）と病害抵抗

性誘導剤（プラントアクチベーター）だけであります。オリゼメートは病害抵抗性誘導剤として

世界初の化合物であり、その後40年間の長きにわたり卓越した防除効果を示し、いもち剤の

市場シェア第一位の座を40年間も維持していることには驚きを禁じ得ません。その間、直接

的な抗菌活性をもつ殺菌剤も病害抵抗誘導剤も種々の新規剤が登場し、さらには市場ニーズに

応じた省力的な各種処理技術の普及なども繰り返されましたが、新製剤技術の開発などにより

的確に対応しつつ市場シェアを維持してこられたご努力に敬意を表します。

オリゼメート粒剤が上市された当時、私は農薬残留分析に携わっており、ニンニクのエチル

チオメトン分析ではジスルフィッド類を分液ロート中で容易に除去できたものの、プロベナ

ゾールではヨウ化メチル誘導体化法を知らず分析を断念したことを思い出しました。また、植

物の生理活性物質を研究する有機化学の先生が、営業担当の横尾さんに「プロベナゾール、面

白い物を作ったね」と喜んでいたことも思い出します。多感作用物質やファイトアレキシン類

の研究者にしてみれば、思いもかけない既知物質近縁の化合物がファイトアレキシン類の生合

成を誘導する可能性に、強い興味を持たれたのも当然と思われました。また、大きな合成組織

を持たない会社だからこそ、斬新な作用性を示すものを発見できたものと評価されたようにも

思いました。

オリゼメート粒剤で航空防除の粒剤体系を推進

宮城県の葉いもち初発は通常7月上旬頃に見られます。オリゼメートが上市された当時は、

航空防除では7月中～下旬頃にかけてカスラブサイドゾル、ラブサイドゾルを散布していまし

たが、1980年に県北部の迫管内でオリゼメート粒剤の広域試験散布が試験され、それまでの

航空防除や個人散布（主にヒノザン粉剤、ラブサイド粉剤）に比較して葉いもちの発生を著しく

オリゼメート上市40周年記念誌刊行によせて

元 宮城県古川農業試験場長　武田 良和
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抑制することが分かりました。

宮城県の航空防除は1991年まではいもち病防除の60％以上を占めていましたが、この年

の多発を契機に地上防除、航空防除ともに粒剤散布が増加しました。当時の航空防除体系では

県南部と北部に差があり、さらに地域によっても、液剤防除体系、「葉いもち」にはオリゼメー

ト粒剤、「穂いもち」は液剤、あるいは「葉いもち・穂いもち」共に粒剤体系と三様に分かれてい

ました。

しかし、オリゼメート粒剤の高い効果が現地で実証されたのちは、オリゼメート粒剤とコラ

トップ粒剤の粒剤・粒剤体系が次第に増加し、やがて宮城県の航空防除体系の主流になりま

した。航空防除は1993年頃が最盛期でありましたが、航空防除に対する批判的な世論が高ま

り、2006年には有人航空防除の実施主体が無くなり、代わりに普及しつつあった無人ヘリコ

プターによる粒剤防除体系も中止する農協等が次第に増加してきました。加えて、農薬使用成

分数や化学肥料施用量の制限が主張されてきたのも、当時の農業・農村を取り巻く社会的情勢

でした。

ところが、近年の農業構造変化への動きにより、主体的な経営者による規模の大きな水田経

営も増加すると思われ、防除における費用対効果の観点からは、種々の防除方法、防除体系が

選択される可能性も窺われます。オリゼメート剤は、あらゆるニーズ、使用方法、使用場面に

おける最適な製剤としての工夫を重ねてきた歴史を持っていますから、今後の防除方法、防除

体系等にもよく適合できることを確信しています。

オリゼメート場面最適剤としての経験　殺虫成分とのコラボ

Meiji Seika ファルマ仙台支店技術顧問としての短い経験の中でも、オリゼメート製剤が場

面最適剤として評価された事例がありました。他社の新規開発殺虫成分とオリゼメートとの混

合箱粒剤が、ユーザーが求める場面に最適だった時の事です。当時、n-アセチルコリン受容体

あるいはガンマアミノ酪酸作動性神経に作用する殺虫成分に対して、宮城県内でも感受性低下

を疑う相談等がありました。

一方で環境保全に関連したNPO法人等の関与もあり、これら殺虫成分とミツバチやアキア

カネ等との関係が話題となっていました。この様な時に、隣り合わせた農協管内における隣接

水田間で「ヤゴの抜け殻調査」が実施され、一方に多く他方に少ないとの結果が発表されたので

す。
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少ないとされた農協は、豊かな緑と清冽な水に恵まれた自然環境と多様で豊かな生物相を管

内水田環境の誇りとし、産米の付加価値としていたのだから大きな問題だったのです。ところ

が、営業担当の五十嵐課長も私も、新規箱粒剤については苗生育への安全性、殺菌・殺虫成分

の高活性と持続性、広い殺虫スペクトラム、抵抗性イネドロオイムシにも高効果などを中心考

えていたので、農協の意思決定におけるヤゴの役割に対する認識が足りなかったと思います。

この農協での平成22年肥料・農薬展示圃巡回検討会で、新しい商品としての播種時処理可

能な箱粒剤の展示圃場で、多忙な五十嵐課長の代わりに「殺虫成分が新規作用機作のものであ

り、抵抗性初期害虫などにも有効」等と説明しました。ところが、閉会挨拶で農協理事は ≪「環

境に優しいはずがアカトンボが殆ど飛んでいない、隣の農協に比べて少ない」と専務が言い始

めている。日本（我々）では今まで（農薬に対して）100％の効果を求めてきたような気がする。

これからは、効果よりも環境である。本日の巡回でも水田には殆ど生物がいなかった。環境保

全米のブランドを維持するために、（また隣接農協に負けないためにも）、環境へのさらなる配

慮を望む。抵抗性昆虫の問題もあろうが、効き過ぎては困る。たとえ（対照害虫に対する）効果

が少し劣っても、生物多様性を確保できる資材が望まれる≫ と述べたのです。私の不味い説

明が営業の足を引っ張ることになったと思いました。

NPO法人等の調査では、LC50等の検討も無く環境影響評価としては必ずしも十分では無

いようでしたが、上手に説明しないと隣接農協と同系統の殺虫成分の箱粒剤を「採用」されかね

ません。この農協には、高効果よりも水生生物に対する安全性をアピールできることの方が重

要、という雰囲気がありました。そこで早速、2つの農協がそれぞれに採用していた別個の殺

虫成分、そしてオリゼメートに配合された新規殺虫成分、これら成分のヤゴへのLC50を調べ

ました。 

既存の2成分に関してはヤゴに対する試験例もあり、特に埼玉県環境科学国際センター報

告にはライシメーター試験データが記載されており大変参考になりました。ところが、新規

成分に関しては、オオミジンコ以外の水生生物への影響データは極僅かで、国内外の公表資

料等からも、ヤゴに関するデータを見つけることは出来ませんでした。ようやく、アメリカ

合衆国環境保護局の当該新規成分に関するPesticide Fact Sheet の表11．Freshwater 

Invertebrate Toxicity Dataに、比較的多くの水生無脊椎動物に対するLC50、EC50デー

タの記載を見つけました。ここにはヤゴに関するデータはありませんでしたが、新規成分に対

する受容体タンパク質の遺伝的多型が関係するためか、種名が同じでも影響度に少なからず差

異が見られました。そして、カワゲラに対しては既存成分A、Bに比べれば、それぞれ10また
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は100倍程度は影響度が低いと判断でき、新規殺虫成分の水溶解度が低いことも考慮すると、

新規箱粒剤のヤゴへの影響度は低く、水田にアキアカネ戻るという期待を抱かせました。

早速、五十嵐課長とともに、県内でビオトープを作り水生生物を無料提供するメダカの郷主

宰者を訪問し、翌週には殺虫剤メーカ担当の方を案内して試験を依頼しました。メーカ担当の

方は、ここのヤゴによる予備試験から「有望」と判断し、会津山中でアキアカネ幼生のみを採取

して本試験を実施しました。その結果、良好な試験成績が得られ、農協のニーズに適合して防

除暦に採用されたのです。水稲栽培に必須のオリゼメートと顧客のニーズを満たす殺虫成分と

のコラボレーションが、顧客ニーズを満足させ場面最適剤を提供できたものと思います。その

後、田んぼの生物調査に参加するとアカトンボが増えたと言われ、実際に少なからずヤゴを確

認しています。

日本の農業構造の変化とオリゼメートの対応

さて、現在の水田農業を取り巻く状況は一変しています。イネいもち剤の市場となる日本の

農業の現状とコメ消費量、そして農業構造の変化を展望してみたいと思います。そのうえで、

これからのいもち病防除剤を考えてみたいと思います。

平成22年の農林業センサスによれば、全国の農業就業人口261万人のうち30歳未満は 

3.4％、30 ～ 50歳は8.8％、50 ～ 65歳25.7％、65歳以上は61.7％であります。コメは国

が守るべき主要な食料ですが、農水省食料需給表によれば1人当たり年間の精米消費量（キロ

グラム）は、昭和40年111.7、同60年74.6、平成2年70、平成22年59.5と大きく減少しま

した。ところで、米国では乳製品等の動物性食品の過剰摂取が問題になり、上院栄養問題特別

委員会が食事と健康を調査して、いわゆるマクガバン報告書（1977）にまとめ、食品摂取量と

発病に関する調査の結果から日本食を高く評価したことがあります。日本食の元祖、日本の水

田農業の将来はどうなるのでしょうか。

昨年12月に発表された新たな農業・農村政策では、産業政策としての農地利用の集積・集

約化、米の直接支払交付金や米価変動補填交付金の廃止、需要に応じた主食用米の生産、一方

で地域政策としての多面的機能支払の創設が示されました。経営体の生産効率とマーケティン

グ能力を重視し、競争原理の下における需給動向に応じた生産体制の構築を目指すものとなっ

ていますが、主食米自給率には言及しておりません。農業を食材製造ビジネスと捉えて、圃場

生産から脱皮し、食品加工部門などを取り込み、付加価値を高め、個々の消費者ウオンツにも
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応える製品の生産までが求められるという考えが示されています。そして、そのための人材育

成が急務とされています。

こうした農業と地域経済の強化は急がれますが、50歳未満の基幹的農業者は農業就業人口

の12％を占めるに過ぎません。条件有利な平坦地域でさえ、先端経営の実現は容易でないの

です。経営面積が15haを超えると、機械設備を一新しないと対応できません。先端経営への

産業政策と、セーフティネットや多面的機能維持等の社会政策との、バランスを保ちつつ農業

構造を変革していくことが重要と思います。

予想されたように、綿密な対策を欠いた減反廃止は米価を引き下げ、宮城ひとめぼれの平

成26年度概算金は8,400円（前年は11,200円）に急落しました。15ha以上の大きな経営でも

9,000円が損益分岐点と思われますが、コメ過剰・低米価の下で利益確保は困難化する傾向で、

大規模コメ農家（法人）の経営状況は、兼業小農家以上の苦境にあるわけです。

所得格差の拡大に伴い、コメの消費者層も二極化しつつありますが、富裕層への販売数量を

確保～拡大できるか否かが鍵となるとも思われます。上位客筋確保と高品質米多収生産が大規

模稲作経営の死命を制する、と言うわけです。農協は地域農業維持のためにも、大規模生産農

家（法人）への経済的・技術的支援を強化するべきであり、大規模経営が成立し持続するために

は、農協による大規模経営のメリットを活かせるような配慮や販売戦略の工夫が益々必要と

なっています。一方、大規模経営者としては、存続するためには周辺農家や農協の反発などを

受けない様に、説明と調整や説得の能力も重視しなければならないのです。

大規模経営志向や国際化による関税低減圧力が強まるなかで、低コストで省力な生産技術に

対する要望が一層強まり、農業資材や農業機械等の価格低減も強く求められています。また、

農薬の使用場面でも省力化を求める動きは強く、オリゼメート剤にも移植機械などとの同時作

業、肥料と農薬を高精度に溶出制御する製剤、等々の新しい処理技術を加えていく必要がある

でしょう。

殺菌剤の主流となる病害抵抗性誘導剤、その新たな展開

他方、長期残効型の育苗箱施用剤（殺虫・殺菌）の使用が普及したことから、宮城県でもイネ

ドロオイムシとイネミズゾウムシは少発傾向を示し、古川農試では現地試験結果から、地域性

と発生予察に応じた殺虫成分の減農薬化を提案しています。また、農業生物資源研究所の育成

品種「ともほなみ」はゲノム情報を活用した水稲育種によるもので、目的とする遺伝子の正確な
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位置情報をもとに、食味等必要な遺伝子を残し、陸稲由来のいもち病抵抗性遺伝子だけを導入

するデザイン育種の実現性が示されたと発表されました。このように、総合的病害虫・雑草管

理（IPM）に関連した技術も、次第に実用性を帯びるようになってきています。

しかし、「一遺伝子支配のいもち病圃場抵抗性品種を一般圃場に導入すると、圃場抵抗性遺伝

子に対し強い病原力を獲得したいもち病菌の分布頻度が増加する可能性がある」ことが知られ

ています。そして、宮城大学の本藏良三教授は、ササニシキの真性抵抗性遺伝子型Piaに対し

て病原性を有するレース037いもち病菌について、レース437への変異と「とりで1号Piz-t」

への感染性獲得を報告しています。このようなことからも、いもち病防除の農薬は欠かせない

のですが、直接の抗菌活性を主な作用性とする通常の殺菌剤の場合は、殆どが耐性菌問題を乗

り越えられません。

今までのところ、耐性菌は偶然に出現した耐性菌個体が集団の中で徐々に優勢化し、育苗

箱処理剤で世代交代を繰り返した菌には、殺菌剤による強い淘汰圧がかかるため、優勢化が

促進されると考えられています。ところが最近、医薬の抗生物質による多剤耐性菌の発生に

関連して、ストレスを受けた細菌が活性酸素種を生成して抗生物質の分解を試み、同時に自

身のDNAに影響を与え、自然変異率が高まると言う報告もあります（Molecular Cell vol.37, 

2010）。このようなメカニズムが働くとすれば、播種時に直接的殺菌力をもつ薬剤を育苗箱

に処理する方法は、耐性菌の出現を一層加速するものと思われます。

日本で同定された植物病原体はウイルスを含めて5000種類以上、そのなかでイネに感染で

きるものは69種類だと言います。これからの、いもち病防除剤の市場シェアは病害抵抗性誘

導剤が主流を占めるものと思われますが、病害抵抗性反応自体の解明も、薬の作用機構の解明

も道半ばの状況でありますが、この分野はシーズの宝庫と思います。

病原菌はエフェクターと呼ばれる種々のたんぱく質を分泌し、宿主の抵抗反応を妨害します

が、イネの抵抗性遺伝子の産物に認識されたエフェクターは、非病原力因子と呼ばれ、それに

対応してイネの抵抗性が発現する仕組みになっています。菌のエフェクター遺伝子とイネの抵

抗性遺伝子の単離、これらの遺伝子による産物の同定、これは病害抵抗性誘導剤開発の中心テー

マとなっています。そして、その研究は徐々にですが、確実に進展しています。

植物免疫を活性化する因子として活性酸素種や一酸化窒素が知られていますが、オリゼメー

トは細胞質におけるサリチル酸量の増加を誘導して、NPR1タンパク質の活性化およびワー

キーファミリー転写因子等による転写誘導を増強することが分かっています。インターネット

の要約版ですが（Fu et al., Nature, 2012）、シロイヌナズナの研究から病菌の侵入が認識さ
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れる状況では細胞核のサリチル酸濃度も高まり、NPR1がNPR3と結合することによりNPR1

の過敏感反応抑制機能が解除されて、過敏感反応による細胞死が起こるという報告がありまし

た。サリチル酸の受容体たんぱく質により、植物細胞内ではサリチル酸濃度が微妙に制御され

ているらしいのです。その点で、サリチル酸発現を誘導するオリゼメートは、サリチル酸アナ

ログとして機能する病害抵抗誘導剤よりも、植物の機能に適合しているのかも知れません。

抵抗誘導の作用機構についての研究は、急速に伸展しています。また、活性を示す化合物の

枠組みを残したままの構造変換により、受容体との立体配置に適合した3次元配置をもつ多数

の合成物から、活性物質をスクリーニングする効率的な方法も開発・実用化されています。こ

のようなことから、病害抵抗誘導剤の分野において、新たな展開が開始されたとも考えられます。

Meiji Seika ファルマ株式会社には病害抵抗誘導の発現機構、微生物発酵研究、さらに天然

物由来の創薬などに豊富な研究実績があり、アイディアを活かせる社風があります。病害感染

時にのみ速やかに高効果な病害抵抗性を誘導し、かつ殆ど薬害のない新しい骨格の農薬を開発

され、これからの農業に大きく貢献されることを期待しています。



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

119



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

120

はじめに

北海道は2010年に過去30年間で最大のいもち病の多発生を経験した。本病は前回の多発年

であった2000 〜 '02年以来5年間ほど少発生に推移していたが、2008年に増加傾向に転じ、

以来3年連続の多発年となった。特に2010年には穂いもちの発生が水稲の作付面積約11.5万

haのうちの半数に近い5万ha強に及び、被害面積も9,700ha（図1,北海道病害虫防除所調べ）、

被害額は約50億円に達したとされる。 その反省をもとに、2011年から全道的な総合対策に取

り組んでいる。その内容は主に一般圃場対策と採種圃場対策である。以下にその概要を紹介する。
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図1　北海道におけるイネいもち病の年次別発生推移
（北海道病害虫防除所）

これまでのいもち病防除

本道の平年における葉いもちおよび穂いもちの発生様相は本州の他府県と比較して大きく異

なっている。本道では、4月下旬から始まる育苗期には気温が低いために苗いもちは一般に発

生しない。無病徴で保菌した苗は5月下旬から本田に移植され、その後の夜温の上昇に伴って

7月中〜下旬以降に葉いもちの初発を迎えることとなる。7月下旬から8月上旬に出穂期に達

するが、穂揃期以降に穂いもちの発生を見るというパターンで、他府県に比較して葉いもちと

北海道におけるいもち病防除の方向性

北海道立総合研究機構農業研究本部　道南農業試験場長　田中 文夫



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

121

穂いもちの発生のピークが極めて近接しているのが特徴である（図2）。

そのために葉いもち防除は穂いもち対策と連動して実施するのが効率的である。一般的には

少発年が多いことから、これまで生産者自身による発生モニタリングに基づく「発生対応型防

除」を指導してきているが、生産現場では定着を見ていないことからここでは省略する。

2013年現在、生産現場では7月下旬以降に1 〜 2回のラジヘリ・パンクル等によるスケ

ジュール防除が主流となっており、それによる防除面積は延べ17.4万ha、地上茎葉散布剤は

地上茎葉散布剤は粉剤・液剤を含めて約3万haと推定される。なお、育苗箱施用剤はその効

果の確かさと省力性から普及が進み、約4.4万ha分の薬剤が使用され、水面施用剤は約1.5万

ha、それらを全て合わせて、延べ26.2万haで平均2.3回の防除回数と推定される。

2010年の多発要因

今後の総合的防除対策構築のためには2008 〜 '10年の多発要因の解析が欠かせない。

本病の伝染源に関して、近年は遺伝子解析等の知見から、第一次伝染源として保菌種子（籾

殻を含む）の重要性は疑う余地がない。

2009年には道内7市町村に設置されている採種団地周辺の一部で、穂いもちが発生した事

例があったことから、保菌種子が主な感染源と想定された。本道の採種圃場の審査基準は厳し

く、穂いもちの発生率は株率で0.0%以下とされているが、当該年度は周辺の一般圃場の多発

によっていもち病菌の飛び込みも多く、防除しきれなかった事情があると考えられている。

そこで健全種子生産の必要性が再認識された。本道では平年であれば7月中〜下旬に葉いも

4月 5月 6月 7月 8月 9月

北海道の発生消長

東北の発生消長

①茎葉散布

②水面施用＋茎葉散布

③箱施用＋茎葉散布

播種 出穂移植
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注）○：水面施用は6月下旬～7月初旬、箱施用は播種時～移植時に実施
　（○）：発生状況に応じて実施する防除（臨機防除）
　　◎：必ず実施する防除（基幹防除）

図2　北海道におけるいもち病の発生パターンと防除体系
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ちが初発することを既に述べたが、2010年は多くの多発圃場において6月中〜下旬からの初

発が報告されている。さらに、葉いもちの初発の早期化を促したのは6月中〜下旬からの感染

に好適な気象条件の連続的な出現が誘因として加わったことが重要と考えられる。

実際に北海道で運用されている葉いもち感染好適日予測システム（BLASTAM）の6月中〜下

旬の道内各地で感染好適日が出現していることが認められている。

これらの要因が重なって、葉いもちの想定外の早発を招いた結果、予定していたスケジュー

ル防除が間に合わず、対応が後手に回ってしまい、その後の穂いもちの発生に繋げてしまった

のが多発の原因と考えられた。

2011年度の防除対応

（1）一般圃場対策

2011年以降の防除対策を4段階に区分すれば、以下のようになる。

第一段階：�通常の種子消毒+ベノミル水和剤（玄米保菌対策；ただしベノミル水和剤は2011

年のみの実施）

第二段階：�育苗箱施用剤または水面施用剤による葉いもち防除

第三段階：�耕種的防除と発生予察の徹底

第四段階：発生予察に基づく茎葉散布

まずは第一段階であるが、2010年産の種子では前年同様の保菌が懸念されたため、緊急対

策として保菌種子（玄米）に対する殺菌効果の高いベノミル剤と通常種子消毒剤の併用が指導さ

れた。2012年以降はベノミル剤は使用されていない。

次に第二段階であるが、育苗箱施用剤または水面施用剤による予防的防除である。ただし、

QoI剤は2011年の耐性菌の出現を契機に年1回の使用にとどめている。

第三段階の耕種的防除と発生予察の徹底では、BLASTAMでの感染好適日の出現を目安に

して、各地での発生モニタリングの強化を図っている。さらに普及側の取り組みの中で第二

次伝染源となる置き苗の早期処分の指導が効果的である。 第四段階の予察に基づく防除では、

前述のモニタリング・発生予測をもとに予察情報による注意喚起および適期防除の呼び掛けを

行っている。

（2）採種圃場対策

大まかな流れは前述の一般圃場対策の第一〜四段階と変わらないが、大きな相違点は“フル
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コース防除”と呼ばれる薬剤防除対策の徹底である。当面は、①通常の種子消毒（温湯消毒・生

物農薬使用は除く）＋ベノミル水和剤施用、②育苗箱施用剤施用（QoI剤を除く）、③水面施用

剤施用（同）、④適期茎葉散布（同）の全てを全生産者が実施している。加えて、普及センター、

JAと共に周辺の一般農家にも十分な防除協力を要請している。採種組合の生産者ならびに関

係機関の方々のご労苦に深く敬意を表する次第である。

今後のいもち病防除の方向性

将来的には道内も例外ではなく、高齢化に伴う農家人口の急激な減少が予想され、あるセン

サスによれば2010 〜 2025年には道内の平均経営耕地面積が水田作地帯では現行の一戸あた

り6 〜 10haから10 〜 20ha、拡大程度1.7 〜 1.9倍に及ぶと推測されている（農林業センサ

スを用いた北海道農業・農村の動向予測、2012年）。耕地面積の拡大に伴って、予防的防除

の必要性が増大する、または直播栽培の導入により防除体系が箱施用剤から水面施用剤へ移行

するなどの変化が予想され、それに対応した防除体系の構築が急がれる。

一方、本道における現行の基幹品種である「ななつぼし」、「ほしのゆめ」、「きらら397」、「ゆ

めぴりか」に代表されるうるち米品種、「はくちょうもち」、「きたゆきもち」、「しろくまもち」など

のもち米品種のいもち病抵抗性は、「きらら397」が「中」である以外はほとんどが「やや弱」であ

り、薬剤防除が欠かせない。

しかし、2013年に新品種として登場した「きたくりん」はいもち病の圃場抵抗性に優れ

（「強」）、本田での薬剤防除を省略可能である。その次のランク「やや強」には酒米ではあるが、「吟

風」、「彗星」などがあり、通常年の本田防除は出穂期1回の防除で対応可能としている。今後と

も「やや強」ランク以上の抵抗性育種が継続される方針であることから、それらに対する防除メ

ニューの確立が必要となると思われる。

今後、実際に生産現場でどのような防除方法が要望されるかを明確に予想することは難しい

が、早めに対応方針を定めて準備をする必要性を感じている。その場面で、これまで予防薬剤

として全国的に使用実績を顕著に積み上げてきたプロベナゾール剤が今後も大きな貢献を果た

すことは想像に難くない。
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おわりに

これまで2008 〜 '10年のいもち病の発生経過、2011年以降の防除対応を中心に述べてき

たが、今回の事例では、薬剤防除と耕種的防除による総合的な対策を徹底するために、いもち

病の発生生態に対する生産現場の理解を促す必要性を強く感じている。

さらに温暖化が進行すると、本道においてはいもち病の発生頻度が増加することが予想され

るが、今後は一層効率的で省力的な防除体系が確立されることを強く願っている。
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1．はじめに

青森県は冷涼な太平洋側の県南地域と、温和な日本海側の津軽地域に大別される。しかし東

北の中でも最北に位置し寒冷地であるため、本県の過去の品種は耐冷性・多収がまず第一に求

められてきた。その後、食味・品質も重要視されるようになり、さらに減農薬栽培が求められ、

近年では直播栽培や疎植栽培も増加するなど、栽培環境が多様化してきている。一方で、米価

低迷を受けて多収を目指す農家も増加しており、これらの変遷と同時にいもち病の発生も様変

わりしてきた。そこで、本県におけるいもち病の変遷と防除、今後の展望について述べる。

2．品種といもち病の変遷

オリゼメート粒剤は昭和50年度東北防除基準に採用されているが、青森県では遅れて昭和

57年に採用している。当時は葉いもち初発が東北他県に比べ遅く、茎葉散布剤による早期発見・

青森県におけるいもち病の変遷と防除

地方独立行政法人 青森県産業技術センター　農林総合研究所　病虫部　研究管理員
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図1　いもち病発生面積率と予防剤施用面積率（青森県）

注）平年は平成25～16年の平均値。予防剤は箱施用剤、水面施用剤の合計
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早期防除で対応できていたためであるが、極早生「ハマアサヒ」の真性抵抗性崩壊により複数回

の茎葉散布でも不十分なため、これに対応すべくオリゼメート粒剤を県防除基準に採用してい

る。しかし、当時は多収でいもち病抵抗性が強い「アキヒカリ」やその後も葉いもちに強い「む

つほまれ」が主体であったこともあり、予防粒剤の普及はほとんど見られていない。平成5年

に「平成の大冷害」と呼ばれた混合型冷害が発生し東北地域ではいもち病が多発したが、青森県

ではいもち病も発生できないほどの冷夏となり作況28を記録した（私が入庁した年であるが、

収穫期になっても穂が直立したままのイネを、農家が泣きそうな顔で刈り払っていたのを今で

も覚えている）。青森県ではこの年以降いもち病の発生が増加し、平成7年には葉いもち発生

面積率39％、穂いもち発生面積率50％を記録する大発生となった。原因は多肥栽培と6月の

低温によるイネ体質の低下、早い初発とその後の急速な蔓延、そして8月の長雨による防除適

期の逸失が重なったためであった。この翌年から、一部でオリゼメート粒剤が使用されるよう

になり、平成11年には初めてのいもち病防除箱施用剤であるDr.オリゼ箱粒剤とウィン箱粒剤

が県防除基準に採用されている。平成12年にいもち病には弱いが耐冷・良食味である「ゆめあ

かり」が導入されると、箱施用剤や水面施用剤が同時に急速に普及し始める。とはいえ、当初

はこれら予防剤に馴染みが薄く、また天候不順も重なり、結果として防除が不十分な年が続き

毎年いもち病が多発した。また収量性も十分でなかったため、「ゆめあかり」は農家の受けも悪

く、平成19年にはいもち病に強い「まっしぐら」に置き換わった。平成10年から津軽地域で栽

培されている「つがるロマン」とあわせて2品種体制となり現在に至っている。さらに、青森県
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では食味ランキング「特A」を目指して、新品種の開発に取り組んでいるところであり、新品種

も「まっしぐら」同様にいもち病抵抗性が強いことから、安定生産化が可能であるとともに、減

農薬栽培などにも利用されるものと思われる。

3．防除の現状

（1）予防剤（箱施用剤・水面施用剤）

予防剤の普及には「ゆめあかり」が大きく関わっている。主に県南地域に作付けされた「ゆめ

あかり」はいもち病抵抗性が弱く被害が多かったが、箱施用剤や水面施用剤などの予防剤を使

用した圃場では卓効を示した。そのため急速に予防剤、特に箱施用剤が普及した。この地域で

は野菜類や落葉果樹も多く、水稲はできるだけ省力したい意向もあるため、いもち病に強い

「まっしぐら」に切り替わった平成19年以降も約6割で予防防除が行われている。

一方、津軽地域では「ゆめあかり」作付地域では箱施用剤が増加したが、津軽地域全体では漸

増傾向であった。水稲主体の農家が多く、あらかじめコストがかかる予防剤は敬遠されがちで

あったことや、津軽地域で作付けが多い「つがるロマン」は倒伏しやすいため多肥にできず、い

もち病の発生に不適であったことなどによると思われる。その後「ゆめあかり」が「まっしぐら」

に置き換わると予防剤の使用は減少した。しかし、平成23年から「つがるロマン」より「まっし

ぐら」の栽培面積が多くなり、それに連動し津軽地域でも箱施用剤の使用が増加している。こ

れは、「まっしぐら」は耐倒伏性が強いことから、極端な多肥栽培による多収を目指す農家が多

くなったためである。いもち病に強い「まっしぐら」ではあるが多肥栽培のため、いもち病が多

発することが多くなり、それを抑えるために箱施用剤が増加しているのである。箱施用剤は紋

枯病と同時防除できるオリサストロビン箱粒剤が口コミで広がっている。また、施用量も青森

県では減量した30g/箱量がほとんどであったが、多収を意識し通常の50g/箱量に戻す農家も

出てきている。このような多肥栽培＋箱施用による多収栽培は、当然食味にも影響するため県

の指導とはかみ合わないが、長年続く米価低迷に対する経営戦略の一つと思われる。

（2）茎葉散布剤（地上防除剤）

本県では長年、主要な防除方法の一つであったが、近年では衰退が目立ち、多口ホース噴頭

でDL粉剤を散布する風景も今ではなかなか見かけなくなってきている。茎葉散布剤による葉

いもち防除では、注意報が発表された年はやや増加する傾向にあるものの、ここ10年は作付

面積の5％前後で推移している。一方、茎葉散布剤による穂いもち防除はかつては主流の防除
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方法であったが、現在では漸減し作付面積の約3割前後となっている。茎葉散布剤は葉いもち

注意報が発表された際など緊急性を要する場合には、すぐに防除が可能な機動性のある防除体

系だが、実際には労力的な問題もあり、葉いもちが見られていても穂いもち防除まで我慢し、

結局上位葉に病斑が移行して穂いもちを多発させてしまう事例を多く見る。その分を無人ヘリ

で対応できればよいのだが、実際にはなかなか機動的には運用できていない。今後も、地上防

除は労力的な問題や、周辺作物へのドリフトの懸念もあることから減少していくであろうが、

それに替わる機動力のある防除方法が見あたらないことは憂慮すべきことである。

（3）航空防除

有人ヘリは広域的に一斉防除が可能であり、かつ非常に省力的でありメリットが大きいのだ

が、他地域とのスケジュール調整が難しく、かつ散布が天候に左右されやすく防除適期を逃す

ことも多かった。また、他作物へのドリフト懸念などもあり全国的に減少の一途を辿り、現在

ではわずか8道県のみとなっている。青森県では平成15年には県作付面積の20％で実施され

ていたが、平成25年には県作付面積の3％（実面積1,460ha、延面積4,130ha）にまで減少し

た。

一方、無人ヘリによる防除は非常に増加し、平成25年には作付面積の55％で実施されて

おり、今や本県の水稲病害虫防除方法の主流といえる。青森県における平成25年の機体数は

108機、認定オペレータ数は592人となっており（農林水産航空協会調べ）、機材費は高額で

あるが省力であり、今後ますます増加していくものと思われる。ただし、散布状況を見てみると、

穂いもち防除適期から外れる事例もまだまだ多く見られ、関連する相談をよく受ける。本県は

品種構成が単純なため、地域の防除適期が集中し、どうしても散布適期内だけで完了できてい

ないものと思われるが、この傾向は続くと思われ、他地域の無人ヘリの効率的活用や、「Google

マップによる気象予測データを利用した農作物警戒情報」などのIT情報の活用、経済面ではリ

スクマネジメントを考慮した運用など、弾力性をもった効率的運用体制の構築が必要と思われ

る。

（4）防除体系の変化

平成25年の県全体の穂いもち防除は作付面積の86％で実施され、防除回数は1.6回となっ

ている。かつての茎葉散布体系（有人・無人ヘリ含む）では、出穂直前にいもち病、紋枯病、殺

虫剤の三種混合剤が、穂揃期にはいもち病単剤もしくは混合剤が使用されることが多かった。

しかし、斑点米カメムシ類防除対策のため殺虫剤が穂揃期以降に移動するとともに、減農薬栽

培や低コスト化による使用成分回数の抑制とが重なり、穂いもち防除も出穂直前＋穂揃期では
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なく、出穂期に1回で済ませてしまう事例も増えている。この場合、穂いもちを防除しきれな

いことがある。出穂期間中の1回散布はいずれのタイミングが被害が少ないのか数年間検討し

たことがあるが、出穂ステージよりは降雨前（つまり感染が成立する前）の散布の方が被害回避

できる率が高かった（未発表）。先述した「Googleマップによる…」では予測BLASTAMも判る

ことから、これを利用することで防除効果の向上が可能と考えている。

（5）耐性菌問題

現在のところ、本県ではMBI-D剤を使用した圃場での防除効果低下は起きておらず、耐性菌

は確認されていない。またQoI剤については現在、病害虫防除所とともに調査中であるが、現

場での防除効果低下は今のところ報告がない。しかし、先に述べたように、本県でのいもち病

箱施用剤は30g/箱量で使用されることが多く、減量施用が耐性菌の発生リスクにどう影響す

るか今のところ明確な答えは出ていないが、十分な注意と警戒態勢をもって当たらねばなるま

い。一方、プロベナゾール剤は国内各地で40年近い使用実績があるが耐性菌は見られておら

ず特筆に値する。今後も重要な剤の一つであるとともに、耐性菌を出さないための管理剤とし

ての活用も期待している。

4．リスクを考慮した防除体系の選択

現在の本県の主力品種である「まっしぐら」は、従来の品種に比べいもち病に強く、減農薬栽

培に向いた品種と言える。一方で農薬を節減した栽培体系は、相応に減収リスクが高まるが、

それがどの程度なのか不明なまま現場では減農薬栽培が行われていた。特に本県は中苗が主体

であることから、箱施用剤の50g/箱量ではなく30g/箱量に減量する農家が多く、減量した場

合のリスクも求められていた。そこで、それぞれの防除体系について、穂いもちの発生条件別

に「低い」、「やや低い」、「やや高い」、「高い」の四段階にリスク評価を試みた。2 ヶ年の結果から、

Dr.オリゼ箱粒剤では、50g/箱量＋穂いもち1回防除を組み合わせた場合は、穂いもち少発生

条件なら減収リスクは「低く」、中～多発生条件なら「やや低い」であった。一方、50g/箱量の

みの場合はややリスクが上昇し、穂いもち少～多発生条件で「やや低い」であった。30g/箱量

に減量した場合には少発生条件では「やや低い」が、中発生で「やや高く」、多発生では「高い」と

リスクは上昇した。つまり、穂いもちが少発の場合にはどの防除体系でも減収の可能性は低い

が、穂いもちが中発生以上になる場合には30g/箱量はかなりリスキーな防除体系であるとい

うことが判った。もちろんDr.オリゼ箱粒剤は抵抗性誘導型なので主な効果は葉いもちであるが、
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それぞれの体系のリスクが判明したことで、リスクを考慮した防除体系が選択可能となった。

5．今後の展望

筆者は前回の30周年記念誌で「本県はいささか急に予防剤が普及したため、箱施用剤と水面

施用剤のコスト比較や初期害虫同時防除の必要性などといった経済性や防除体系がおろそか

になっている。（中略）最もコストがかからない防除体系にする必要がある。」と書いている。あ

れから10年を経て箱施用剤や水面施用剤などの経済性や防除体系への対処はかなり補完され、

生産者も数ある選択肢のなかの一つとして選べるようになってきた。一方、低コスト化に関し

ては、米価低迷が一層進み回復の兆しが見えない中で、さらなる低コスト化が求められるよう

になっている。すでに低コスト化の一環として湛水直播や乾田直播、疎植栽培など様々な栽培

体系が現場に入っており今後も増加するであろう。また、生産者も様々な価値観、経営方針の

もとに生産しており一様では無くなっている。そのため、今後は様々な栽培環境やリスク管理

に応じたいもち病防除体系を構築して行かなくてはならないだろう。
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はじめに

東北地方における穂いもちの発生は葉いもちから連続して発生するため、葉いもちをいかに

抑え込むかが重要である。オリゼメート箱粒剤をはじめとする育苗箱施用剤のいもち病に対す

る本田での防除効果は、東北地方であれば7月上～中旬まで持続するとされている。薬剤によっ

ては穂いもちまで直接効果がみられるものがあるが、ほとんどの薬剤は、上位葉の葉いもちの

発生を抑えることで、その後の穂いもちの発生を軽減する間接的な防除効果であると思われる。

秋田県における葉いもち防除はこれまでは水面施用剤が主体であったが、圃場の大区画化や

生産者の高齢化が進み、省力技術として育苗箱施用剤の使用割合が増加している。平成24年

度の葉いもち防除（水面施用剤、側条施用剤、育苗箱施用剤）における育苗箱施用剤の使用割合

は約63%であり、広く現地に普及していることがわかる。一方で、現在市販されている育苗

箱施用剤は多岐にわたり、いもち病防除剤だけでなく殺虫剤さらには紋枯病防除剤が組み合わ

された混合剤も販売されているが同時に箱施用剤のコストは生産者にとって負担が大きく、よ

り一層のコスト削減が求められている。ここでは代表的な抵抗性誘導型防除剤であるオリゼ

メート箱粒剤によるいもち病の低コストで効率的な防除事例を紹介したい。

Ⅰ　Dr.オリゼプリンスエース粒剤による育苗期防除と本田葉いもち防除

一般的に、箱施用剤は育苗期間中に感染・

発病した苗を移植する、「持ち込み」に対して

は効果が発揮されにくく、葉いもちが多発

生する場合がある（写真1）。秋田農試での試

験の結果、育苗期間中に発生するいもち病

に対して効果の高い育苗箱施用剤は、嵐剤

等オリサストロビンが含まれている薬剤の

秋田県におけるオリゼメート箱粒剤の
効果的・効率的な使用方法

秋田県農業試験場　生産環境部　主任研究員　藤井 直哉

写真1
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みである（表1）。このため、秋田県では嵐剤の播種前あるいは播種時処理以外は、育苗初期の

ビームゾルあるいはベンレート水和剤の灌注処理（表2）を組み合わせることを指導している。

ここでは、より省力的な技術として、オリサストロビンとオリゼメートを組み合わせた

Dr.オリゼプリンスエース粒剤（成分：フィプロニル0.6%・オリサストロビン2.0%・プロベ

ナゾール20.0%）について育苗期葉いもちと本田葉いもち防除効果を検討した。

（1）育苗期葉いもちに対する防除効果試験

①方法

�　試験は2007年に秋田県秋田市雄和の秋田県農業試験場内パイプハウスで行った。播種は

4月10日に実施し、30×60cmの育苗箱に100g（乾籾換算）播きし、出芽処理は無加温でポ

リシートによる被覆を8日間行った。薬剤は、嵐プリンス箱粒剤6、Dr.オリゼプリンス粒剤

6、Dr.オリゼプリンスエース粒剤を供試した。嵐プリンス箱粒剤6は箱当たり薬剤散布量を

10g、25g、50gとし、播種前日に床土混和した。4月18日（緑化期）にDr.オリゼプリンス

粒剤6とDr.オリゼプリンスエース粒剤は箱当たり50gをそれぞれ散布した。播種15日後に

いもち病菌（レース001）を接種し、播種32日後に200苗/箱（2反復）について発病と苗当た

りの病斑数を調査した。

②結果

�　無処理区の発病苗率が16.3%と中発生条件下となった。嵐プリンス箱粒剤6は通常施用

量である箱当たり50gの1/5量（10g）あるいは1/2量（25g）でも高い防除効果が確認された

（表3）。また、Dr.オリゼプリンスエース粒剤は発病が全く認められず、高い防除効果が確

認された（表3）。一方、Dr.オリゼプリンス粒剤6の防除効果は認められるものの、その程

表1　各種育苗箱施用剤による苗の葉いもち防除効果（秋田農試　2012年）
供試薬剤 処理量 処理時期 発病苗率（%） 病斑数（個/苗）
ファーストオリゼ箱粒剤 50g/箱 播種時 77.3 1.8
ルーチン粒剤 50g/箱 播種時 94.7 5.2
アプライ箱粒剤 50g/箱 播種時 85.2 2.3
嵐箱粒剤1） 50g/箱 播種時 0.3 0.0
無処理 99.0 5.4
1）殺虫剤（フィプロニル）との混合剤

表2　各種灌注剤による苗の葉いもち防除効果（秋田農試　2012年）
供試薬剤 処理濃度・処理量 処理時期 発病苗率（%） 病斑数（個/苗）
ビームゾル 200倍・500ml/灌注 緑化始期 1.2 0.0
ベンレート水和剤 500倍・500ml/灌注 緑化始期1） 2.8 0.1
無処理 95.7 3.7
1）登録上の使用時期は播種時～播種7日後頃
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度は低かった（表3）。嵐プリンス箱粒剤6の成分の一つであるオリサストロビンは箱当たり

10gという低薬量（箱当たり落下成分量の理論値は0.7g）でも苗の葉いもちに対する防除効

果は高く、Dr.オリゼプリンスエース粒剤の箱当たり50g施用（箱当たり落下成分量の理論値

は1.0g）の育苗期間における苗の葉いもちに対する防除効果の大部分はオリサストロビンに

因る可能性が本試験の結果から示された。

（2）本田における葉いもち防除効果

①方法

1）場内試験

�　試験は2007年に秋田県農業試験場内圃場にて実施し、4月10日に播種した後、4月18日

（緑化期）に試験薬剤のDr.オリゼプリンスエース粒剤および対照薬剤のDr.オリゼプリンス粒

剤6を育苗箱当たり50g散布した。なお、対照薬剤のDr.オリゼプリンス粒剤6施用苗と箱施

用剤無施用苗には、苗の葉いもち防除剤として、4月18日にベンレート水和剤500倍液を

育苗箱当たり500ml灌注した。5月15日に機械移植を行い、試験区としてDr.オリゼプリン

スエース粒剤区、対照のDr.オリゼプリンス粒剤6区、無処理区を設けた（各区2反復）。移植

43日後の6月27日に試験区間にいもち病菌（レース001）を接種し発病した稲株を設置した。

調査は7月29日に各区100株の上位3葉について株毎に病斑を数えた。また、8月21日に各

区50株について止葉病斑を数えた。

2）現地試験

�　試験は2008年に秋田県湯沢市の農家圃場で実施した。4月28日に播種した後、5月2日（緑

化期）に試験薬剤のDr.オリゼプリンスエース粒剤および対照薬剤のDr.オリゼプリンス粒剤

6を育苗箱当たり50g散布した。なお、対照薬剤のDr.オリゼプリンス粒剤6施用苗は、育苗

期間の苗の葉いもち防除は行わなかった。5月27日に機械移植を行い、約30aの圃場を長

表3　苗の葉いもちに対する各種薬剤の防除効果（2007年）

供試薬剤名 処理量・処理濃度
（箱当たり） 処理時期 発病苗率

（%）
苗当たり
病斑数 防除価2）

嵐プリンス箱粒剤6
10g

播種前
0 a1） 0 100

25g 0 a 0 100
50g 0 a 0 100

Dr.オリゼプリンス粒剤6 50g 緑化期 6.9 b 0.08   57.8
Dr.オリゼプリンスエース粒剤 50g 緑化期 0 a 0 100
無処理 16.3 c 0.18
1）同一英文字を付した数値間にはTukeyの多重検定による有意差（5%）がないことを示す。
2）防除価は発病苗率から算出した。
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辺方向に区切り、試験区としてDr.オリゼプリンスエース粒剤区は10a、対照のDr.オリゼプ

リンス粒剤6区は20aのそれぞれ単連制とした。供試薬剤以外のいもち病防除剤は施用しな

かった。また、施肥および殺菌剤以外の一般防除は、現地の慣行に従った。いもち病は自然

発生条件とした。葉いもち調査は7月30日に各区4地点（1地点50株）の上位3葉について株

毎に病斑を数えた。穂いもち調査は出穂約43日後の9月17日に各区4地点（1地点25株）の

全穂について発病程度別に数えた。

②結果

1）場内試験

�　7月29日の無処理区における上位3葉の発病株率は100%、株当たり病斑数は6.98と多

発生条件下での試験であり、Dr.オリゼプリンスエース粒剤区の発病株率は19.5%（防除価

80.5）、株当たり病斑数は0.25個であり、Dr.オリゼプリンス粒剤6区の発病株率は32.0%

（防除価68.0）、株当たり病斑数は0.60個であった。Dr.オリゼプリンスエース粒剤とDr.オ

リゼプリンス粒剤6区には統計的有意差が認められず、ほぼ同等の防除効果が得られた（表

4）。また、8月21日における無処理区の止葉の発病株率は100%、株当たり病斑数は7.32

と多発生条件であり、Dr.オリゼプリンスエース粒剤区の発病株率は12.0%（防除価88.0）、

株当たり病斑数は0.12個であり、Dr.オリゼプリンス粒剤6区の発病株率は30.0%（防除価

70.0）、株当たり病斑数は0.46個あった。Dr.オリゼプリンスエース粒剤とDr.オリゼプリ

ンス粒剤6区には統計的有意差が認められず、ほぼ同等の防除効果が得られた。

2）現地試験

�　葉いもち調査の結果、Dr.オリゼプリンスエース粒剤区の発病株率は1.5%（株当たり病斑数

は0.03個）となり、対照のDr.オリゼプリンス粒剤6区の発病株率14.0%（株当たり病斑数は

0.16個）に比べて有意に高い防除効果を示した（表5）。Dr.オリゼプリンスエース粒剤区で確

認されたのは1 ～ 2世代病斑であり、全て散在分布であった。一方、Dr.オリゼプリンス粒剤

表4　場内試験におけるDr.オリゼプリンスエース粒剤の葉いもち防除効果

供試薬剤名 処理量
（箱当たり）

7月29日
防除価1）

8月21日
防除価1）発病株率

（％）
株あたり病

斑数
発病株率
（％）

株あたり病
斑数

Dr.オリゼプリンスエース粒剤 50g 19.5 a2） 0.25 80.5 12.0 a 0.12 88.0
Dr.オリゼプリンス粒剤6 50g 32.0 a 0.60 68.0 30.0 a 0.46 70.0
無処理 100    b 6.98 100    b 7.32
1）防除価は7月29日および8月21日の発病株率の平均値から算出した。
2）同一英文字を付した数値間にはTukeyの多重検定による有意差（5%）がないことを示す。
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6区の病斑は3世代病斑が中心であり、集中分布が確認された。調査圃場周辺では、調査対象

外の同一農家ではベンレート水和剤による育苗期の苗の葉いもち防除が行われ、本田におけ

る葉いもちの発生が少ないことや他農家の圃場でも調査圃場に影響を与える多発生圃場も無

かったことから、Dr.オリゼプリンス粒剤6区では育苗施設からの罹病苗の持ち込みの可能性

が推察された。穂いもちは、Dr.オリゼプリンス粒剤6区で発病穂率5.4%（発病株率75.0%）

と被害が多かったが、Dr.オリゼプリンスエース粒剤区は発病穂率2.3%（発病株率38.0%）と

Dr.オリゼプリンス粒剤6区に比べて有意に低い発生となった（表5）。以上の結果から、Dr.オ

リゼプリンスエース粒剤の施用は、本田における葉および穂いもちの発生を減少させること

が確認された。

（3）Dr.オリゼプリンスエース粒剤の減量施用による防除試験

①方法

�　試験は2009年に秋田県農業試験場内圃場にて実施した。対照薬剤である播種時専用剤

のファーストオリゼプリンス粒剤は4月10日に播種時覆土前に育苗箱当たり50g散布した。

試験薬剤の組み合わせたDr.オリゼプリンスエース粒剤は育苗箱当たり25gを4月17日（緑

化期）に散布した。なお、対照薬剤のファーストオリゼプリンス粒剤施用苗と箱施用剤無処

理苗には、4月16日にベノミル水和剤500倍液を育苗箱当たり500ml灌注した。5月15日

に機械移植を行い、試験区としてDr.オリゼプリンスエース粒剤区、対照のファーストオリ

ゼプリンス粒剤区、無処理区を設けた。移植48日後の7月2日に試験区間にいもち病菌（レー

ス001）を接種し発病した稲株を設置した。調査は7月31日と8月20日に、1）場内試験と同

様の調査法で実施した。

②結果

�　無処理区において、7月31日の発病株率は100%と多発生条件下での試験であったが、

Dr.オリゼプリンスエース粒剤の箱当たり25g施用はファーストオリゼプリンス粒剤の箱当

たり50g施用と比較して差はなく、高い防除効果が示された（表6）。また、8月20日の発病

株率も箱当たり25g施用と50g施用は同様に高い防除効果が示された。

表5　現地試験におけるDr.オリゼプリンスエース粒剤の葉いもちおよび穂いもちに対する防除効果

供試薬剤名 処理量
（箱当たり）

葉いもち（7/30） 穂いもち（9/17）
発病株率
（%）

株当たり病斑数
（個）

発病株率
（%）

発病穂率（%）
穂首 枝梗 合計

Dr.オリゼプリンスエース粒剤 50g 1.5 a1） 0.03 38.0 0.8 1.4 2.3 a
Dr.オリゼプリンス粒剤6 50g 14.0 b 0.16 75.0 1.9 3.4 5.4 b
1）同一英文字を付した数値間にはt検定による有意差（p<0.01）がないことを示す。
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�　育苗期防除剤としての嵐剤と本田葉いもち防除剤を組み合わせたDr.オリゼプリンスエー

ス粒剤は現在秋田県で普及しているいもち病の防除体系に合致し、かつ省力的な薬剤といえ

る。また、Dr.オリゼプリンスエース粒剤は、従来の育苗期防除と箱施用剤を組み合わせた

防除体系と10a当たりの薬剤費に大きな差はないが、箱施用剤としての価格は高く、減量施

用は普及拡大につながる重要な技術といえる。

Ⅱ　現地における減農薬防除実証

秋田県では平成20年に減農薬防除体系を秋田県産米生産のスタンダードとする「あきたeco

らいす」プロジェクトを立ち上げた。平成20 〜 24年度に県内各地で実施した実証では、いも

ち病の省力・低コスト防除技術を基礎として、農薬の成分回数を慣行の2分の1以下に削減し

た減農薬防除体系の技術を確立した。ここでは、育苗期いもち病と葉いもち同時防除剤として

Dr.オリゼプリンスエース粒剤あるいは育苗期いもち病防除剤とファーストオリゼフェルテラ

粒剤の体系により穂いもちを省略した減農薬防除の現地実証の一部を紹介する。

（1）2011年　秋田県北秋田市

①方法

試験実施場所：北秋田市　田中ファーム（約30ha）、実証地区およびその周辺地区における

防除は以下のとおり。
現地実証試験の防除体系
実施場所 実証地区（田中ファーム） 周辺地区
防除体系 A（水稲連作） B（大豆後作） 水稲連作
実施面積（ha） 約22 約8 5
種子消毒 ヘルシード水和剤吹き付け済み種子 ヘルシード水和剤吹き付け済み種子 ヘルシードスターナ水和剤
苗いもち期防除

Dr.オリゼプリンスエース粒剤
25g/箱 緑化期

Dr.オリゼプリンスエース粒剤
25g/箱 緑化期

なし
初期害虫防除 オリゼメート粒剤　1kg/10a本田葉いもち防除
穂いもち防除 なし なし ラブサイド剤またはブラシン剤

�調査：葉いもち調査（8月2日）：各圃場100株について調査し、発病株率、株当たり病斑数

表6　Dr.オリゼプリンスエース粒剤の減量施用による葉いもち防除効果

供試薬剤名 処理量
（箱当たり）

7月31日（上位3葉）
防除価1）

8月20日（止葉病斑）
防除価1）発病株率

（％）
株当たり

病斑数（個）
発病株率
（％）

株当たり
病斑数（個）

Dr.オリゼプリンスエース粒剤 25g/箱 7.0 a1） 0.07 93.0 5.0 a 0.05 95.0
ファーストオリゼプリンス粒剤 50g/箱 1.0 a 0.01 99.0 3.0 a 0.03 97.0
無処理 100    b 9.70 100    b 8.88
1）防除価は7月31日および8月20日の発病株率の平均値から算出した。
2）同一英文字を付した数値間にはTukeyの多重検定による有意差（5%）がないことを示す。
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を算出した。調査圃場数は防除体系A：13圃場、防除体系B：7圃場、田中ファーム周辺圃

場：10圃場。穂いもち調査（9月12日）：各圃場50株の全穂の穂首発病と1/3以上発病穂に

ついて調査し、発病株率、発病穂率を算出した。防除体系A：13圃場、防除体系B：7圃場、

田中ファーム周辺圃場：5圃場。

②結果

�　防除体系AおよびBを実施した圃場では葉いもちの発生が少なかったことから穂いもち防

除を省略した。8月2日の葉いもち調査の結果、実証圃場の周辺圃場では葉いもちの平均株

率が27.3%、平均株当たり病斑数は約0.8個と葉いもちの発生は少なかった。実証圃場では

防除体系A、Bとも葉いもちの発生はほとんど認められなかった（表7）。9月12日の穂いも

ち調査では、実証圃場の防除体系Aにおいて平均株率が5.8%、平均発病穂率が0.4%であっ

た。一方、前年大豆を作付けした圃場における防除体系Bでは穂いもちの平均発病株率は

20.0%、平均発病穂率は1.2であった（表7）。本年は葉いもちの発生が少ない気象条件であっ

たこともあり、大豆作付け後の水稲圃場（防除体系B）でも葉いもちの発生は少なかった。し

かし、同圃場では稲の葉色が濃くなり、葉いもちに対する抵抗力が低下する傾向があり、水

稲箱施用剤の50g/箱処理が必要であると思われる。

（2）2012年　秋田県仙北郡美郷町

①方法

試験実施場所：美郷町　アグリエース三井寺（約30ha）、実証地区およびその周辺地区にお

ける防除は以下のとおり。

実証試験の防除体系
実施場所 実証地区（アグリエース三井寺） 周辺地区
防除体系 A（水稲連作） B（大豆後作） 減・減栽培
実施面積（ha） 約10 約10 約1.2
種子消毒 温湯浸漬+タフブロック 温湯浸漬+タフブロック 温湯浸漬+タフブロック

育苗期防除 ビームゾル　500倍液
灌注　緑化期

ベンレート水和剤　500倍液
灌注　緑化期 嵐プリンス箱粒剤6　

50g/箱 緑化期初期害虫防除 ファーストオリゼフェルテラ粒剤 
25g/箱 播種時覆土前

ファーストオリゼフェルテラ粒剤
25g/箱 播種時覆土前本田葉いもち防除

穂いもち防除 なし なし ラブサイド剤

表7　実証地区とその周辺地区におけるいもち病と紋枯病の発生状況（2011年）

調査場所 防除体系 栽培歴 品種 調査
圃場数

葉いもち（8/2）
調査

圃場数

穂いもち（9/12）
平均

発病株率
（%）

平均
株当たり

病斑数（%）

平均
発病株率
（%）

平均
株当たり

病斑数（%）

実証地区 A 水稲連作 あきたこまち 13 0.5 0.00 13 5.8 0.4
B 前年大豆 めんこいな 7 0.9 0.01 7 20.0 1.2

周辺地区 あきたこまち 10 27.3 0.77 5 36.8 4.6
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��調査：葉いもち調査（7月25日）：各圃場100株について調査し、発病株率、株当たり病斑

数を算出した。調査圃場数は防除体系A（ビームゾル500倍灌注）：5圃場、防除体系B（ベン

レート水和剤500倍灌注）：8圃場、アグリエース三井寺周辺圃場：10圃場。穂いもち調査（9

月12日）：各圃場50株の全穂の穂首発病と1/3以上発病穂について調査し、発病株率、発

病穂率を算出した。調査圃場数は防除体系A：5圃場、防除体系B：8圃場、アグリエース三

井寺周辺圃場：5圃場。

②結果

�　実証圃場では葉いもちの発生が少なかったことから穂いもち防除を省略した。7月25日

の葉いもち調査の結果、実証圃場の周辺圃場では葉いもちの平均株率が3.7%、平均株当た

り病斑数は0.1個と葉いもちの発生は少なかった。実証圃場では防除体系A、Bとも葉いも

ちの発生はほとんど認められなかった（表8）。防除体系A、Bいずれにおいても持ち込み由

来のいもち病斑はなく、育苗期におけるビームゾルおよびベンレート水和剤の効果が確認さ

れた。9月12日の穂いもち調査では、実証圃場の防除体系Aにおいて、平均発病穂率は0%

と穂いもちの発生はなかった（表8）。大豆後作圃場における防除体系Bは、平均発病株率は

11.3%と防除体系Aに比べてやや多かったが、平均発病穂率が0.7%（最大1.3%）であり収

量には影響は認められなかった（表8）。穂いもちの発生がやや多くみられた圃場については、

隣接した一般圃場からの葉いもちの影響を受けたためと思われた。

Ⅲ　栽植密度がオリゼメート箱粒剤のいもち病防除効果に及ぼす影響

省力的な防除技術である育苗箱施用剤は、圃場の大区画化に伴い今後さらに使用量が増加す

ると思われる。しかし、栽植密度が箱施用剤のいもち病の防除効果に及ぼす影響は不明であり、

特に栽植密度を少なくし、使用育苗箱が減少した場合、10aあたりの薬剤投下量が少なくなる

可能性がある。そこで本試験では、栽植密度が水稲育苗箱施用剤のいもち病防除効果に及ぼす

影響を検討する。ここでは、県内で広く使用されているファーストオリゼ箱粒剤の防除効果に

表8　実証地区とその周辺地区におけるいもち病の発生状況（2012年）

調査場所 防除体系 調査
圃場数

葉いもち（7/25）
調査

圃場数

穂いもち（9/12）
平均

発病株率
（%）

平均
株当たり

病斑数（%）

平均
発病株率
（%）

平均
株当たり

病斑数（%）
実証地区
三井寺

A 5 0 0 5 0 0
B 8 0.3 0.0 8 11.3 0.7

周辺地区 10 3.7 0.1 5 4.0 0.2
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ついて検討した。

（1）方法

①2012年

耕種概要　実施場所：秋田県農業試験場内圃場、品種：ナツミノリ、播種：4月13日（播種

量100g/箱 中苗）、出芽処理：無加温でポリシートによる被覆を4月18日

まで行った。4月20日にビームゾルの500倍液を500ml/箱灌注した。基肥：

N,P2O5,K2Oを各6.0kg/10a、追肥：N:1.5kg/10a（減分期）。移植：5月

18日、栽植密度：20.8株/m2（69株/坪区）、15.2株/m2（50株/坪区）、使

用箱枚数：25箱/10a（69株/坪区）、16箱/10a（50株/坪区）。各区2反復。

植え付け本数4 ～ 5本/株。出穂期：8月2日。

試験薬剤の処理：ファーストオリゼ箱粒剤を4月13日の播種時に50g/箱散布した。

調査方法：葉いもちは7月27日に各区100株の上位2葉について、株毎に病斑を数えた。ま

た、8月17日に各区100株について止葉病斑を数えた。

病原菌の接種：6月25日に各試験区間にいもち病菌（レース001）を接種し、発病した苗を

設置した。

②2013年

耕種概要　実施場所：秋田県農業試験場内圃場、品種：ナツミノリ、播種：4月10日（播種

量100g/箱 中苗）、出芽処理：無加温でポリシートによる被覆を4月17日

まで行った。4月18日ビームゾルの500倍液500ml/箱灌注した。基肥：

N,P2O5,K2Oを各6.0kg/10a、追肥：N:1.0kg/10a（減分期）、移植：5月

16日、栽植密度：20.8株/m2（69株/坪区）、15.2株/m2（50株/坪区）、使

用箱枚数：25箱/10a（69株/坪区）、16箱/10a（50株/坪区）。各区2反復。

植え付け本数3 ～ 4本/株。出穂期：7月31日。

試験薬剤の処理：ファーストオリゼ箱粒剤を4月10日の播種時に50g/箱散布した。

調査方法：葉いもちは7月26日に各区100株の上位2葉について、株毎に病斑を数えた。ま

た、8月22日に各区100株について止葉病斑を数えた。

病原菌の接種：6月20日に各試験区間にいもち病菌（レース001）を接種し、発病した苗を

設置した。
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（2）結果

①2012年

�　7月27日の無処理における上位2葉あたりの病斑数は69株/坪区で0.4個、50株/坪区で

0.3個であり、差はなく、少発生の条件であった（表9）。7月27日の無処理の69株/坪区に

おける発病株率が93.5%、上位2葉あたりの病斑数は0.4個であるのに対し、ファーストオ

リゼ箱粒剤の69株/坪の発病株率は2.0%、上位2葉あたりの病斑数は0個と高い防除効果が

確認された。同様に無処理の50株/坪区における発病株率が85.5%、上位2葉あたりの病斑

数は0.3個であるのに対し、ファーストオリゼ箱粒剤の50株/坪の発病株率は18.5%、上位

2葉あたりの病斑数は0.0個と防除効果が確認された（表9）。7月27日のファーストオリゼ

箱粒剤の69株/坪の発病株率は2.0%であるのに対し、50株/坪区の発病株率は18.5%とや

や高くなった。8月17日の止葉病斑数についても同様に両区とも高い防除効果を示した（表

9）。

②2013年

�　無処理（69株/坪）における7月26日の発病株率は100%、株当たりの病斑数は18.0個で

あり、多発生条件下での試験となった（表10）。7月26日において、無処理の69株/坪区と

50株/坪区では葉いもちの発生程度に大きな差は認められなかった。7月26日の無処理の

69株/坪区における発病株率が100%、上位2葉あたりの病斑数は18.0個であるのに対し、

ファーストオリゼ箱粒剤処理の69株/坪区の発病株率は10.5%、上位2葉あたりの病斑数は

0.1個と高い防除効果が確認された。同様に無処理の50株/坪区における発病株率が100%、

表9　栽植密度がファーストオリゼ箱粒剤の葉いもち防除効果に及ぼす影響（2012年）

供試薬剤 栽植密度
（株/坪） 処理時期 区

7月27日

防除価

8月17日

薬害
発病

株率（%）
株当たり1）

病斑数（個）
発病

株率（%）
株当たり2）

病斑数（個）

ファーストオリゼ箱粒剤 50
播種時覆土前 I 15.0 0.03 12.0 0 －

4/13 II 22.0 0.04 26.0 0.02 －
平均 18.5 0 86.5 19.0 0.01

ファーストオリゼ箱粒剤 69
播種時覆土前 I 2.0 0 10.0 0 －

4/13 II 2.0 0 15.0 0 －
平均 2.0 0 100 12.5 0

無処理 50
I 96.0 0.22 100 1.0
II 75.0 0.3 100 0.3
平均 85.5 0.3 100 0.7

無処理 69
I 92.0 0.1 42.0 0.4
II 95.0 0.7 48.0 0.6
平均 93.5 0.4 45.0 0.5

1）上位2葉における病斑数、2）止葉における病斑数
防除価は7月27日の株当たり病斑数の平均値から算出した。ファーストオリゼ箱粒剤の防除価はそれぞれ同じ栽植密度の無処理区に
おける発病に対する効果の程度を示す。
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上位2葉あたりの病斑数は14.5個であるのに対し、ファーストオリゼ箱粒剤処理の50株/坪

区の発病株率は19.5%、上位2葉あたりの病斑数は0.3個と防除効果が確認された（表10）。

また、7月26日のファーストオリゼ箱粒剤処理の69株/坪区の株当たり病斑数は同剤処理の

50株/坪区の株当たり病斑数と大きな差は認められなかった。8月22日の止葉における発病

株率はファーストオリゼ箱粒剤処理の50株/坪区が同処理の70株/坪区と比べてやや高かっ

たが、株当たり病斑数は差が無く同程度の防除効果があると思われた。以上のことから、

ファーストオリゼ箱粒剤処理の69株/坪区とファーストオリゼ箱粒剤の50株/坪区の葉いも

ちの発生程度に差はなく、50株/坪栽培における同剤の50g/箱処理は葉いもちに対して十

分な効果が得られることが示唆された。

おわりに

本県では、農家の高齢化、兼業化が進みさらに大区画化圃場が増えた現在、急速に蔓延する

いもち病に対して発生予察に応じた適期防除が困難な状況にある。そのような背景から、いも

ち病防除は箱施用剤による防除割合は年々増加しており、より省力・低コスト化が進むと思わ

れる。しかし、育苗期におけるいもち病防除を実施せず、持ち込みにより葉いもちが多発した

場合、本田における穂いもち防除は斑点米カメムシ類を対象とした無人ヘリによる殺虫・殺菌

混合剤の散布が多いため、いもち病防除のタイミングに合わないことや、無人ヘリによる防除

が天候に左右されやすく、防除タイミングを逸しやすいことから、無人ヘリのみでは対応しき

表10　栽植密度がファーストオリゼ箱粒剤の葉いもち防除効果に及ぼす影響（2013年）

供試薬剤 栽植密度
（株/坪） 処理時期 区

7月26日

防除価

8月22日
発病

株率（%）
株当たり1）

病斑数（個）
発病

株率（%）
株当たり2）

病斑数（個）

ファーストオリゼ箱粒剤 50
播種時覆土前 I 7.0 0.1 9.0 0.1 

4/10 II 32.0 0.5 10.0 0.1 
平均 19.5 0.3 98.0 9.5 0.1 

ファーストオリゼ箱粒剤 69
播種時覆土前 I 5.0 0.1 2.0 0.0 

4/10 II 16.0 0.2 0 0.0 
平均 10.5 0.1 99.3 1.0 0.0 

無処理 50
I 100 7.9 26.0 0.3 
II 100 21.2 50.0 1.1 
平均 100 14.5 38.0 0.7 

無処理 69
I 100 14.4 44.0 0.6 
II 100 21.6 92.0 2.0 
平均 100 18.0 68.0 1.3 

1）上位3葉における病斑数、2）止葉における病斑数
防除価は7月26日の株当たり病斑数の平均値から算出した。ファーストオリゼ箱粒剤の防除価はそれぞれ同じ栽植密度の無処理区に
おける発病に対する効果の程度を示す。
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れない場面が想定される。労力・コストがかかる穂いもち防除を省略するために、育苗期防除

と本田葉いもち防除の徹底が重要である。現時点では育苗期防除と葉いもち防除を兼ねる箱施

用剤は嵐剤とDr.オリゼプリンスエース粒剤のみであるが、耐性菌対策や対象害虫の発生状況

から同剤の使用場面が限られる場面が多々ある。より広い地域と多くの生産者が活用できる箱

施用剤の開発に期待したい。
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山形県における水稲の作付面積は全国と同様に減少傾向であるが、県の米の産出額は農業生

産全体の産出額の約4割を占めており（2011年）、依然として基幹的な作物である。そのため、

米価の低下に対応した生産性の高い米づくりが求められており、近年は農地の集積が進み、大

規模稲作農家・経営体による生産が増えている一方、大規模稲作経営ほど米価変動の影響を受

けやすく、産米の高付加価値化とともに低コストに向けたあらゆる検討が必要となっている。

病害虫防除についても、省力化、低コスト化へのニーズが強まるとともに、特別栽培に代表さ

れる農薬使用低減の取り組みも拡大しており、従来のような早期発見・早期防除を基本とする

防除体系が難しくなりつつある。そのため、稲作農家が抱える背景をふまえたうえで、いかに

適切な病害虫防除を行うかが模索されている。

山形県のいもち病発生面積の推移と特徴

近年、山形県のいもち病の発生面積は少ない傾向にあり、1980年以前は葉いもちの発生面

積率が60％を超える年次がみられたが、その後は少発生傾向であり、最近10年間（2004 ～

2013年）の発生面積率の平均は、葉いもちが6.9％、穂いもちが2.0％となっている（図1）。

いもち病の発生には気象的な要因が大きいが、葉いもち発生予測システムBLASTAMの感

染好適条件の出現状況についてみると、2004年以降はむしろ出現日数が多い傾向となってお

近年の山形県におけるいもち病防除を取り巻く
状況と今後について

山形県農業総合研究センター　食の安全環境部　開発専門研究員　横山 克至
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図1　山形県におけるいもち病発生の推移
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り（図2）、近年の少発生傾向は防除対策によるところが大きいと考えられる。特に近年は穂い

もちの発生面積率が少ない傾向にあるが、早坂（2003）は山形県では葉いもちの初発時期を遅

らせ、7月5半旬までの発生を抑えることにより穂いもちの発生を抑制できることを指摘して

おり、葉いもちの予防防除が穂いもちの少発生傾向に結びついていると考えられる。

山形県におけるいもち病防除の体系

山形県では従前から現在に至るまで、いもち病が最も重要な水稲病害であることは変わらな

いが、近年は特別栽培への取り組みが拡大しており（図3）、限られた農薬成分回数の中で防除

する場合が多くなっている。そのため、事実上多発生時の追加防除は行わず、予防的な防除体

系が基本となり、特に育苗箱施用剤や水面施用剤による葉いもちの予防防除の重要性が増して

きている。

山形県における標準的ないもち病防除体系は、育苗箱施用剤または水面施用剤による葉いも

ち防除と穂孕後期および穂揃期の2回の穂いもち防除からなる体系である。最近10年間（2004

～ 2013年）の葉いもち防除回数（延防除面積／実防除面積）の平均が1.2回、穂いもち防除回

数の平均が1.8回であり、多くは標準的な防除体系が実施されていると推察される。葉いもち

の発生が多い年次には複数回の葉いもち防除が必要であり、上位葉に病斑がみられる場合には

穂揃期1週間後の追加防除が必要であることを考えれば、前述のとおり葉いもちの予防防除を

主体とした現在の防除体系が少ない防除回数で安定した防除効果が得られる効率的な防除体系

であると考えられる。
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図3　山形県内の特別栽培米作付面積の推移
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水稲本田防除の担い手の移り変わり

山形県の水稲防除において近年の最も大きな変化は無人ヘリ防除の拡大があげられる。山

形県では1995年以降に広まり、2000年代前半に急速に拡大し、2013年には実防除面積が

38,576ha（水稲作付面積の約58％）、延防除面積が99,243ha（平均防除回数：約2.6回）となっ

ている。動力散粉機や動力噴霧機を用いた個人防除や共同防除が、農家の高齢化や担い手の減

少、1戸当たり作付面積の拡大等により実施が困難になりつつあった中で無人ヘリ防除は急速

に拡大したが、同時に耕作者と防除の実施者が別となり、圃場の観察に基づいたきめ細かな防

除対応は難しくなっていった。また、無人ヘリ防除はスケジュールを立て計画的に防除作業を

進める必要があることからも、病害虫の発生に応じた防除は困難である。一方で、無人ヘリ防

除はコスト低減を図ることができたため、育苗箱施用剤や水面施用剤と組み合わせた防除体系

でも農家は受け入れやすく、育苗箱施用剤の実施面積拡大につながったと考えられる。

山形県における水稲作付品種の変遷

いもち病の防除対策を考える上で作付品種のいもち病抵抗性は重要である。山形県では

1990年代前半までは、いもち病抵抗性が葉いもち「やや弱」、穂いもち「弱」の「ササニシキ」が

主体で、その後、いもち病抵抗性が葉いもち、穂いもちとも「中」の「はえぬき」が主体となった。

県内の過去10年間の品種の作付割合をみると、2002年は「はえぬき」62.9％、「あきたこまち」

10.2％、「ひとめぼれ」10.1％、「コシヒカリ」7.8％、「ササニシキ」4.8％で、2012年は「はえぬ

き」60.3％、「ひとめぼれ」11.6％、「つや姫」10.3％、「コシヒカリ」8.8％、「あきたこまち」5.0％

であり、近年「つや姫」の作付が増加している以外は品種構成には大きな変化はない。「つや姫」

のいもち病抵抗性は、葉いもち、穂いもちとも「強」であるが、その他の主要品種は「中」～「弱」

である（表1）。

表1　山形県奨励品種（水稲）等のイネいもち病抵抗性　　（「稲作指針」より抜粋）
品種名 葉いもち抵抗性 穂いもち抵抗性

はえぬき 中 中
つや姫 強 強

コシヒカリ 弱 弱
あきたこまち 中 やや弱
ひとめぼれ やや弱 中
ササニシキ やや弱 弱
里のゆき やや強 弱
山形95号 強 強
はなの舞 やや強 中
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また、各品種のいもち病真性抵抗性遺伝子型をみると、「ササニシキ」がPi-a、「はえぬき」およ

び「あきたこまち」がPi-aおよびPi-i、「ひとめぼれ」がPi-i、「コシヒカリ」が＋、「つや姫」がPi-iおよ

びPi-kと推定されており、これらの品種の作付変化にともない（表3）、いもち病菌レースの変

化もみられた（表2）。1991年はレース003の比率が61％で007が34％であり、003が優占

していた（小泉ら，1992）が、1993年はレース003の比率が26％で007が65％、1994年は

003が31％、007が69％となり007が優占した（佐藤ら，1995）。さらに1997年は003が1％、

007が87％となった（本田ら，1998）。1990年代に「ササニシキ」主体から「はえぬき」主体へ

と品種作付割合が変化していったとともに、1991、1993、1995年はいもち病の発生が多

い年次となったことから、Pi-iの品種を侵すレース007の比率が急速に拡大したと考えられる。

また、近年はPi-kの遺伝子型を持つと推定される「つや姫」が約10％の作付比率となっており、

レース007が優占しているもののレース037の分布が拡大傾向である（越智ら，投稿中）。

一方、山形県ではいもち病に対する高い圃場抵抗性を有する新品種「山形95号」について、

従来の基本防除体系（葉いもち1回＋穂いもち2回）より1回少ない葉いもち1回＋穂いもち（穂

孕後期～出穂期）1回を基本防除体系とし（越智ら，第57回東北農業試験研究発表会講演予定）、

現地での普及を図っている。「山形95号」は良食味・高品質で高いいもち病抵抗性を有する品

表2　山形県におけるいもち病菌レースの推移

年次 分離レースと比率（％） 引用文献003 007 037 その他（括弧内は分離比率）
1991 61 34 3 077（3） 小泉ら（1992）
1993 26 65 3 013（2），017（1），033（4） 佐藤ら（1995）
1994 31 69 佐藤ら（1995）
1997 1 87 9 033（1），047（3） 本田ら（1998）
2013 72 22 005（1），017（2），026（1），027（3） 越智ら（投稿中）

表3　山形県で作付される主要イネ品種のいもち病真性抵抗性推定遺伝子型と作付面積率の推移
� （「米に関する資料」より作成）
真性抵抗性遺

伝子型 主な品種 各年次の作付面積率（％）
1988 1993 1998 2003 2008 2013

Pi-a
ササニシキ
キヨニシキ
さわのはな
出羽燦々

85 48 12 5 2 １

Pi-a，Pi-i
はえぬき

あきたこまち
どまんなか

美山錦
0 36 64 72 68 65

Pi-i
ひとめぼれ
はなの舞

はなひかり
6 9 16 11 13 11

Pi-i，Pi-k つや姫 0 0 0 0 0 10

Pi-k
雪化粧

ヒメノモチ
でわのもち

3 4 3 2 3 2

＋ コシヒカリ
ミルキークイーン 0 3 5 8 11 8
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種であることから、より環境保全型農業に取り組みやすく、特徴のある販売につながるものと

期待されている。

山形県におけるMBI-D剤耐性いもち病菌の発生について

山形県では2004年にシタロン脱水酵素阻害型メラニン合成阻害剤（以下、MBI-D剤）に低

感受性のイネいもち病菌が初めて圃場で確認された（早坂ら，2006）。その後、2005年には

調査した広域合併前の21市町村中10市町村で確認され（早坂ら，2006）、2006年は36市町

村中27市町村、2007年は29市町村中22市町村と県内全域でMBI-D剤耐性菌が確認された

（上野ら，2008）。このことにともない、山形県内のMBI-D剤の使用面積割合は2005年の約

33％をピークに減少に転じ、2007年には約4％となり、現在ではほとんど用いられていない。

近年は他県においてストロビルリン系薬剤（以下、QoI剤）の耐性イネいもち病菌が確認され

ており、育苗箱施用剤が葉いもち防除の中心となっている山形県では耐性菌出現を未然に防ぐ

ために対策を徹底する必要があると考えられた。2008年には日本植物病理学会殺菌剤耐性菌

研究会から「イネいもち病防除におけるQoI剤及びMBI-D剤耐性菌対策ガイドライン」が公表さ

れており、この中に示されている対策について県全体での取り組みを進めている。

山形県における今後のいもち病防除について

冒頭で述べたとおり、山形県における水稲の病害虫防除を取り巻く状況は、稲作経営の大規

模化を基調とした省力・低コストのニーズと環境保全型農業の拡大にともなう農薬使用低減の

ニーズが年々強くなっている。一方で、いもち病は依然として山形県の最重要病害であり、多

発生となれば作柄に大きく影響し、農家経営に大きな影響を及ぼしかねないため、必要な防除

を確実に実施することも重要である。また、山形県では「総合的病害虫・雑草管理（IPM）実践

指標（水稲）」の中で、他の病害虫については防除要否判断基準に基づく防除を基本とするもの

の、いもち病については予防防除が基本であり、発生してからの防除より予防防除のほうが結

果的には防除回数が少なく、効率的な防除方法であると位置付けている。これらのことから、

山形県では今後とも育苗箱施用等による葉いもちの予防防除と穂孕後期および穂揃期の2回の

穂いもち防除が基本となると思われる。

なお、現状で求められている防除体系は、少ない防除回数によるいもち病防除であるため、
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長期残効性の薬剤の開発や普及に対するニーズがさらに強まると考えられる。しかし、長期残

効性で防除回数が極端に少なくなると耐性菌出現の懸念が大きくなる。今後はプロベナゾール

のような抵抗性誘導剤の効果的な活用や、高いいもち病抵抗性を持つ品種の導入など、生産コ

ストを上げることなく実施可能な技術を組み合わせた総合的な対策が重要であると考えられる。

さらに将来的には、極端な大規模稲作経営を想定した低コストで省力的な防除体系や、極端

に防除回数を減らした防除体系など、新たな技術開発に基づく防除体系の構築が求められるこ

とが予想される。今後は水稲品種開発や栽培技術開発、農業機械などの他の研究分野と病害虫

分野がこれまで以上に連携して技術開発に取り組む必要がある。

引用文献
1）早坂剛（2003）：北日本病虫研報　54：7-11
2）早坂剛・菊地繁美（2006）：北日本病虫研報　57：215
3）本田浩央・本間隆・佐藤智浩・内藤秀樹（1998）：北日本病虫研報　49：5-7
4）小泉信三・武田真一・佐久間比路子・根本文宏（1992）：北日本病虫研報　43：7-8
5）越智昭彦・横山克至（2014）：北日本病虫研報　65（投稿中）
6）�佐藤健治・佐藤智浩・齊藤初雄・園田亮一・芦澤武人・内藤秀樹・根本文宏（1995）：北日本病虫研報　46：6-7
7）新・米づくりやまがた日本一運動本部・山形県農林水産部（2010）：稲作指針
8）上野清・早坂剛（2008）：北日本病虫研報　59：222
9）山形県農林水産部県産米ブランド課・山形県産米改良協会連合会（2014）：米に関する資料
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はじめに

水稲栽培においてイネいもち病は、変わらず最も警戒すべき重要病害であり、効果の高い多

くの農薬が利用可能な今日においても、作柄に影響するような甚大な被害が、年、地域によっ

て生じている。

葉いもちの発生は梅雨時期の降雨に大きく影響されるが、近年、梅雨時期（入り・明け）が平

年と比較して大きくずれ込む年が目立つ。当該年を含めた過去10ケ年の梅雨時期の平年差を

もとに標準偏差を算出したところ、近年、梅雨時期の平年差のばらつきが大きくなってきてお

り、特に梅雨明けは2000年以降にその傾向が顕著である（図1）。このことは、葉いもち発生

量の年による変動がより大きくなることを意味しており、ことに梅雨明けが遅れる年は、葉い

もちの後期進展から穂いもち被害に結びつく可能性が高い。

一方、いもち病の防除においては、茎葉散布剤や水面施薬剤の利用から、長期残効性といわ

れる苗箱施薬剤を基幹とした防除体系に変遷し、プロベナゾール粒剤をはじめとする苗箱施薬

剤は、本県のいもち病防除の基幹薬剤となっている。本稿では主にプロベナゾール苗箱施薬剤

のいもち病に対する効果の特性について述べるとともに、もみ枯細菌病への利用の可能性につ

いても言及したい。

長野県における水稲病害とプロベナゾールの利用

長野県農業試験場　環境部長　山下　亨
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図1　梅雨入り・明け時期の平年差の振れ幅

梅雨入り・明け時期（平年差）の当該年を含めた過去10年の標準偏差の推移
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本県でのイネいもち病対象苗箱施薬剤の普及状況

いもち病対象の苗箱施薬剤としては、トリシクラゾールが1980年代に既に開発されており、

西日本を中心に利用されていた。その後、1990年代後半に長期残効性を謳った苗箱施薬剤と

してプロベナゾール粒剤、カルプロパミド箱粒剤が開発され、移植から葉いもちの発生時期ま

で期間が長い本県をはじめとする東日本でも、安定した効果および省力性から、いもち病防除

薬剤の基幹剤として普及されてきた。本県では1997年に県の防除基準に採用され、その後、

着実に普及面積が拡大している（図2）。2000年代に入り各地でMBI-D剤耐性いもち病菌の報

告が相次いだが、本県でも2005年にMBI-D剤耐性いもち病菌が広範囲に認められるに至った。

このため、この年を境に、MBI-D剤からプロベナゾール、チアジニル、イソチアニルといった、

いわゆる抵抗性誘導型薬剤への切り替えが急速に進んだ（図3）。現在、県内のおよそ60%前後

でいもち病対象の苗箱施薬剤が用いられていると推測され、そのうち、およそ85％が抵抗性

誘導型の薬剤となっている（図3）。

苗箱施薬剤の育苗期の葉いもちに対する効果

いもち病対象の苗箱施薬剤の中で播種時処理のできる薬剤がいくつかあり、省力性や広域的

利用がしやすいことから採用している育苗センターが多くなってきている。これらの薬剤の中

には、処理時に発生するイネ苗の生育への影響を回避するために、有効成分の溶出制御を行っ

ている薬剤もあり、育苗期間中の葉いもちに対する効果は必ずしも明らかではない。
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本県における育苗期の葉いもちの発生は、県内の一部で行われている晩植地帯で稀に認め

られるのみであったが、近年、春先の高温傾向が頻繁に見られる中で、晩植地帯以外でも問

題となることがあり、今後の温暖化を見据える中で、防除意識を高めることが必要となって

きている。

そこで、プロベナゾール粒剤（20％）の育苗期間中の葉いもちに対する効果を検討した。そ

の結果、プロベナゾール粒剤は、播種24日後の調査では抑制効果が低かったが、播種36日後

の調査では防除効果の上昇傾向が認められた（表1）。これは有効成分の溶出時期と量が影響し

ているものと推察された。

苗箱施薬剤の穂いもちに対する効果

苗箱施薬剤を用いると穂いもちの発生が少なくなるが、穂いもち自体に対する薬効があるの

かは気になるところである。そこで、苗箱施薬剤の穂いもちに対する防除効果を暴露試験、接

種試験によって検討した。その結果、プロベナゾールをはじめとする抵抗性誘導型の薬剤は、

少発生条件下では効果が認められる場合もあるが、中～多発生条件下では効果が期待できない

ものと考えられた。苗箱施薬剤を用いた際、穂いもちの発生が少なくなるのは、主に感染源で

ある葉いもちの発生を抑制していることに起因するものと考えられ、穂いもちに対する補完防

除の要否を判断することが一層重要になってくるものと思われる。

表1　プロベナゾール粒剤の育苗期における葉いもちに対する効果（2011）

供試薬剤 処理方法 反復
播種24日後 播種36日後

病斑数/区 防除価 調査苗数
（本）

発病苗率
（%）

病斑数/
100本 防除価

プロベナゾール
粒剤(20%)

50g/箱
播種時覆土前処理

Ⅰ 4 500 18.6 29.8
Ⅱ 9 500 25.2 58.2
Ⅲ 2 500 9.2 15.0

平均 5.0 16.7 500.0 17.7 34.3 58.1

無処理
Ⅰ 9 500 51.2 111.6
Ⅱ 4 500 18.8 37.0
Ⅲ 5 500 40.8 97.2

平均 6.0 500.0 36.9 81.9
供試品種：「キヌヒカリ」 区制・面積：1区1/2 育苗箱 ３反復 播種量：100g/箱
いずれの区も種子消毒済み（イプコナゾール・銅F200倍24時間浸種前浸漬）
いもち病接種：10月26日にいもち病自然感染籾を各区に0.9gずつ散播、その後、ミラシートを被覆して管理
調査：播種24日後には区内の病斑数を、播種36日後には各区500本の苗について病斑の有無を調査し、苗100本当たりの病斑数を求めた
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イネもみ枯細菌病とプロベナゾール

イネもみ枯細菌病は代表的な種子伝染性病害であり、育苗期間中には苗腐敗症を、本田では

穂枯症を引き起こす。県内においては育苗期の苗腐敗症の発生が問題となっており、これまで

種子消毒剤、播種時処理剤等の薬剤防除をはじめ、温度管理を主とする耕種的対策を採ってき

ているが、年によりゲリラ的に大きな被害が認められている。一方、これまで県内における穂

枯症の発生実態は不明であったが、近年、一部地域で穂枯症が散見されており、今後の発生動

向を注視している。

苗腐敗症罹病苗を移植した圃場では、出穂期前後の気象条件によっては穂枯症の発生が認め

られる。また、発病しない場合でも籾が保菌する可能性があるため、採種栽培では問題が大きい。

穂枯症の発生が認められるようになった要因のひとつに、生育期間中の高温傾向によるイネ

の出穂期の前進化が挙げられる。須坂市の「コシヒカリ」では、1994年以前と比較して5日程

度出穂期が早まっている（図4）。これは、感染時期である出穂期以降、高温に遭遇する機会（感

染リスク）が増加していることを示している。今後、温暖化の進展により穂枯症の感染リスク

がより一層高まることが予想されるため、作期をとおして本病の対策を考えていく必要がある

と考えている。

抵抗性誘導型の薬剤は糸状菌病害のみならず細菌性病害に対しても効果が認められ、プロベ

ナゾールも水稲では白葉枯病、もみ枯細菌病、内頴褐変病に対し適用登録を有している。この

ため、プロベナゾールをはじめとする抵抗性誘導型薬剤の穂枯症に対する有効性を確認し、防

除体系の一つに組み入れようと試験に取り組んでいるところである。しかし、穂枯症に対する
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図４　コシカリの出穂期の前進（農試作物部､～2012年）

移植は5月４半旬、平年出穂期：過去7年中、最高最低を除く５ケ年平均値
縦軸は8月の日付を表す
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効果試験、特に伝染環に沿った適度な発病条件下での試験は簡単ではない。自然発病では評価

できるほどの発病が期待できないため、穂ばらみ期にイネ株全体に病原菌液を噴霧し、場合に

よっては出穂以降ミストをかけるなどして発病を助長させる場合が多い。このような接種法は

もみ枯細菌病の伝染環からは大きく逸脱しており、よほど効果の高い薬剤でないと期待する結

果は得られない。そこで、潜伏感染苗を本田に移植することで自然感染に近い状況を作り出し、

プロベナゾール粒剤（24%）の穂枯症に対する効果を検討した。

同一圃場内に自然感染区と出穂7日前接種区を設け、穂枯症に対するプロベナゾールの効果

の違いを検討した結果、自然感染条件下では穂枯症の発病程度は軽微であったが、プロベナゾー

ルの移植当日処理は無処理と比較し、有意に発病が少なくなった。これに対し、出穂7日前接

種区では発病度が高く、薬剤の効果も認められなかった（図5）。

接種法によって薬剤の評価が異なることはまま経験することであるが、伝染環に沿った自然

感染に近い条件を作り上げることがいかに重要であるかが改めて認識された。

本県のいもち病防除薬剤の基幹薬剤として高い評価を得ているプロベナゾールであるが、い

もち病防除剤としての位置づけは今後も変わることがないと考える。他方、もみ枯細菌病（穂

枯症）等の温暖化の進展により増加すると予想される細菌性病害に対して、より有効な処理法

を明らかにしようと模索しているところである。
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図５　接種法の違いによる穂枯症に対する効果（2011）

供試籾：「コシヒカリ」　移植：6月3日　出穂：8月11日
左：自然感染　右：出穂7日前接種
Pro：プロベナゾール移植当日処理　Kas：カスガマイシン液剤8倍液播種時潅注処理
図中の縦棒は標準誤差を示す
発病度の*は角変換後、Dunnetの多重比較により有意差があることを示す（P<0.05）
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はじめに

小生が大阪の府立高校に入学したのが昭和61年4月である。この年、オリゼメート粒剤が、

長野県では初めて野菜類の病害防除剤として紹介された。今回の執筆にあたり、コンピューター

全盛の現在と異なるアナログ時代の当時の資料を探しに探しまくり、ようやく2冊の本に辿り

着いた。一つが長野県植物防疫協会により平成6年に発刊された「長野県植物防疫史（第三集）」

で、もう一方が、平成10年に発刊された「長野県南信農業試験場70年史」である。いずれもキュ

ウリ斑点細菌病の防除薬剤としてオリゼメート粒剤の有用性が記述されている。そして、現在

（平成26年）も、オリゼメート粒剤はキュウリ斑点細菌病の防除薬剤として「長野県農作物病害

虫・雑草防除基準」に掲載されている。1986年から2014年と、とてもロングランな薬剤であ

り、今後も当分の間、その場所からいなくなることはないと思われる。ついでに当時の普及で

きる薬剤としての根拠（データ）を見てみた。小生の荒れに荒れまくっていた中学校時代（昭和

58年～ 60年）の3 ヵ年、長野県南信農業試験場環境部の先人が、オリゼメート粒剤の斑点細

菌病に対する1株当たり5gの植穴処理の防除効果について検討している。3 ヵ年とも無処理区

の発病度が20 ～ 30の中発生条件で、無機銅剤と同程度の防除価が得られている。いずれの

試験とも対照の銅剤散布がおおよそ1週間隔で4回連続散布であるのに対し、オリゼメート粒

剤は定植時の1回処理と省力だ。当時が「省力・低コスト栽培」が叫ばれている昨今の情勢のよ

うであったならば、絶賛されたであろう。また、防除試験に供試された品種も「ときわ北星」、「近

成四葉」、「鈴成四葉」と懐かしい。これら一連の試験は、農水省の「ウリ類細菌病の総合的防除

に関する研究」で行われたと記載されている。これらの病害に対しては、種子消毒、連作回避、

施肥の工夫、抵抗性品種の利用、耕種的防除、薬剤防除などの総合化、つまり現代で言うとこ

ろのIPMそのものの防除研究がされていたが、オリゼメート粒剤の出現により、防除が比較的

容易になったと記述している。改めて、薬剤による防除効果は劇的であると考えさせられた。

長野県の野菜類でのプロベナゾール剤の出番は？

長野県農業試験場　企画管理部　主任研究員（生物機能工学博士）　藤永 真史
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現在と未来の出番は？

オリゼメートの水稲での「いもち病」防除剤としての立ち位置は、蔬菜園芸作物（野菜）を専門

に扱ってきた小生には良く判らない。園芸品目でも、長野県はレタス、ハクサイ、キャベツな

どの比較的規模の大きな畑で栽培する葉洋菜が主体的である。20年ほど前、当時大学4年生

であった平成5年の冷夏が思い出される。米が不作で、インディカ米の緊急輸入が騒ぎになっ

たが、蔬菜類の値段高騰で本県の葉洋菜の産地は大賑わいであった。しかし、一部のキャベツ

産地では、「黒斑細菌病（Pseudomonas syringae pv maculicola）」が大発生し、大きな問題

が生じた。そこで、翌年の平成6年、長野県野菜花き試験場によりオリゼメート粒剤のキャベ

ツ黒斑細菌病に対する防除試験が実施された。ところが、平成6年、7年、8年と猛暑干ばつ

で黒斑細菌病をはじめとする細菌性病害はほとんど見られず、試験が成り立たなかった。ホン

トに、「天気に翻弄される細菌病」と身に染みた。

平成21年に長野県野菜花き試験場が長野市松代町から塩尻市桔梗が原（旧長野県中信農業試

験場）へと移転した。この頃、また過去の「黒斑細菌病」が県内のアブラナ科野菜産地で大問題

となっていた。今回は天気回りとは関係なく、各地で恒常的に大きな被害が出て、生産額の減

少につながっていた。「敵を知り己を知れば百戦危うからず」をいつも心がけている筆者らは、

病原菌のライフサイクル（伝染環、発病条件など）の検討を徹底的に行い、如何にして発病～蔓

延に至っているかを鮮明にした。つまり本病は、ハクサイ、キャベツなどの苗を植え付けた後、

間もなく降雨などで飛散した病原菌が感染し、大きな被害につながることも一要因だと結論付

けた。また、定植後の生育初期（植え付けから4週間程度）の徹底防除で発病が低く抑えられる

ことも明らかにした。そこで、当時の明治製菓の開発マンT氏とひねり出した妙案（？）が、側

条オリゼメート顆粒水和剤のセル苗灌注処理である。T氏は半信半疑であったが、小生には自

信があった。それは、「敵を知り己を知れば百戦危うからず」の信念があったからである。とは

いうものの、ほ場で数字（データ）が取れなければ何の意味もない。まず、何も考えずとにかく

やってみた。しかし、やみ雲にやってももったいないということで、T氏と万が一農薬登録も

視野に入れるのならというコンテントを設定し、圃場試験を行った。結果は図1のとおりで、2ヵ

年とも同じ結果であった。ちょっと、研究らしいデータも取ろうかと、セル苗灌注処理により

どのくらい防除効果が発揮できるかを調べた。ハクサイの苗へ病原菌接種を行った室内試験の

結果、約2週間の残効が認められた。また、3週間以降はハクサイ自身の抵抗力が発揮される

のか判らないが、大きくなったハクサイは、そもそも病原菌を接種しても発病程度が低く抑え
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図1　ハクサイ黒斑細菌病に対するプロべナゾール剤の苗処理による発病抑制効果

試験場所：長野県野菜花き試験場内圃場
定植：平成24年7月11日、栽植距離：畝幅45cm×株間40cm　施肥・栽培管理は慣行。対照の無機銅剤（塩基硫酸銅）処理は定植後
7､14、21日目の計3回、背負式動力噴霧器を用いて、200L/10aを散布した。なお、散布薬液には展着剤グラミン5,000倍を加用した。
調査日は、8/8、に下記の基準により発病程度を調査し、発病株率をおよび次式より発病度求め、発病度より防除価を算出した。発病度
＝∑（程度別発病株数×指数）×100/（調査株数×3）、発病指数　0：無発病　1：外葉の1/3以下に発病する　2：外葉の1/3～2/3に
発病する　3：大部分の外葉に発病が認められる。
プロベナゾール水和剤は1トレイ（128穴）あたり500ml灌注処理。
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図2　プロべナゾール剤苗処理後の日数とハクサイ黒斑細菌病菌接種が発病に及ぼす影響

試験場所：長野県野菜花き試験場内ガラスハウス
品種はハクサイ「黄愛65」調査は105cfuの病原菌液を噴霧接種後、任意の日に下記の基準により発病程度を調査し、発病株率をおよび
次式より発病度求め、発病度より防除価を算出した。発病度＝∑（程度別発病株数×指数）×100/（調査株数×3）
発病指数　0：無発病　1：外葉の1/3以下に発病する　2：外葉の1/3～2/3に発病する　3：大部分の外葉に発病が認められる。
プロベナゾール水和剤は×100倍液を1トレイ（128穴）あたり500ml灌注処理。
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られた（Adult-Resistance ？）図2。このわずか2週間の効力でも、ほ場では防除効果を示す「側

条オリゼメート顆粒水和剤のセル苗灌注処理」に、他作物、他病害への展開も期待して止まない。

終わりに

最近、「古きを温ねて新しきを知る（温故知新）」という言葉がとても心地よく感じる。テクノ

ロジーの進化、進歩は、一瞬の閃きにも左右されるものなのかもしれない。薬剤の専門家との

腹を割った会話により、我々試験場職員も「ハッ！」とする閃きが得られるよう、今後ともよろ

しくお願いしたいところである。
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1．はじめに

前回、30周年記念誌が発刊された2003年は、MBI-D剤耐性イネいもち病菌が佐賀県だけ

でなく、九州に広く発生が確認された年であった。その9年後の2012年には、QoI剤耐性イ

ネいもち病菌が山口県で確認され、2013年には12府県に広く発生が確認された。この10年

間で、２つの成分で殺菌剤耐性イネいもち病菌が発生したことは、新規作用点の新剤開発が少

ない中、米生産者には脅威である。

このような状況の中、植物の抵抗性・免疫力を高める抵抗性誘導剤は、耐性菌リスクの低い

殺菌剤として、ますます注目され、その役割は大きく、水稲のいもち病防除に欠かせないもの

となっている。

本稿では、三重県におけるいもち病防除の10年間の変遷と、今後の展望について述べる。

2．三重県の稲作

三重県の水稲作付面積は約3万haあり、主な品種は‘コシヒカリ’で、その作付け比率は約

80％である。次に‘キヌヒカリ’が約10％で、他に三重県育成品種である‘みえのゆめ’、‘みえの

えみ’や、‘あきたこまち’、‘ヒノヒカリ’などがそれぞれ1％前後作付けされている。この比率は

ここ10年間ほぼ一定である。

また、田植えのピークは、4月下旬から5月上旬で、三重県は8月に収穫が始まる早場米の

産地である。水稲の早期化の主な目的は秋の台風を避けるためであったが、病害対策としての

利点もある。田植えの早期化により、育苗期が3月から4月で、比較的低温であるため、苗い

もちがほとんど発生しない。また、出穂期が平年は梅雨明け後になるため、穂いもちの発生も

少ない。さらに、収穫期が8月から9月と早いため、紋枯病が垂直伝搬する前に稲刈りとなり、

その被害回避にもなっている。三重県において、オリサストロビンの普及率が他県より低い要

因として、紋枯病の防除ニーズが低いことが考えられる。一方で、いもち病に対する品種抵抗

三重県におけるいもち病防除と今後の展望

三重県農業研究所　農産物安全安心研究課　病害担当　主任研究員　鈴木 啓史
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性の弱い‘コシヒカリ’が主な作付け品種であることから、三重県では、いもち病防除が必須の

対策である。

3．いもち病の発生状況

三重県における葉いもちの発生面積と、穂いもちの発生面積を図1に示した。バブルの大き

さが穂いもちの中発生以上の面積を示しており、実害の大きさを示している。この図から葉い

もちが多い年は、穂いもちも多くなっていることが確認できる。また、1990年代のいもち病

の被害の大きさに比べ、2000年代は、2003年の多発生を最後に、実害が小さい。このことは、

育苗箱処理剤の普及との関係が大きいと考える。つまり、育苗箱処理剤により、葉いもちが抑

えられることで、穂いもちの発生も抑制されていると考える。

三重県では、1999年からMBI-D剤の育苗箱処理が使用されはじめ、その後、育苗箱処理剤

はいもち病防除に欠かせない存在となっていった。今となっては確認できないが、いもち病が

多発生となった2003年には、MBI-D剤の育苗箱処理が広域に普及していたことから、この年

にすでにMBI-D剤耐性イネいもち病菌が発生したため、葉いもちの防除効果が低下し、穂いも

ちが多発した可能性が考えられる。2001年佐賀県で初確認され、翌年の2002年には九州の

すべての県において耐性菌の分布が認められていた。県内のモニタリング情報も必要であるが、

県外の情報による迅速な対応が重要と考えられた。
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図1　三重県におけるイネいもち病の発生面積
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4．いもち病の防除対策

三重県のいもち病防除の実態を知るため、三重県病害虫防除所が、毎年調査を行っている「県

内農薬流通状況調査結果（平成25農薬年度）」より、過去10年のいもち病殺菌剤および殺虫殺

菌剤を抽出しその動向を調べた。

殺菌剤の使用方法は、育苗箱処理と本田液剤散布がほぼ同程度で、その使用面積はそれぞれ

約14,000haであった（図2）。育苗箱処理と本田液剤散布の体系処理と考えたいところだが、

三重県の水田作付面積は約3万haであることから、三重県の半数の水田が無防除とは考えにく

い。おそらく、いもち病の発生しにくい平坦部では、育苗箱処理を省略して、予察情報や圃場

の発生程度に応じて本田防除が行われている一方、いもち病の比較的発生しやすい中山間地で

は、育苗箱処理で予防的にいもち病の発生を抑え、予察情報や圃場の発生程度に応じて本田防

除の実施を判断していると思われる。

また、ここ10年で、本田粒剤や本田粉剤の使用面積は、合わせて約1万ha減少しているに

もかかわらず、育苗箱処理や本田液剤は、それほど増加していない。このことは採種圃場にお

ける徹底した防除体系により、いもち病の種子伝染を抑制していることに加え、プロベナゾー

ル等の育苗箱処理の防除効果が安定していることが要因として考えられる。

育苗箱処理によるイネいもち病防除はこの10年間でしっかり定着した。しかし、育苗箱処

理に利用される殺菌剤の変遷は激しい。2005年に三重県でMBI-D剤耐性イネいもち病菌が検
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図2　三重県におけるイネいもち病防除方法ごとの使用面積推移
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出されるまでは、カルプロパミドが多く利用されていた（図3）。2006年以降、MBI-D剤の代

替剤として、耐性菌リスクの低い抵抗性誘導剤（プロベナゾールおよびチアジニル）が選択され、

その使用面積は拡大した。

2010年になると、1成分でいもち病と紋枯病の2病害に防除効果のあるオリザストロビン

の使用面積が徐々に増加してきた。また、三重県育成品種の‘みえのゆめ’は、いもち病には抵

抗性を有するものの、ごま葉枯病に弱く、QoI剤による防除が必要であるため、三重県内で約

千ha作付けされている‘みえのゆめ’を対象にしたオリザストロビンが使用されており、今後も

使用は続くと思われる。

イソチアニルが2012年に販売されると、その使用面積が急増した。これに伴いチアジニル

のシェアは減少したが、プロベナゾールは現状を維持しており、その安定した防除効果が評価

されていると思われる。

5．QoI剤耐性イネいもち病菌対策

2013年現在、九州、中国、四国、近畿地方の12府県で、QoI剤耐性イネいもち病菌が検出

されている。三重県では、2013年に採取したイネいもち病菌（39地点、189菌株）に対して、

QoI剤耐性菌検定を行ったところ、全て感受性菌であった。QoI剤はイネいもち病に対する防

除効果が高く、優れた殺菌剤であり、三重県内でも無人ヘリを中心に広い範囲で使用されてい
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図3　三重県における育苗箱処理剤ごとの使用面積推移
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る。QoI剤を適切に使用することにより、優れた効果を持続させるよう生産者にお願いしている。

いもち病に対する殺菌剤の適切な使用法は、2008年4月29日に日本植物病理学会殺菌剤耐

性菌研究会より公表されている「イネいもち病防除におけるQoI剤及びMBI-D剤耐性菌対策ガ

イドライン」に記されている。ポイントは、QoI剤の使用は年1回までとし、採種圃場では使用

しないことである。その代替剤として、もっとも期待されるのが、耐性菌が未発生である抵抗

性誘導剤とMBI-R剤である。特に、抵抗性誘導剤はその作用機作から耐性菌が出にくいとされ、

長期持続型の育苗箱処理の場合、耐性菌の発生リスクが低い抵抗性誘導剤を選択することが望

まれる。

また、県内で突然変異により耐性菌が発生する可能性もあるが、すでに顕在化した耐性菌が

種子流通で移動する可能性も考えられる。主食用イネ種子は、県内産が多いが、飼料用イネの

専用品種種子は県外産が多く耐性菌発生県からの購入もある。さらに飼料用イネは、施肥量が

多くいもち病の発生を助長する。このように、飼料用イネは主食用イネよりもいもち病発生リ

スクが高いにもかかわらず、いもち病防除が省略される傾向にある。

三重県では、飼料用イネの場合、種子消毒にベノミル剤を混和するか、育苗中に灌注するか

のどちらかの追加防除を加えて、さらにWCSに使用可能な（稲発酵粗飼料生産・給与マニュア

ルに記載のある殺菌剤）プロベナゾールおよびイソチアニルによる育苗箱処理により、いもち

病防除およびQoI剤耐性菌対策としている。

6．おわりに

MBI-D剤耐性イネいもち病菌の発生から、約10年でまたQoI剤耐性イネいもち病菌が国内で

発生した。幸い、三重県ではまだ確認されていない。また、薬剤耐性イネいもち病菌の蔓延を

許せば、優れた殺菌剤が次々と使用できなくなっていく。その点、40年間耐性菌が未発生で

あるプロベナゾールは、今後も耐性菌発生リスクの低い剤として、水稲生産の根幹を支えて行

くものと期待している。
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はじめに

イネいもち病は鳥取県においても最重要病害であり、過去に幾度も大発生して著しい被害を

もたらしてきた。偶然にもオリゼメート40周年にあたる平成26年は、冷夏長雨等により本病

が多発生し、平成15年以来となる警報が発令される年となった。このような状況の中、オリ

ゼメート剤導入地域では高い葉いもち防除効果が発揮され、改めて本剤の卓越した効果を再認

識することとなった。筆者は昭和63年から現在に至るまで、いもち病等を対象とした育苗箱

施用剤の効果把握試験を行うとともに、発生予察、防除指導等にも携わってきた。ここでは、

これまでの経験をもとに、鳥取県におけるイネいもち病の発生状況と育苗箱施用剤を中心とし

たオリゼメート剤の軌跡について述べる。

イネいもち病の発生状況

平成元年以降の発生状況についてみると、警報が発令された大発生年は平成5年、平成15年お

よび平成26年の3回であるが、その間にも注意報が10回発令されるなど、数年おきに本病の発生

が問題となっている（図1）。ただし、平年（過去10年）の発生面積率は、葉いもち24％、穂いもち

12％と近年では少発生傾向にあるが年次変動が大きい。また、複雑な地形と変化に富んだ気象

条件に加えて育苗箱施用剤の普及状況により、本病の発生は地域によって大きく異なる。さらに、

イネの栽培体系も早生種の4月下旬田植から中生種の6月中下旬田植まで多岐にわたり、本病の発

生相は一層複雑なものとなっている。栽培品種についてみると、平成5年では‘コシヒカリ’等の弱

抵抗性品種の作付割合は3割程度であったが、平成15年では弱抵抗性品種の‘ひとめぼれ’、‘コシヒ

カリ’の両品種で9割を占め、現在においても同様の傾向が続いている。例年、本病の発生が問題

となるのは山間地および一部の中山間地であり、水田面積の約2 ～ 3割を占める。平年における葉

いもちの病勢進展は、梅雨明けの7月20日頃まで続く。平坦地では梅雨明けとともに病勢が停滞

し、またイネの出穂期が夏期の高温期と重なることから、穂いもちの発生は少ない。一方、山間地

鳥取県におけるイネいもち病の発生状況と
オリゼメートの軌跡

鳥取県農林水産部　農業振興戦略監とっとり農業戦略課　長谷川　優
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および一部の中山間地では、葉いもちの終息前に出穂期を迎えることが多く、また出穂期以降も

発病に好適な気象条件で経過することから発生相は北日本型に近く、穂いもちの発生も多い。なお、

近年では6月以降の田植を中心に、苗いもちが頻発しており、平成26年の大きな発生要因となった。

イネいもち病の防除実態

本病の防除は、まず種子消毒から始まるが、現在では県採種圃の段階で温湯種子消毒が実施

され、種子更新率も100％に近い。育苗期の防除については、他病害との同時防除としてベ

ノミル剤による床土消毒やカスガマイシン剤の散布が普及拡大している。葉いもち防除につい

ては、各種育苗箱施用剤が全域で普及している。穂いもち防除については、1 ～ 2回の粉剤等

の散布が行われているが、近年では無人ヘリコプター等による請負防除が3割程度を占めるよ

うになった。なお、以前から兼業化、高齢化等の問題を抱え、防除体制は弱体化しており、緊

急時の追加防除は困難な状況にある。

育苗箱施用剤の重要性

直接の被害につながる穂いもちを防ぐためには、まず、伝染源となる葉いもちの防除が重要

である。現在の葉いもち防除には、長期間効果が持続する殺虫殺菌成分混合の育苗箱施用剤が

全域で普及している。育苗箱施用法は、本田防除に比較して省力的で初期病害虫を効率的に防

除できるとともに、環境負荷も少ない防除技術である。本県では、育苗箱施用剤による葉いも

ち防除の歴史は古く、平成初期には既に7割を超える圃場で使用され、全国的にも高い普及率

であった。その中にあって、オリゼメート剤は葉いもち防除の中心的薬剤であり、時代ととも
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図1　鳥取県におけるイネいもち病の発生面積率の推移（平成元年～26年）
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に進化してきた。現在の育苗箱施用剤の種類は多く、また発生する病害虫の種類も多いことから、

薬剤選択は各種病害虫に対する防除効果、処理時期の幅、価格等を総合的に判断して行われて

いる。しかしながら、葉いもちに対する防除効果が最も重要であることは現在も変わっていない。

育苗箱施用剤の軌跡

1　初期薬剤の普及（中平坦地中心）

昭和58年のイネミズゾウムシの本県侵入を機に、平坦地～中山間地では、殺虫成分と葉い

もち対象の各種殺菌成分を含む混合剤が急速に普及した。葉いもち対象の殺菌成分は、イソプ

ロチオラン（商品名：フジワン）、トリシクラゾール（商品名：ビーム）およびプロベナゾール（商

品名：オリゼメートアドバンテージ、オリゼメートオンコル）であった。当時のオリゼメート

剤の育苗箱施用の効果は、本田粒剤には劣るもののビーム剤に匹敵する効果を示した。実際に

は登録が早かったビーム剤の普及が先行し、オリゼメート剤は平成に入ってからの普及となっ

た。ビーム剤は平坦地では7月上旬まで葉いもちの発生を抑えることが可能であり、通常年で

あれば追加防除は不要であった。一方、山間地等のいもち病常発地では、育苗箱施用剤のみで

は十分な効果が得られなかったことから、オリゼメート粒剤の本田施用が主体であった。しか

しながら、発生を見てから散布されることが多く、毎年のように葉いもちの発生が問題となっ

ていた。なお、本県における各種育苗箱施用剤の効果について、後述の薬剤も含めて図2およ

び図3に示したので参考にしていただきたい。

このような状況の中で、全国的にいもち病が大発生した平成5年を迎えることとなった。中

国管内における発生は本県が最も少なく、中山間地～平坦地では育苗箱施用剤の有効性が示さ

れたが、山間地等のオリゼメート粒剤（本田施用）が主体の地域では葉いもちが大発生した。こ

れを機に、一部の山間常発地では、体系防除「ビーム剤の育苗箱施用＋オリゼメート粒剤の本

田施用」が行われるようになり、その後の葉いもちの発生は激減した。このように、育苗箱施

用剤の導入により追加防除が減り、大幅な低コスト・省力化が図られた。昭和50年代後半～

平成10年頃までは、育苗箱施用技術の発展初期であり、その後登場する長期効果持続型の育

苗箱施用剤への切り替えに向けた下地作りの時代でもあった。

2　長期効果持続型の育苗箱施用剤の登場

平成3年よりカルプロパミド剤（商品名：ウィン）の試験を開始した。平坦地に位置する農業



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

169

試験場内の試験では、本剤はビーム剤をはるかに凌ぐ高い葉いもち防除効果を示した。また、

本剤は穂いもちに対する直接の効果も確認され、将来のいもち病防除体系が一変することが予

想された。一方、ウィン剤に少し遅れてオリゼメート剤の長期効果持続型製剤（24％）（商品名：

Dr.オリゼ等）の試験も開始した。両剤はそれぞれ新規の長期残効を有する殺虫成分との混合剤

40 60 80 100

防除価

プロベナゾール剤（オリゼメート）（本田）⑩
メトミノストロビン剤（オリブライト）（本田）④

トリシクラゾール剤（ビームアドバンテージ等）（移植当日）⑪
チアジニル剤（ブイゲット）（移植当日）⑥

ピロキロン剤（デジタルコラトップ）（移植当日）②
アゾキシストロビン剤（アミスタープリンス）（移植当日）②

カルプロパミド剤（ウィン）（移植当日）⑭
ジクロシメット剤（デラウス）（移植当日）⑤
ジクロシメット剤（デラウス）（播種時）④
オリサストロビン剤（嵐）（移植当日）⑤
オリサストロビン剤（嵐）（播種時）⑤

イソチアニル剤（ルーチン等）（移植当日）⑥
イソチアニル剤（ルーチン等）（播種時）⑥

プロベナゾール剤（オリゼメートアドバンテージ等）（移植当日）⑥
プロベナゾール剤（Dr.オリゼ）（移植当日）⑯
プロベナゾール剤（ビルダー）（移植当日）①

プロベナゾール剤（Dr.オリゼプリンス粒剤10H）（播種時）③
プロベナゾール剤（ファーストオリゼ）（播種時）③

図2　�鳥取県（平坦地）におけるイネいもち病（葉いもち）に対する�
各種育苗箱施用剤の防除効果（昭和63年～平成23年）

注）防除価は平均値、バーは標準偏差を示す。薬剤名末尾の丸数字は試験例数（中発生以上）を示す。

40 60 80 100

プロベナゾール剤（オリゼメート）（本田）③
メトミノストロビン剤（オリブライト）（本田）②
チアジニル剤（ブイゲット）（移植当日）③

ピロキロン剤（デジタルコラトップ）（移植当日）③
カルプロパミド剤（ウィン）（移植当日）⑧
ジクロシメット剤（デラウス）（移植当日）③

オリサストロビン剤（嵐）（播種時）⑦
オリサストロビン剤（嵐）（移植当日）⑧

イソチアニル剤（ルーチン等）（播種時）⑤
イソチアニル剤（ルーチン等）（移植当日）⑤

プロベナゾール剤（ビルダー）（移植当日）①
プロベナゾール剤（Dr.オリゼプリンス粒剤10H）（播種時）⑤

プロベナゾール剤（ファーストオリゼ）（播種時）②

防除価

プロベナゾール剤（Dr.オリゼ）（移植当日）⑯

図3　�鳥取県（山間地～中山間地）におけるイネいもち病（葉いもち）に�
対する各種育苗箱施用剤の防除効果（平成5年～21年）

注）防除価は平均値、バーは標準偏差を示す。薬剤名末尾の丸数字は試験例数（中発生以上）を示す。
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として商品化され、平成10年頃から県下全域で急速に普及し始めた。しかしながら、ウィン

剤については、山間地では十分な防除効果が得られないことが判明した。さらに、平成15年

にはカルプロパミド耐性菌（MBI-D系統薬剤耐性菌）の発生が顕在化し、その後、本剤の使用は

中止されることとなった。当時、メラニン合成阻害剤である本剤の耐性菌発生リスクは低いと

考えられており、十分な対策も取られないまま普及拡大した。一方、Dr.オリゼ剤導入地域では、

平成15年においても安定した高い葉いもち防除効果が得られた。本剤は現在においても基幹

防除剤として位置付けられており、ウィン剤とは対照的な結果となった。Dr.オリゼ剤は有効

成分量を低濃度製剤の約7倍にまで増量し、溶出制御等によって薬害発生を回避することに成

功し、結果として長期間にわたり高い効果を持続することが可能となった。本剤は製剤改良に

よって劇的に進化した画期的な薬剤と言える。現在、本剤は5割以上の圃場で普及し、安定栽

培に大きく貢献している。その当時にプロベナゾールをあきらめ、新規成分の開発に舵が取ら

れていたなら、今の状況はなかったかもしれない。

3　播種時処理を実現した最初の新薬剤

ウィン剤と同系統薬剤であるジクロシメット剤（商品名：デラウス）が、平成12年に上市さ

れた。本剤の特徴は、ウィン剤と同等の高い防除効果を有し、大幅な省力化が図られる播種時

処理が可能なことであった。これまでの薬剤処理は手散布が中心であり、田植直前に散布され

ることが多かった。このため、散布の機械化、労働分散、散布むらの解消等が望まれていた。

当時は、播種時処理法に対して否定的な意見が多かったが、将来の中心的な散布技術になると

確信して試験を継続した。ところが、本剤はウィン剤と同様に山間地での効果が不十分である

ことが判明し、さらに、その後のMBI-D系統薬剤耐性菌の発生によって、本剤の播種時処理法

の普及は実現できなかった。結果として、Dr.オリゼ剤は播種時処理に対応できなくてもライ

バル剤の方から消えていった。

4　プロベナゾール剤の播種時製剤実用化の長い道のり

プロベナゾール剤についても播種時処理製剤の開発が進められ、播種時専用製剤（20％）（商

品名：Dr.オリゼプリンス粒剤10H）が平成16年に農薬登録された。筆者は大きな期待を寄せ

たが、本剤は山間常発地の試験において十分な防除効果が得られないことが判明し、平坦地を

中心とした普及に留まった。このため、更なる製剤改良が行われ、平成21年に播種時専用の

新製剤（20％）（ファーストオリゼプリンス粒剤10等）が登場した。しかしながら、ファースト
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オリゼ剤は、後述のオリサストロビン粒剤（商品名：嵐）の後発となり、また、紋枯病防除成分

も混合されていないことから、現在における本剤の普及は一部の大規模農家等に留まっている。

5　効果と価格のバランスを考慮した各種薬剤

MBI-D系統薬剤耐性菌の発生により、平成16年以降はDr.オリゼ剤が主流となる中で、平坦地

～中山間地においては、実用的な葉いもち防除効果が得られ、価格を抑えた各種薬剤が次々に

上市され、ウィン剤の代替剤として普及し始めた。薬剤としては、プロベナゾール剤（10％）（商

品名：ビルダー、グランドオリゼメート）、チアジニル剤（12％）（商品名：ブイゲット）、ピロキ

ロン剤（12％）（商品名：デジタルコラトップ等）等があげられる。ビルダー剤はDr.オリゼ剤と比

較すると、プロベナゾール含有量は半分以下であるが、想定以上の高い防除効果を示した。なお、

ブイゲット剤も抵抗性誘導型の薬剤であるが、Dr.オリゼ剤に比較すると防除効果が劣ったため、

山間地等での使用は控えられた。一方、コラトップ剤は、耐性菌発生が確認されていないMBI-R

系統薬剤であったが、混合された殺虫成分が本県には合わなかった。他にもイソプロチオラン

とピロキロンを組み合わせた複合剤（商品名：ピカピカ）、ストロビルリン系薬剤であるアゾキシ

ストロビン剤（商品名：アミスター）なども一部で使用された。これらのいもち病防除剤は、様々

な殺虫成分さらには紋枯病防除成分との組合せによって多様化し、厳しい競争の時代となった。

6　播種時処理と紋枯病にも効く嵐箱粒剤の軌跡

MBI-D系統薬剤耐性菌の発生により、長期効果持続型の薬剤はDr.オリゼ剤のみとなった。こ

のような状況の中、新規薬剤である嵐箱粒剤の実用化に、現場から大きな期待が寄せられてい

た。嵐剤の本格的な普及は、播種時処理の適用拡大を受けて平成20年から始まり、JA育苗セン

ター、大規模農家等を中心に急速に拡大した。本剤は苗いもちから場合によっては穂いもちま

での長期残効を有し、また、重要病害である紋枯病にも卓効を示す。さらに、本剤の播種時処

理は、省力化、労力分散、防除効果の安定化等が図られることも大きな利点であった。本剤導

入地域では、いもち病および紋枯病の発生が激減し、その後も大きな問題はなく経過した。一

方、本剤未導入地域では、JA育苗センター等で苗いもちが大発生し、大きな問題となった。近

年、温暖化の影響により、苗いもちの発生頻度が高まっており、地域によっては本剤への依存

度は高い状況にあった。このように本剤導入のメリットは大きいが、一方では、導入当初から耐

性菌の発生が懸念されていた。平成24年に国内で耐性菌発生が確認され、本県においても平成

25年に本耐性菌の発生が一部地域で確認された。しかし、発生原因が一部の県外産種子であり、
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本県採種圃は健全であったことから、平成26年における本剤の使用は継続されることとなった。

平成26年は冷夏・長雨により、本剤導入地域では葉いもちが多発生した。しかし、ある程度の

発生を想定していたこともあり、迅速な防除対応が行われ、平成15年のような大被害には至ら

なかった。最終的には、採種圃場においても低率ではあるが耐性菌の発生が確認され、本剤の

使用は困難な状況となった。また1剤、オリゼメート剤のライバル剤が消えていくこととなった。

7　播種時処理可能な新たな抵抗性誘導剤の登場

新規の抵抗性誘導剤として、イソチアニル剤（商品名：ルーチン、ツインターボ（殺虫成分含む）、

スタウト等）が平成22年に農薬登録された。本剤は播種時～移植当日までの処理が可能であり、

早生品種を用いた試験では、Dr.オリゼ剤およびファーストオリゼ剤と同等の高い葉いもち防除

効果を示した。また、本剤は複数の殺虫剤さらには紋枯病防除剤と組合せた混合剤が開発され

ており、病害虫の発生状況に応じた選択が可能となっている。中でも紋枯病に対して播種時処

理可能な製剤が平成26年に農薬登録され、ファーストオリゼ剤の大きな脅威となっている。

育苗箱施用剤の今後の展開

1　新薬剤の葉いもちに対する本当の実力

葉いもち防除剤としては、今後はプロベナゾール剤（Dr.オリゼ剤、ファーストオリゼ剤等）

および各種イソチアニル剤が中心となり、抵抗性誘導剤一色の状況が続くと考えられる。ただ

し、葉いもちに対する本当の実力は大発生年に遭遇して初めて分かる。Dr.オリゼ剤は、平成

15年および平成26年にその実力が発揮された。ファーストオリゼ剤およびイソチアニル剤に

ついては、山間常発地等の試験においても高い防除効果が得られているが、多発生年における

評価はこれからである。

2　多様な殺菌殺虫成分の組合せ

現在、前述のいもち病防除成分と複数の殺虫成分さらには紋枯病防除成分との組合せによっ

て、数多くの薬剤が使用可能であり、除草剤と同様に戦国時代ともいえる状況にある。本県では、

各種害虫をはじめ紋枯病の防除も重要である。きめ細かな防除対応が困難な状況の中で、現場

からは山間地から平坦地までカーバーできる薬剤が求められている。また、JA育苗センター、

大規模農家に対しては、播種時処理への対応も重要である。
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3　薬剤耐性菌の可能性

MBI-D系統薬剤およびストロビルリン系薬剤の耐性菌発生は、本県においても大きな問題と

なり、改めて耐性菌リスク管理の重要性を認識させられた。今後の育苗箱施用剤は、長期効果

持続型の抵抗性誘導剤が主体となる。プロベナゾール剤は40年間使用されてきたが、耐性菌

発生は報告されていない。これまでの薬剤の導入実績、作用機作から考えても、耐性菌が発生

する可能性は極めて低いと考えられる。

4　オリゼメート剤への要望

今後、オリゼメート剤をはじめとする抵抗性誘導剤に求めることは、まず苗いもちおよび苗

腐敗症（もみ枯細菌病菌）への対応である。本県では温暖化の影響で、育苗期の気温が高い年が

多くなっており、上記病害の発生が大きな問題となっている。とくに苗いもち対策は緊急性が

高く、平成26年も苗いもち由来の大規模なずり込みが発生し、大きな問題となった。このよ

うな状況では、抵抗性誘導剤の効果は低く、再移植や追加防除が必要となる。本県で普及して

いる播種時処理において、ファーストオリゼ剤の安定した効果を得るためにも、他の殺菌成分

の混合等による苗いもち対応が求められている。また、ファーストオリゼ剤については、紋枯

病の同時防除が可能な製剤の開発も重要である。さらに、今後の防除技術として、種子塗沫等

のより省力･効率的な処理法への対応を期待したい。

おわりに

育苗箱施用法は、本県の水稲病害虫対策には欠かせない防除技術であり、今後とも複数の殺

虫・殺菌成分を含んだ混合剤が主体となり、高い普及率が維持されると考えられる。これに対

しては過剰防除との意見もあろうが、多種類の病害虫が発生する西南暖地においては、現実的

な選択であると考えられる。農薬業界も厳しい情勢の中、新剤の開発も少なくなっている。国

内努力だけでは困難なものもあるが薬剤耐性（抵抗性）等の問題が発生する前に、既存の薬剤を

長く使うための様々な対策を講じることも重要である。オリゼメート剤は、多数のライバル剤

と競合する中で、時代とともに着実に進化しながら40年もの長きにわたり、水稲の安定栽培

に大きく貢献してきた。本剤は今後もイネいもち病の主力剤であることは間違いなく、50周

年に向けて更なる飛躍を期待する。
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近年、夏の時期には、全国のあちこちで頻繁に集中豪雨による災害や気象記録の更新などの

報道が流される。本年も台風や前線の影響によって、各地で豪雨やそれに伴う土砂崩れ等の被

害が発生し問題となった。本年の夏、特に8月は記録的な曇雨天続きであり、「平成26年8月豪

雨」と命名され歴史に刻まれることになった。山口県を含む九州北部地方の8月の日照時間は、

平年比43％と極端に少なく、病害虫の発生についても、例年になく多くの県で葉・穂いもち

の注意報や警報が発令される事態となった。こうした頻繁な災害の発生や異常気象については、

地球温暖化の影響があるとされており、そのことについては多くの報道がなされている。その

こと自体は首肯できることであるが、我々はともすると自然現象における変化の多くを地球温

暖化のせいにしてしまいがちである。例えば、本年は例外となったが、近年はイネいもち病の

発生が少なく、現場では異口同音に温暖化が原因で、今後とも発生しないのではないかという

意見さえよく耳にしたものである。しかし、一方では農薬が良くなったからという声もあり、

私自身そのあたりのことについては、深く考える機会がなかった。そこで、オリゼメート剤の

40周年記念誌の原稿作成にあたり、山口県の水稲栽培における病害虫、特にイネいもち病の

発生と防除について、病害虫発生予察事業年報等の記録をもとに考察してみた。

山口県におけるイネいもち病の発生と
防除対策について
山口県農林総合技術センター　農業技術部　資源循環研究室　山口県病害虫防除所
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図1　山口の45年間の6～7月の平均気温と葉いもちの発生面積率の推移
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先ず地球温暖化の問題については、気象庁のデータでは、明治31年（1898年）以降、我が

国の平均気温は100年当り1.1℃の割合で上昇しているとされている。山口県のような田舎で

もそれは同様なのか、気象庁の記録データから、特に葉いもちの発生に影響すると考えられる

6 ～ 7月の気温について、昭和45年から本年まで過去45年間の気象と県内の葉いもちの発生

面積率とを比較してみた（図1）。昭和45年からとしたのは、丁度昭和45年前後が稚苗移植技

術の普及定着期にあたり、それ以前のデータは栽培方法の違いから比較できないと考えたから

である。平均気温については、近似直線から見ると45年間で確かに1℃程度は上昇しており、

いもち病の発生に全く影響していないとは言い難いデータである。ただ、県全体の葉いもちの

発生面積率との間に相関はなく、図1を見る限りで強いて言えば、多発年は平均気温の低い年

が多いと言ってもよさそうかなという程度である。もちろん、葉いもちの発生には温度以外の

様々な要因が関与することは常識で、そう単純に解析できることではないから当然のことでは

ある。一方で、図1からは、平成17年以降、最近まで葉いもちの発生が少ないことも見て取れる。

では、最近の葉いもちの少ないことは気温の上昇の所以であろうか、このことについて少し別

の観点から見てみたい。

昭和45年以降の山口県における水稲のいもち病に対する注意報と警報の発令状況を表1に

示す。これを見ると、昭和45年から昭和50年代の中ごろまでは毎年のように葉・穂いもちの

注意報や警報が発令されているが、昭和58年頃からは発令の頻度が低下してきている。そし

てその後平成の初頭までは発令が少なく、平成3年以降平成10年頃まで再度発令が頻繁にな

り、平成11年以降は平成16年以外ほとんど発令されていない。このような傾向は葉いもちの

表1　山口県におけるいもち病の注意報・警報の発令状況
年次 葉いもち 穂いもち 年次 葉いもち 穂いもち 年次 葉いもち 穂いもち
S45 ○ ○ S60 ○ H12
S46 S61 H13
S47 ○ S62 H14
S48 ○ S63 H15
S49 ○ ● H1 H16 ○
S50 ○ ○ H2 H17
S51 ○ ○● H3 ○ H18
S52 ○ H4 ○ H19
S53 H5 ○ ○● H20
S54 H6 ○ H21
S55 ○ ○● H7 H22
S56 ○ H8 ○ H23
S57 ○ H9 ○ H24
S58 H10 ○ ○ H25
S59 H11 H26 ○●

注）〇：注意報、●：警報
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発生面積率の推移ともある程度一致している。こうした発生の推移は、一見単なる偶然のばら

つきのようにも見えるが、防除薬剤の変遷や薬剤耐性菌の発生と照らし合わせたとき、必然と

も思える事象が見えてくる。少し昔の話をすると、筆者が県に奉職したのは昭和55年であるが、

その年は記録的な冷夏・長雨で、いもち病の発生は30年以上経た今でも話題に上るほどにす

さまじく、衝撃的であった。その当時の防除薬剤は本田の粉剤が中心であったが、特効薬とさ

れたブラストザイジンS剤も十分な効果が得られなかったことを記憶している。しかし丁度そ

の頃から、プロベナゾール（オリゼメート）粒剤やイソプロチオラン粒剤などの新しい本田粒剤・

箱粒剤が現場で実証展示されるようになり、昭和55年の大発生の衝撃も影響したのか数年で

普及定着することとなった。筆者も普及所の確認圃を担当し、調査を行ったが、これらの剤は

当時の慣行剤と比較して効果が高かった。

その後しばらくの間は葉いもちの発生も小康状態であったが、平成3年以降にはまた多発す

るようになった。平成7年に分かったことであるが、当時県内ではIBP剤やEDDP剤などの防

除薬剤で耐性菌が発生しており、特にIBP剤の耐性菌は全域で認められ、菌株率も46.8％と

高くなっていた。両薬剤は、日本植物防疫協会のデータベースに記録された出荷量から計算し

た散布面積では、粉剤と粒剤を合わせて、のべ約40,000ha程度は利用されていたと思われ、

発生が多くなった原因の一つにはこのような事情が関与していた可能性も否定できないと考え

る。さらにその後、平成10年を最後とするように注意報等の発令が少なくなり、いもち病の

多発生が認められなくなっていく。特に葉いもちについては徐々に発生ほ場率が減少し平成

15 ～ 16年頃に一旦上昇するがまた減少する。

では何故平成10年以降はいもち病の発生がそのような推移を示したのか。この点について

は、本県における長期持続型箱施用剤の普及時期が平成11年頃であったこと関連していると

考えられる。過去の県内のいもち病防除剤の出荷量の推移を見ると、図2に示す山口県におけ

るいもち病防除用粒剤ののべ使用面積に見られるように、平成11年はMBI-D剤であるカルプ

ロパミド剤が一気に増えた年であり、4,600ha分の薬剤が出荷されている。その後本剤は数

年で使用量が倍増し、8,000ha以上で利用されるようになった。しかし本剤については、平

成16年には薬剤耐性菌の発生が確認され、発生ほ場率が77.3%と非常に高かったことから、

関係機関と協議し使用を中止した。平成15年には注意報は出ていないが、葉いもちの発生ほ

場率は52.3%と高く、16年には57.3%で穂いもちの注意報が発令されている。当時のいもち

病の多発生は、薬剤耐性菌の発生と関連性が高いと考えられる。そしてその後は、いもち病の

発生は少なくなり、最近まで葉いもちの発生ほ場率が10%台を超えることはなかった。その
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背景には、オリゼメート粒剤が平成10年以降Dr.オリゼ箱粒剤として販売が始まったこと、ま

た平成16年から新たな抵抗性誘導剤としてチアジニル剤が販売されるようになったこと、さ

らに平成10年前後から販売が始まった新しいタイプの殺菌剤であるストロビルリン系剤（QoI

剤）が徐々にシェアを伸ばし、中でも平成19年に導入されたオリサストロビン箱粒剤は導入後

数年のうちに5,000ha以上で利用されるようになったことなどが挙げられる。平成10年以降

に導入された薬剤は、薬剤耐性菌が発生するまではいずれも効果が高く、特に長期持続型の製

剤は筆者らの試験でも見かけ上は70日以上（実際は2か月程度か）の残効性を有していた。こ

のため、施用された殆どのほ場で高い効果を示し、連年のいもち病の発生を抑制したと考えら

れる。

ただし、ここ最近については、状況に陰りが見られるようになってきている。平成24年に

県内でQoI剤感受性遺伝子変異いもち病菌が発見され、その発生ほ場率は62%にも達していた

からである。平成24年頃から徐々に葉いもちの発生ほ場率が増加しているのはそのためかも

しれない。このように見ていくと、いもち病（特に葉いもち）の県域全体での発生には、気象変

動の影響を否定するわけではないが、それ以上に薬剤のシェアとその効果が大きく影響すると

考えざるを得ないのである。

以上のように考えると、近年いもち病の発生が少ないのは薬剤の効果が高いからであり、ひ

とたび薬剤耐性菌の発生などの事態が生じれば、いつでも発生面積の増加が起こるのではない
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図2　山口県におけるいもち病防除用粒剤ののべ使用面積（ha）

注1）本田使用剤は10a当たりの最低使用量で計算した。
注2）プロベナゾール剤、ピロキロン剤などの単剤は本田使用剤として計算した。
注3）IBP剤等一部の薬剤はいもち病防除以外に使用されたものも含まれる。
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かという懸念を抱かざるを得ない。過去の教訓から、今後の水稲における病害虫防除を安定的

なものにしていくためには、薬剤の使用方法について栽培暦の見直しなどを含め、新たな対応

が必要になると思われる。

これまで述べたように、優秀な薬剤を長期にわたって使い続けることができなかった原因は、

作用機構について深く考えず、効果が高いからと同一あるいは同系統の薬剤を広範囲で連続し

て使用したことにあると考えられる。しかしながら、この問題を解決するのは容易ではない。

農薬のユーザーである栽培者は、効果の高い薬剤があると聞けば、誰しも自分も使いたいと欲

し、それを止めることはできないからである。では、いもち病の今後の防除にどう対応するの

か、筆者なりの思いを述べてみたい。

状況を改善するための一つの手段としては、FRACやIRACなどの農薬の作用機構分類の普

及が挙げられる。この手法は農薬の連続使用による薬剤耐性菌や薬剤抵抗性害虫の出現を避け

るための有効なツールと考えており、平成25年から本県の農作物病害虫・雑草防除指導基準

に掲載しているが、未だ定着しているとは言えず、今後様々な機会に紹介し普及を図っていく

必要がある。また、栽培暦の作成に当たっては、FRACの分類の基本である作用機構を理解し

た上で、地域の実情に合った薬剤の選択を行うことが望ましい。たとえば、少し具体的なこと

を言えば、抵抗性誘導剤の有効利用を図ってはどうだろうか。抵抗性誘導剤はその性質上、病

原菌体に直接作用しないことから治療的効果はなく、薬剤のキレという点ではメラニン生合成

阻害剤（MBI剤）やストロビルリン系剤（QoI剤）に比べるべくもないが、薬剤耐性を生じていな

い点で優れている。いもち病の近年の増加傾向は、キレの良い箱処理一発剤を求めた挙句の現

象とも考えられ、防除体系を見直すべき時にきているのかもしれない。

冒頭にも書いたが、本年は山口県下も大変な日照不足と多雨に見舞われ、8月上旬の巡回調

査では葉いもちの発生ほ場率が29.1%となり、平年を大きく上回ったため、8月8日に穂いも

ちの注意報を発令した。その後も8月終わりまで不順天候が続いたが、幸いなことに葉いもち

の発生ほ場率は37.1%までしか増加しなかった。この発生程度は同様の情報を発令した周辺

県と比べても少ない数値となった。この要因としては、情報発令後の防除が適切に行われたこ

ともあると思われるが、8月上旬時点のほ場率を30%程度で抑えていたことの意味は大きいと

考える。本県の場合は、平成24年にQoI剤の耐性菌株が見つかって以来、関係機関・団体と

協議の上で同系統剤の使用を止めており、箱施用剤や本田剤にこれらを使わず、抵抗性誘導剤

などの他系統剤に切り替えている。防除所の調査では、平成25年には79％、平成26年には

86％で抵抗性誘導剤が使用されており、それが葉いもちの発生ほ場率を抑制した可能性があ
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る。このことについては現在の段階では筆者の私見であり、今後の解析を待つ必要があるが、

本年の経験は貴重なものとして今後の防除体系の構築に生かしていく必要があると考えてい

る。

抵抗性誘導剤については、近年ではオリゼメート剤以外にも同一系統剤が複数種販売されて

おり、選択肢の幅も広がっている。これらの剤を予防剤として、育苗箱施用をはじめとする初

期防除に有効に活用することにより、いもち病に強い水稲栽培が実現できるのではないだろう

か。なお一方、昨今の箱施用剤については、いもち病防除剤についても単剤で処理されること

はまれで、殺虫剤や紋枯剤等との混用剤の形で利用されるのが一般的である。ユーザーとして

みれば、薬剤の選択に当たって、いかに合理的な剤の組み合わせがされているかが重要な基準

となる。山口県においては、ここのところ2年続けてトビイロウンカの多発生があり、薬剤抵

抗性の発達も大きな要因と考えられており、ピメトロジン（チェス）を含む剤などが注目される

一方、作用性の異なる新剤の開発やその組み合わせが強く要望されている。また、本県を含め

西南暖地にあっては、紋枯病の発生も多いことから箱施用剤で同時防除したいという要望は強

い。ただ、実際にそのような様々な要求を満たす剤は少なく、現場のニーズに合わせた今後の

開発が望まれる。箱施用剤にはオールマイティーな一発処理効果を望むのではなく、あくまで

予防的な薬剤として、本田散布剤との体系処理で防除を考えたい。各種病害虫の初期の密度を

低く管理できれば、本田での年ごとの病害虫の発生状況に応じた効率的防除も可能になり、薬

剤耐性菌や抵抗性害虫の出現も抑制しやすいのではなかろうか。本年の病害虫の発生状況から、

新たな薬剤の登録や普及が待ったなしの状況であることを再認識するとともに、今後ともメー

カーと関係機関で協力しながら、現場の要望に応えるべく努力することの必要性を実感してい

る。
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１．佐賀県におけるいもち病の発生状況等

１）水稲の作付状況

本県の水稲は、主に県北西部を中心に早期、県北部の山間部を中心とした早植え、山麓、平

坦部を中心とした普通期でうるちとモチが作付けされている。

現在のうるちの品種は、早期が「コシヒカリ」、普通期が「ヒノヒカリ」や本県独自開発品種で

ある早生の「夢しずく」と高温適応性の高い「さがびより」の３品種がほぼ同程度の面積で栽培さ

れている。一方、モチでは、主に「ヒヨクモチ」が従来から作付けされている。これらは高品質

かつ良食味の品種であるが、いずれもいもち病に弱いため、常発地帯での防除対策は栽培技術

の中でも重要な位置を占める。

２）発生状況

早期栽培や山間部の早植え栽培地帯においては、葉いもちが６月下旬から７月上旬に発生し

始め、普通期栽培の山麓部地帯では７月上旬から中旬に発生し始める。いずれも梅雨期を中心

に進展し、梅雨が明けると一旦停滞する。しかし、下葉の病斑は消えることなく、曇雨天が続

くと上位葉に進展して穂いもちの発生につながる。

年次別の発生推移において1980年代は発生が停滞していたものの、1993年の冷夏長雨の

年に本病が大発生した。その後一時的に減少したものの、2000年の初め頃にMBI-D剤耐性菌

の発生が原因と考えられる多発生年が数年続いた。その後、苗いもち多発や発病に好適な気象

に伴う多発生年がみられたものの、発生面積は漸減傾向にある（図１）。

  

２．薬剤防除体系

１）長期残効型箱粒剤

本県はウンカ類の多飛来地域であるため、従来からウンカ対象に栽培面積の７～８割で箱粒

佐賀県におけるイネいもち病の防除と今後の対応

佐賀県農業技術防除センター　病害虫防除部　部長　山口 純一郎
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剤が施用されており、いもち病の発生地帯では、いもち病を対象の薬剤が混合された箱粒剤が

使用されてきた。その中で、移植時に施用することにより、その効果が長期に持続する長期残

効型箱薬剤の普及が進み、現在ではいもち病ばかりでなく紋枯病、ウンカ、コブノメイガ等水

稲病害虫の防除の柱となっている。

２）MBI-D剤、QoI剤耐性菌の発生

いもち病に対する箱粒剤は、それまでのトリシクラゾール箱粒剤から高い防除効果と持続効

果を持つ長期残効型箱粒剤であるMBI-D剤（シタロン脱水酵素阻害型メラニン合成阻害剤）のカ

ルプロパミド箱粒剤へ1998年頃から切り替えられ、県内で広く普及した（図２）。

冷夏長雨 MBI-D剤
耐性菌の発生 苗いもち
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図1　佐賀県における葉いもちの年次別発生推移
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図2　佐賀県における水稲殺菌箱処理剤の流通割合の年次推移
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ところが、2001年に県西北部地帯を中心として本箱粒剤を施用したにもかかわらず、葉い

もちが多発生し、中にはずりこみ症状を呈する圃場もみられるなど、その効果が著しく低下す

る現象がみられた。そこで病原菌の薬剤感受性、気象要因、作付け品種、発病苗の持ち込み等

各種要因について解析を行った結果、当該地区における多発生はMBI-D剤耐性菌の出現が原因

であることが明らかとなった。2002年には、県内のいたる所や九州各県で耐性菌が認められ、

その後西日本の各地、東北、北海道でも確認されるなど発生は全国的に拡大している。

MBI-D剤については2003年以降県下全域で使用の自粛を指導し、箱粒剤には耐性菌にも安

定した防除効果を示す抵抗性誘導剤を中心とした他系統薬剤の使用を指導した。

その後、他系統薬剤の一つであるQoI剤長期残効型箱剤（嵐箱粒剤）が登録されたが、耐性菌

のリスクが高いと考えられため、佐賀県では「県防除の手引き」への掲載を見送った。しかし、

一部の地区で連年使用され、他県と同様に2013年に耐性菌の発生が確認された。

３）耐性菌発生後の防除対応

MBI-D耐性いもち病菌の発生は、これまでの長期残効型箱薬剤に頼りすぎた防除体系の問題

点を浮き彫りにし、本県でそれまで重要視されてなかった本病の種子伝染対策による初期菌密

度抑制を含めた総合的な防除の重要性が再認識された。現在、この伝染環を絶つような防除対

策を総合的に指導している（図３）。

苗いもち

種子伝染 苗持ち込み
（潜在感染）

取り置き苗

圃場外からの飛込み

圃場内まん延

育苗期
葉いもち 穂いもち

①育苗期の菌密度低下
（良質種子、種子消毒）

②葉いもち対策
（長期残効箱粒剤）

③穂いもち対策
（水面施用剤、散布剤）

図3　いもち病の主な伝染環と防除対策
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（１）良質種子の確保

いもち病の伝染環については、近年種子伝染の重要性が認識され、県内においても、種子伝

染により同一の個体菌群が維持されていることが明らかとなっている。このように種子はいも

ち病の第一次伝染源として非常に重要であり、種子での対策を図ることが圃場での発生を抑え

ることにつながる。

耐性菌の発生当時、本県の種子更新率は低く、自家採取籾を種子として使用している農家も

みられた。その後、生産履歴を明確にした「安全・安心な農作物」と「良質・均質な米」の安定生

産・安定供給を目指すために、良質種子の安定供給が柱の一つとして進められた。種子更新率

も2002年の60％台から13年には90％以上にまで高まっている。さらに、種子生産の場面に

おける品質向上対策として種子消毒の徹底、本田期防除の徹底などによる種子伝染性病害虫防

除の推進が図られている。

（２）種子消毒による初期菌密度低下対策

種子伝染のリスクを回避するためには、良質種子の確保に加え、種子消毒を徹底する必要が

ある。いもち病菌は、種子～育苗期に発生又は潜在感染した苗で本田へ移植とともに持ち込ま

れ、その後の発生源となることが指摘されており、本県においても状況的ではあるものの確認

されている。

種子消毒剤によるいもち病の本田持ち込み抑制効果を検討したところ、慣行の種子消毒剤に

苗いもちに効果の高いベノミル（ベンレート）水和剤を混用することで、本田持ち込みが抑制さ

れた。このように、種子消毒による本田初期の菌密度の低下が可能であった。ベノミル剤を混

用した種子消毒は、県内で種子を生産する一部の地区において、防除暦に掲載され取り組まれ

ている。

（３）箱薬剤による防除（残り苗、圃場外からの飛び込み対策）

本田の伝染源として、前述の苗持ち込みの他に圃場外や移植残り苗からの飛び込みがあり、

これらの伝染及び本田での発病抑制に対しては、移植時施用の長期残効型箱処理剤が有効であ

る。前述したとおり長期残効型箱粒剤としては、2001年のMBI-D剤耐性菌確認以降、耐性菌

発生リスクが少なく、安定した防除効果を示す抵抗性誘導剤を中心に使用を指導している。

抵抗性誘導剤は従来、プロベナゾール剤（Dr.オリゼ箱粒剤、ビルダープリンス粒剤等）のみ

であったが、チアジニル剤（ブイゲット粒剤等）、イソチアニル剤（ルーチン粒剤等）も登録され

て薬剤の種類と殺虫剤との混合剤の種類が増え、さらに播種時処理などの使用方法も増えて生

産現場での適用性が高まり、今や長期残効型箱薬剤の中の主流となっている（図２）。



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

184

（４）本田～出穂期の防除対策

いもち病の常発地帯では、本田での散布剤によるいもち病防除が穂ばらみ期～穂揃い期やウ

ンカ等の害虫の防除時期の同時防除としてに無人ヘリコプターや乗用管理機などによって行わ

れる。特に、近年は安全・安心に対応した生産体制が求められる中、生産履歴を明確にするた

めに、集落又はカントリー単位で使用薬剤等の防除体系が統一される傾向にある。

しかしながら、2013年に多発生したトビイロウンカの防除対策において、ミスト散布機の

保有率が減少し、個人防除が思うように進まなかった事例もあり、臨機防除の機動性をいかに

確保するか等の課題が挙げられる。

４）今後の防除対応

いもち病の防除薬剤して長期残効型箱粒剤が普及し始めて約20年経過した。長期残効型箱

粒剤は、いもち病に安定した効果を示す一方で、病原菌への暴露期間が長く耐性菌の発生リス

クが非常に高い剤型となることが指摘されている。実際、長期残効型箱粒剤として施用した

MBI-D剤、QoI剤の場合は、普及後4 ～ 10年で薬剤耐性菌が発生している。一方で、抵抗性

誘導剤は以前から普及し、長期残効型箱粒剤として利用されてきたにもかかわらず、耐性菌の

発生は今のところ確認されていない。従って抵抗性誘導剤の長期残効型箱粒剤を用いたいもち

病防除体系は、今後とも続くと考えられる。

しかし、抵抗性誘導剤が直接的な効果を発揮するのは、今のところ葉いもちであり、多発時

には別途穂いもちへの防除が必要な場面も出てくる。そこで、穂いもちまでの安定した防除効

果を得るために、良質種子確保や種子消毒の徹底、抵抗性誘導剤の地域全体での使用等の初期

菌密度低下対策を組み合わせていくことが重要である。
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はじめに

ネギ軟腐病は、Erwinia carotovora subsp. carotovora （Jones 1901） Bergey, Harrison, 

Breed, Hammer & Huntoon 1923およびE. chrysanthemi Burkholder, McFadden & 

Dimock 1953による細菌病である。症状は、地際部を中心に葉鞘が軟化腐敗するとともに、

葉身では暗緑色水浸状病斑を生じ、のち内部が軟化腐敗して悪臭を発生する（田中，1998；

滝川ら，1983）。病原菌の最適発育温度は28 ～ 34℃であり、大分県では、毎年7月上旬～

9月上旬頃に発生する。また、土壌湿度が高い場合に発病が多いため、この時期に長雨や台風

の通過等が重なると多発しやすい。

本病の有効な防除手段の一つとして、プロベナゾールを含む粒剤が登録されている。プロベ

ナゾールは、植物免疫の活性化により病原菌の感染を防

ぐタイプの薬剤であり、耐性菌出現の可能性が低いこと

や非標的生物に対する影響が少ないなどの特徴を有す

る。また、予防効果や残効性に優れており、本病の防除

に欠かせない有効な防除薬剤として全国のネギ産地で広

く利用されている。しかし、治療効果を有しないことや

本病の発生時期が約3 ヶ月以上と長期に渡ることから、

防除効果は散布時期に左右されやすい。大分県ではプ

ロベナゾール粒剤の6月下旬1回散布を慣行としている。

しかし、本体系による防除効果は、圃場間差が大きく十

分な効果が得られていないことが課題である。

本研究では、速効性が高いプロベナゾール粒剤と残効

性に優れたベンフラカルブ・プロベナゾール粒剤の散布

時期、回数および組みあわせによる効果的な本病の防除

体系を検討したので報告する（山崎ら，2010）。

ネギ軟腐病に対する
プロベナゾール剤の効果的な散布体系

大分県豊肥振興局　主幹　山崎 修一

①ネギ軟腐病
上段：軟腐病による発病株、
下段：�プロベナゾール粒剤による防除効果

（黄色矢印が散布した畝を、赤矢印が無散布
の畝を示す）
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本論文を執筆するにあたり、御支援を賜った山形大学名誉教授富樫二郎博士に心より深謝の

意を表する。また、本研究は、九州病害虫防除推進協議会連絡試験において、鹿児島県農業開

発総合センター満塩和昭氏および中西善裕氏との共同研究で得られたものである。さらに、各

種薬剤の提供についてはオリゼメート普及会（明治製菓株式会社，北興化学工業株式会社）に御

協力いただいた。ここに記して篤く御礼申し上げる。

Ⅰ　粒剤の散布時期および回数と防除効果との関係

現地慣行である6月下旬プロベナゾール粒剤1回散布と比較して、5月下旬～ 6月上旬にベ

ンフラカルブ・プロベナゾール粒剤を追加散布した2回散布体系（体系①）は防除効果が概ね高

かった（表1）。また、1年間のデータではあるものの、7月下旬にプロベナゾール粒剤を追加散

布した2回散布体系（体系③）も、現地慣行より防除効果が概ね高かった（表1）。この理由として、

表1　プロベナゾール剤の散布体系の違いによる防除効果の比較

試験
年度

試験
圃場

標高（m）
土性

定植日
品種

試験区a）

体系
累積

発病株率
（%）b）

同左対
対照比
（%）

推定
損失額

（千円/10a）c）

同左対
対照差額

（千円/10a）
5月下旬～
6月上旬

6月
下旬

７月
下旬

８月
中旬

2007 大分Ⅰ 0, 3/28 ベン プロ × × ① 3.5 a 16.2 57.0 −207.2 
砂土 ホワイト プロ ベン × × ② 10.6 b 49.1 142.2 −122.0 

タワー × プロ × × 慣行 21.6 c 264.2 
2007 大分Ⅱ 0, 4/10 ベン プロ × × ① 3.7 a 17.4 60.4 −201.2 

砂土 華青楼 プロ ベン × × ② 8.8 a 41.3 121.6 −140.0 
× プロ × × 慣行 21.3 b 261.6 

2007 大分Ⅲ 300, 3/22 ベン プロ × × ① 5.2 a 19.7 79.6 −244.4 
壌土 吉蔵 プロ ベン × × ② 5.7 a 21.6 85.6 −238.4 

× プロ × × 慣行 26.4 b 324.0 
2008 大分Ⅰ 0, 3/28 ベン プロ × × ① 2.7 a 44.3 47.4 −30.8 

砂土 ホワイト × プロ プロ × ③ 3.9 ab 63.9 56.8 −21.4 
タワー ベン × × × ④ 6.8 c 111.5 91.6 13.4 

× プロ × × 慣行 6.1 bc 78.2 
2008 大分Ⅱ 0, 2/29 ベン プロ × × ① 8.9 ab 89.9 121.8 −2.0 

砂土 吉蔵 × プロ プロ × ③ 5.7 a 57.6 78.4 −45.4 
× プロ × × 慣行 9.9 b 123.8 

2008 大分Ⅳ 0, 4/30 ベン プロ × × ① 9.1 ab 72.2 121.8 −35.4 
砂土 華青楼 × プロ プロ × ③ 6.3 a 50.0 78.4 −78.8 

ベン × × × ④ 25.0 c 198.4 311.0 153.8 
× プロ × × 慣行 12.6 b 157.2 

2008 大分Ⅴ 200, 5/8 × × プロ プロ ⑤ 2.4 a 33.3 38.8 −52.6 
砂壌土 龍翔 × ベン × プロ ⑥ 2.5 a 34.7 45.0 −46.4 

× ベン プロ × ⑦ 6.8 ab 94.4 96.6 5.2 
× × プロ × 慣行 7.2 b 91.4 

2008 鹿児島 0, 6/17 × × プロ プロ ⑤ 30.0 a 108.3 371.8 27.6 
砂土 夏扇 × ベン プロ × ⑦ 26.7 a 96.4 337.2 −7.0 

× ベン × × 慣行 27.7 a 344.2 
a）�各圃場における3回の粒剤散布時期に散布した粒剤の種類を示した：プロ、プロベナゾール粒剤；ベン、ベンフラカルブ・プロベナ

ゾール粒剤；×、無散布。
b）�同一圃場内の異なる英小文字間は、Arcsin変換後、Tukeyの多重検定（P<0.05）で有意差あり。
c）�推定損失額（千円/10a）＝減収額（千円/10a）＋薬剤費（千円/10a）。減収額（千円/10a）＝累積発病株率（%）×平均栽植株数
（40,000株/10a）×1本重（0.1kg/株）×平均単価（300円/kg）。
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2種の粒剤の残効期間の影響が考えられる。粒剤を水中に静置した場合の溶出率は、プロベナ

ゾール粒剤の場合、約7 ～ 14日間でほぼ100%となる。一方、ベンフラカルブ・プロベナゾー

ル粒剤は、薬効成分の溶出が制御されている製剤である。そのため、この期間では薬効成分の

約25%前後しか溶出されず、約40 ～ 70日後にほぼ100%となる（明治製菓，2007）。また、

畑地での溶出速度については不明であるが、上記の水中溶出率やネギにおけるこれまでの試験

の結果から、プロベナゾール粒剤の残効期間は約30日、ベンフラカルブ・プロベナゾール粒

剤の残効期間は約60 ～ 90日と推察される。佐古（2003）は、プロベナゾール粒剤を6 ～ 9月

に20日前後の間隔で散布すると効果的であると報告している。

本病は、2007および2008年ともに7月上旬から発生し始め、7月下旬～ 8月上旬から進展

し始めた（図1）。そのため、6月下旬のプロベナゾール粒剤1回散布では発病進展期にあたる8

月上旬には薬効不足となるのに対し、体系①および③では、この時期以降も薬効が持続するこ

とが推察され、6月上旬あるいは7月下旬の追加散布による2回散布体系が慣行防除である6月

A. 2007年 B. 2008年
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図1　試験圃場Ⅰにおけるネギ軟腐病の累積発病株率（上段）と気象（下段）

a）�5月下旬～6月上旬→6月下旬→7月下旬の各散布時期に散布した粒剤の種類を示した：プロ、プロベナゾール粒剤；ベン、ベンフラ
カルブ・プロベナゾール粒剤；×、無散布。なお、散布時期は、表１に準じる。

b）軟腐病菌の最適発育温度（28～34℃）を横線で示す。
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下旬1回散布よりも、防除効果の向上に繋がったものと考えられる。

Ⅱ　粒剤の種類と防除効果との関係

2007年試験において、体系①および②を比較した結果、体系①はいずれの圃場でも防除効

果が慣行区よりも有意に高かったのに対し、体系②は体系①よりも防除効果が有意に低い場合

が見られた（表1）。この理由として、前述の残効期間の影響が考えられる。7月上旬の初発期

に向けて、体系①では初回に散布したベンフラカルブ・プロベナゾール粒剤の残効に加えて、

追加散布したプロベナゾール粒剤の残効も期待できる。これに対し体系②では、7月上旬の初

発期が、初回に散布したプロベナゾール粒剤の残効が切れ始める時期に当たることからこの時

期の効果は不安定である。このことから、体系①の方が体系②よりも安定した防除効果に繋がっ

たものと考えられる。

2008年試験において、プロベナゾール粒剤およびベンフラカルブ・プロベナゾール粒剤各

1回ずつの散布体系（体系①）と、プロベナゾール粒剤2回散布体系（体系③）のどちらがより有

効な防除体系かについては、累積発病株率からは有意な差が見られなかった（表1）。ただし、

体系③は、いずれの試験圃場でも、慣行区と比較して概ね低い累積発病株率で推移していたの

に対し、体系①は、防除効果の改善がほとんど見られない事例もあった（表1、大分Ⅱ、Ⅳ圃場）。

加えて、体系①は、体系③よりも薬剤費が1.5倍程度かかることから、大分県では、体系③を

推奨している。

Ⅲ　定植時期の遅い作型における粒剤の散布時期

軟腐病は、一定の生育期間後に、発病リスクが高まる傾向がある。例えば、ハクサイ軟腐病

では、播種後約50日にあたる結球期以降に発病する傾向にある（富樫，1999，2000）。これは、

この時期に根圏中の軟腐病菌が急激に増殖することや、発病部位である外葉中肋基部が根圏土

壌と接触し始めることに起因する。ネギにおいても、軟腐病菌は生育が進むにつれて根圏など

で増殖し、土寄せ等による茎盤や葉身の展開基部に対する傷口形成が重なるにつれて、発病リ

スクが高まる（木嶋，1991）。そのため、大分県では5月以降、鹿児島県では6月以降に定植

する作型では、生育初期にあたる7月には本病が発生していないことが多い。そこで、2008

年の試験では、定植時期の遅い作型において、8月中旬に粒剤を散布する体系での防除効果を



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

190

検討した（大分Ⅴ、鹿児島Ⅰ圃場）。その結果、大分Ⅴ圃場では、体系⑤および⑥は、慣行区よ

り高い防除効果が得られた（表1）。一方、鹿児島圃場では慣行区との有意な差は見られなかっ

た（表1）。この原因として、同圃場では、最もネギ軟腐病の発病リスクの高まる8月中旬に台

風11号が襲来しており、粒剤のみでは防除効果が不十分であったことに加え、液剤の防除も

台風襲来2週間後と遅れたためであると考えられた。ただし、2007年試験では、全圃場で台

風が襲来したにもかかわらず、体系①では高い防除効果を示したことから（表1）、適切な本粒

剤の2回散布体系は、気象等の影響を最小限にできる防除法として有効であると考えられる。

なお、大分県の試験圃場における6月中下旬の生育状況を比較したところ、作型の遅い大分Ⅴ

圃場を除く全圃場のネギの軟白径は1cm以上であった（山崎，データ略）。そのため、作型に

応じた散布体系の選択については、この時期の生育状況によって判断するように指導を行って

いる。

Ⅳ　プロベナゾール粒剤による軟腐病の防除

2年間の試験結果から、粒剤の散布体系は、初発前～発病進展期にプロベナゾールを含む粒

剤を2回散布することにより、現地慣行であるプロベナゾール粒剤6月下旬1回散布と比較し

て、ネギ軟腐病に対する防除効果を改善できることが示唆された。2回散布により薬剤費の支

出は増えるものの、この分も加味した本病による損失額（減収額＋薬剤費）は、数万～数十万円

/10a程度低減できることから、生産者にとって薬剤費以上の利益を得ることができる。また、

本病の初発期や進展期は、定植時期やその後の生育状況によって異なる傾向が見られる。その

ため、薬剤の効果が最大限に発揮できる時期が、発病の初発期や進展期にあたるように、散布

時期を設定することが重要と考えられる。

　なお、今回の試験は、品種、土性および標高の異なる複数の圃場で行ったが、いずれの違

いも、防除効果に対する顕著な差には繋がらなかった。一方、気象推移の年次変動が防除効果

に与える影響について検討するため、気象以外の条件がほぼ一致する大分Ⅰ圃場の体系①区を

年次で比較したところ、発病株率に差は見られるものの、初発生や発病進展の時期や推移に顕

著な差は見られず、両年とも一定の防除効果が得られた（図1）。このため、基幹的な防除体系

の設定は、気象推移よりも、作型に応じるのが効果的であると推察された。しかし、一部の圃

場では、台風の襲来により十分な防除効果が得られなかった。そのため、台風襲来時には、予

防も含めた速やかな液剤の追加防除も必要であろう。
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おわりに

プロベナゾールのような植物免疫を活性化することのできる物質は、プラントアクティベー

ター（有江・仲下，2007；花田，2009）、あるいはプラントディフェンスアクティベーター

（PDA；岩田，2007）と呼ばれている（以下、岩田の提案に合わせ、PDAと表記する）。PDAは、

耐性菌出現リスクが少なく、効果の持続性や有効スペクトラムが広いことなどの大きな利点を

有している。これは、植物が多くの防御システムを持っており（有江・仲下，2007）、本物質が、

その中の複数のシステムの誘導に関与していることに関係している（岩田，2007）。自然界で

は、これらの複数の防御システムの全てに耐性を持つ病原菌が出現する確率は極めて低い。そ

のため、プロベナゾール剤では、これまで上市30余年を経ても耐性菌出現の報告がない（岩田，

2007；花田，2009）。また、PDAは殺菌性がないことから、環境影響などが少ない農薬で

あると考えられており、消費者の安全・安心志向にも合致する。さらに、PDAの誘導する植

物免疫の利用は、糸状菌や細菌病害に加えて、実用的な薬剤がないウイルス病の防除手段とし

ても注目されている（Koganezawa et al., 1998）。そのため、様々な病原体に対し、安定し

た防除効果が期待できるPDAの研究がさらに進むことにより、これまでの病害防除体系の課

題解決や、より効果的な防除技術の開発に繋がると予想される。

引用文献
1） 有江　力・仲下英雄（2007）：植物防疫　61：531 ～ 536．
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明治製菓中央研究所（現Meiji Seika ファルマ横浜研究所）で、オリゼメート製剤の有効成分

プロベナゾールが合成されたのは1966年である。それから8年後にはオリゼメート粒剤が農

薬登録され、それ以降、多くのオリゼメート製剤が開発されてきた。それらは、主としてイネ

いもち病に対する的確な防除効果が評価され、広く普及することとなった。その結果、40年

を経過した現在も、オリゼメート製剤は日本をはじめとする東アジアの米の安定生産に貢献し

続けている。プロベナゾールのいもち病に対する防除メカニズムは、当初よく分からなかった

が、研究を重ねるにつれてそれまでの防除剤とは異なるものであることが明らかとなってき

た。それは、植物自身が元々持っている自然免疫ともいうべき機能を、病原菌が侵入しようと

するときに特異的に増強させ、植物自身の力によって感染を防ぐというものであった。このよ

うな作用メカニズムによって実用的に病害を防除する薬剤は、プロベナゾールが世界で初めて

であった。プロベナゾールのように実質的な抗菌作用を持たず植物の自然免疫系を増強する薬

剤を植物防御活性剤（plant defense activator；一般には、plant activator）と称している。

日本ではこれまでに、プロベナゾールを含め4種の植物防御活性剤が農薬登録されてきた（そ

のうち1種は、登録失効）。日本の医薬業界では、日本発・世界初となる薬剤を開発すること

が一つの目標とされているが、プロベナゾールは、植物保護分野で日本発・世界初を実現した

数少ない薬剤の一つである。最近、患者の自己治療力を利用する医薬品の開発がトレンドになっ

ており、ヒトの自己免疫を強くする高分子抗体医薬が世界で50種近く販売されるまでになっ

ている。40年以上も前に開発されたプロベナゾールが、これら最近の医薬品と類似するよう

な生物の自然免疫系を増強させる作用を持っていたことは、特筆されることである。プロベナ

ゾールのこのような特徴からその作用メカニズム解析研究は、植物の自然免疫や防御応答の仕

組みを解析する研究でもある。プロベナゾールの作用メカニズムの詳細については、まだ不明

の部分が多いが、これまでの研究で明らかになっている解析結果について、以下に概要を紹介

する。

プロベナゾールの作用性に関する最新の知見

元 明治製菓（株）　主席研究員　岩田 道顕
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1．病気の成立要因とプロベナゾールの発病抑制原理

植物の病気が成立するためには、単に植物と病原菌とが遭遇するだけではなく、

①病気にかかる体質をもった植物（これを素因という）

②それを侵す病原菌（これを主因という）

③病気の発生に好適な環境条件（これを誘因という）

の3つの要因が十分満たされることが必要である。

植物の病気を防ぐという逆の立場からみれば、これらの“病気の成立要因”の何れかを適度に

小さくすることが基本となる。そのため、①を小さくするためには抵抗性品種を導入する、②

を小さくするためには殺菌剤を使用する、③を小さくするためには密植・過湿を避ける、など

様々な方法が工夫され活用されている。プロベナゾールは、病原菌の密度や数を低減させる殺

菌剤とは異なり、植物の自然免疫系を増強して病気にかかりにくくする薬剤である。すなわち

殺菌剤の発病抑制原理は“主因”を小さくすることにあるのに対し、プロベナゾールのそれは、“素

因”を小さくすることにある。病気の成立要因とプロベナゾールの発病抑制原理の概念を図1に

示した。

プロベナゾールのような植物防御活性剤の特徴の一つとして、耐性菌出現の可能性が低いこ

とが挙げられる。一般的に殺菌剤に対する耐性菌は、突然変異によって出現した低感受性の病
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図1　病気の成立に関与する3要因の関係とプロベナゾールの発病抑制の原理

3要因が重なり合う場合のみ発病する。
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原菌が、薬剤によって選抜され顕在化したものである。耐性菌が出現すると、薬剤の防除効果

が低下することになり、何らかの対策が必要となる。一方、プロベナゾールの防除作用は植物

体を介して発現されるので、その過程には、プロベナゾールが病原菌を直接選抜する場面はな

い。このように、プロベナゾールに対する耐性菌出現の可能性が低いと考えられるのは、殺菌

剤とは発病抑制原理が異なるからである。それは図1からも容易に理解できる。実際に、プロ

ベナゾールが40年間にわたって広く使用され続けていても、耐性菌出現の報告例はいまだに

ないという使用実績がある。なお、耐性菌リスクとプロベナゾールについては、本誌で石井英

夫氏が詳述している。

2．プロベナゾールの作用メカニズムの概略

プロベナゾールで処理された植物は、恒常的

に抵抗反応を発現しているわけではない。プロ

ベナゾールで処理された植物の抵抗反応は、病

原菌の感染を受けたときに初めてそれに呼応す

るように開始される。これは、プロベナゾール

で処理されたイネは、感染を受けたときに迅速

に応答できるように準備された状態となってい

るからである。このような状態を、“プライミ

ング”状態にあるという（岩田, 2004）。プロベナゾールの作用の基本は、植物に対する“プラ

イミング効果”である。図2に示したように、プライミング状態にあるイネは、病原菌の侵入

を感知すると速やかに抵抗反応を開始し、発病を抑制することができる。プライミングのメカ

ニズムの詳細は不明であるが、プロベナゾールの作用のこの性状により、植物は迅速にかつ効

果的に病原菌の侵入に対応することができる。加えて、植物にとって抵抗反応を発現させるこ

とは大きな負荷であるが、それを感染時だけに、しかも感染部位だけに限定することができる。

プロベナゾールが実用上優れた防除薬剤として存在感を示しているのは、このような特性によ

るところが大きい。

プロベナゾール処理によりプライミング状態となっているイネで、感染後に発現する抵抗

反応は、現象面で見ると主として以下の3点に時系列的に要約することができる（Iwata et al., 

1980、Shimura et al., 1983、Sekizawa et al., 1987、Araki and Kurahashi, 1999）（図3）。

プライミング
（準備された状態）

速やかな防御反応の開始

プロベナゾール処理

発病抑制

病原菌感染

図2　プライミング効果のイメージ
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①スーパーオキシドなどの活性酸素種の生成による細胞死の誘導

②ファイトアレキシンや酸化型不飽和脂肪酸などの抗菌性物質の産生

③リグニン化による物理的障壁の形成

これらの反応は、抵抗性遺伝子を保有するイネにいもち病菌が感染するときに観察される“非

親和型”の反応と類似している。

3．プロベナゾール処理イネで発現が変動する遺伝子

プロベナゾール処理後にイネがプライミング状態となる過程では、多くの遺伝子が活性化あ

るいは抑制されていると考えられる。DNAマイクロアレイ解析の手法により、プロベナゾー

ル処理直後（4～168時間後）に発現が変動しているイネの遺伝子を調べた。マイクロアレイは、

対象とする生物のほぼ全ての遺伝子の発現を網羅的に解析できる簡便な技術である。解析の結

果、プロベナゾール処理直後から非常に多くの数の遺伝子の発現が変動（発現量が増加あるい

は減少）していることが観察された。例えば、処理4時間後には既に、416個もの遺伝子の発

現が増減していた（この実験では、解析対象総遺伝子数は重複を含めて21,495個）。栽培土へ

灌注処理されたプロベナゾールが、根から吸収されマイクロアレイ解析に用いられた葉身部ま

で移行するまでには一定の時間を要する。このことを考慮に入れると、これは極めて早い応答

プ
ロ
ベ
ナ
ゾ
ー
ル
処
理

無
処
理

活性酸素種
の生成誘導

イネ細胞死
いもち病菌の死滅 いもち病菌の死滅

フェニルプロパ
ノイド系活性化
→ リグニン化

いもち病菌の封じ込め

抗菌物質の
生成誘導

PR蛋白質

OH

9
COOH

O H H

H

O
O

図3　プロベナゾールの作用機構の要約
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である。初期に発現が変動している遺伝子の中にプライミングを誘導・制御するキーとなる遺

伝子が含まれている可能性がある。

マイクロアレイ解析で得られたデータの中から、プロベナゾール処理8時間後および168時

間後に発現が変動していた遺伝子を、推定機能別に分類し比較した（図4）。

抗酸化や化学物質の解毒に係る遺伝子群および細胞膜を介して物質の排出・輸送に係る遺伝

子群は、処理間もない8時間後では活性化（発現量が増加）されていた。一方で、光合成系に関

与する多くの遺伝子の発現は、この時間帯では抑制（発現量が減少）されていた。これは、イネ

体内で、植物にとって重要な光合成機能を一時的に抑制して、プロベナゾールという異物を緊

急に代謝・排除しようとする“仕分け”が行われていた可能性を示している。また、キナーゼ（蛋

白質リン酸化酵素）やカルモジュリン（カルシウム結合蛋白質）などの細胞内・細胞膜情報伝達

に係る遺伝子群や、遺伝子の発現を制御する転写因子遺伝子群の発現が変動していた。この変

動は、上述の緊急の“仕分け”や、プライミング状態を作り出すために細胞内で進行していた複

雑な反応を反映しているのかもしれない。

4．サリチル酸情報伝達系とプロベナゾールの作用点

Meiji Seika ファルマの研究グループや、その他の研究グループの解析により、植物ホルモ

ンの一つであるサリチル酸が、プロベナゾールの防除効果発現に何らかの関わりを持っている

ことが明らかとなってきた。

4-1. プロベナゾールはサリチル酸の合成を誘導する

Meiji Seika ファルマの研究グループが行ったプロベナゾールで処理されたイネのDNA

0
5
10
15
20
25
30
35
40

遺
伝
子
数
比
率
（
％
）

遺
伝
子
数
比
率
（
％
）

活性化（211遺伝子）
抑制（325遺伝子）

8時間後

0
5
10
15
20
25
30
35
40

活性化（593遺伝子）
抑制（409遺伝子）

168時間後

基礎
代謝 光合

成

植物
ホル
モン

防御
関連

情報
伝達
制御

転写
因子

スト
レス
応答

排出
・輸
送

抗酸
化/
解毒 その

他

機能
不明

基礎
代謝 光合

成

植物
ホル
モン

防御
関連

情報
伝達
制御

転写
因子

スト
レス
応答

排出
・輸
送

抗酸
化/
解毒 その

他

機能
不明

図4　プロベナゾール処理後に発現が変動した遺伝子の機能別解析

重複を含む21,495遺伝子の発現を解析。
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マイクロアレイ解析では、サリチル酸にグルコースを転移させる酵素（SAGTase；図5）

の遺伝子が処理直後から特異的に高発現していることが観察された。そして、RNAi（RNA 

interference；RNA干渉）の手法により作出したSAGTaseノックダウンイネでは、いもち病

に対するプロベナゾールの防除効果が低下した（図6）。また、SAGTaseノックダウンイネでは、

元の親イネと比べて多数の遺伝子の発現が影響を受け、活性化あるいは抑制されていることが

観察された。このことから、これら影響を受けた遺伝子の何割かがプロベナゾールの防除効果

発現に係っている可能性が示唆された。定量的分析実験では、プロベナゾール処理によってイ

ネの総サリチル酸量が増加することも観察された。この場合、グルコースが結合したサリチル

酸グルコシド（SAG）の濃度は高くなっていた（図7）が、グルコースが結合していない遊離型サ

リチル酸の濃度は無処理とほぼ同じレベルであった（Umemura et al., 2009）。総サリチル酸

量の増加は、サリチル酸の生合成が促進されていることを示している。このように、サリチル

酸やSAG（あるいはSAGTase遺伝子も含めて）がプロベナゾールのいもち病防除効果発現に

重要な役割を果たしていることが、明らかとなった。しかし、その仕組みについては未解明で

あり、今後の研究課題である。

農業生物資源研究所の岩井（現宮城県立大学）らの研究グループは、①プロベナゾールのいも

O
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図5　サリチル酸にグルコースが転移される反応

0

5

10

15

20

25

Wild

平
均
病
斑
数
／
葉
身

329-1 329-3 321-6 321-10 Wild 329-1 329-3 321-6 321-10

＊

＊＊ ＊＊
＊＊ ＊＊

＊＊＊ ＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

SAGTase/RNAiイネ SAGTase/RNAiイネ

無処理 プロベナゾール処理

図6　�SAGTase/RNAi（SAGTaseノックダウン）�
イネにおけるプロベナゾールの防除効果

Umemura et al., 2009の図6を改変
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ち病防除効果は幼苗（4葉期）では認められないが8葉期のイネで認められ、これが②プロベナ

ゾール処理に応答して誘導されたイネ体内の遊離型サリチル酸の蓄積量増加と符合する、③サ

リチル酸溶液を直接散布処理した場合の防除効果は8葉期のイネでのみ認められる、ことを観

察した。このことから、プロベナゾールの防除効果は、プロベナゾール処理に応答して葉齢依

存的に誘導されたイネ体内の遊離型サリチル酸によりもたらされたものであるとした（Iwai et 

al., 2007）。この研究結果からも、サリチル酸がプロベナゾールの防除効果発現において重要

な関わりを持っていることは明らかである。しかし、プロベナゾールはもともと幼苗を用いた

感染実験により（防除効果の強弱を基準として）選抜・創製されたものであること、幼苗でもプ

ロベナゾール処理で総サリチル酸量が増加することから、プロベナゾールの防除効果を葉齢に

依存したイネのサリチル酸生理システムの変化だけで説明することはできない。

4-2. プロベナゾールの作用点はサリチル酸情報伝達系上にある

理化学研究所の山口（2001年当時）らの研究グループは、プロベナゾールに加えその

代謝物でいもち病防除効果もあるとされているBIT（1,1-benzisothiazole-3（2H）-one 

1,1-dioxide）と、実験用モデル植物であるシロイヌナズナ（Arabidopsis thaliana）の組

み合わせで実験を行い、プロベナゾールとBITは①全身獲得抵抗性（systemic acquired 

resistance；SAR）を誘導することを観察し、さらに、BITは②サリチル酸の合成を誘導する、

その防除効果は③サリチル酸を分解する酵素の遺伝子NahGを導入した植物、および④感染特

異的蛋白質（PR-1など）の発現を制御しているNPR1因子（サリチル酸の下流に位置する）が変

異したnpr1植物では認められない、ことも観察した。このことから、プロベナゾールおよび

BITの作用点はSAR情報伝達系（サリチル酸情報伝達系ともいう）上にあり、サリチル酸の合成

を誘導するのでサリチル酸より上流にあると推定した（Yoshioka et al., 2001）。イネとアブ

ラナ科植物であるシロイヌナズナでは、病原菌感染時の防御応答や、その情報伝達系が必ずし

も同一ではないと考えられるが、プロベナゾールの作用点に関する重要な知見である。

局部的な防御反応のシグナルが全身に伝えられ植物体全体が新たな病原菌の侵害に対して抵

抗性となるSARのメカニズムについては、ナス科植物やシロイヌナズナなどのモデル植物を用

いて多方面から研究が行われてきた。その結果、サリチル酸が植物体内におけるSARの情報伝

達に極めて重要な役割を果たしていることが明らかにされた（Kessmann et al., 1994）。また、

プロベナゾールと同様に植物防御活性剤として機能することが知られているベンゾチアジア

ゾール系薬剤（BTH）の作用点が、SAR情報伝達系上のサリチル酸より下流でしかもNPR1より
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上流に位置することも明らかにされた（Ryals et al., 1996）。さらに最近シロイヌナズナでは、

結合実験の結果からNPR1それ自身がサリチル酸の受容体であると報告されている。その報告

では、サリチル酸は銅原子を介して（防御に係っているPR-1遺伝子の発現調節部位を構成して

いる）NPR1に結合することができ、サリチル酸が結合するとNPR1の立体構造に変化が生じ、

それにともなってPR-1遺伝子の転写が始まるとしている。また、シロイヌナズナNPR1には、

BTHも結合することを観察したとしている（Wu et al., 2012）。

イネNPR1がサリチル酸の受容体となるかどうかについてはまだ報告例はない。シロイヌナ

ズナNPR1でサリチル酸が結合すると考えられる部位のアミノ酸配列は、イネNPR1ではわず

かに異なっている。また、イネ体内に蓄積しているサリチル酸濃度はシロイヌナズナよりはる

かに高く、感染にともなうサリチル酸蓄積量の増加割合はイネではわずかである。

4-3. イネのサリチル酸情報伝達系におけるWRKY45の役割の発見

農業生物資源研究所の高辻らの研究グループは、BTH処理イネのマイクロアレイ解析研

究で得た知見から、イネではシロイヌナズナと異なり、サリチル酸の下流に位置する情報伝

達系は転写因子WRKY45経路とNPR1経路に分岐していることを見出した。転写因子とは、

DNAの遺伝情報をRNAに写し取る（転写）過程を制御する蛋白質の総称である。また、RNAi 

により作出したWRKY45ノックダウンイネではBTHの防除効果が低下し、WRKY45遺伝子

を過剰発現させたイネはBTHで処理しなくてもそれ自身がいもち病に対し強い抵抗性を示し

たことから、WRKY45はBTHの防除効果発現に必須の因子であるとした（Shimono et al., 

2007）。さらに、WRKY45ノックダウンイネではBTHと同様にプロベナゾールの防除効果

も低下したことから、プロベナゾールの防除効果発現も少なくとも部分的にはWRKY45を介

していると考えられた（Shimono et al., 2012）。

プロベナゾールと同様に植物防御活性剤として位置付けられているチアジニルの作用点は、

その代謝物を用いた実験結果から、SAR情報伝達系上のサリチル酸より下流にあると推定さ

れている（Yasuda et al., 2006）。

4-4. サリチル酸情報伝達系とプロベナゾールの作用点の要約

これまで述べてきた知見を総合すると、イネにおけるサリチル酸情報伝達系（SAR情報伝達

系）とプロベナゾールの作用点は、図8のように要約できる。

プロベナゾールで処理されたイネのDNAマイクロアレイ解析の結果では、（無処理－非接種
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イネを基準として比較すると、重複を含む42,124遺伝子の中で）1,600個を超える遺伝子の

発現が上昇あるいは低下していた。また、プロベナゾール処理後にいもち病菌を感染させたイ

ネでは、（無処理－接種イネを基準として比較すると）1,800個を超える遺伝子の発現が変動し

ていた。さらに、プロベナゾールの防除効果が低下したSAGTaseノックダウン（SAGTase/

RNAi）イネでは、プロベナゾールで処理したときに、700余りの遺伝子の発現が（プロベナ

ゾールで処理した）元の親イネより増加あるいは減少していた。上述の高辻らは、ノックダウ

ンイネの解析結果から、防御に係ることが明らかとなった転写因子WRKY45は約300個の

遺伝子の発現を制御し、NPR1はそれ以上の数の遺伝子の発現を（主に抑制的に）制御してい

ると報告している。プロベナゾールによるプライミング効果の付与および感染応答反応にも、

WRKY45のようなキーとなるいくつかの転写因子に制御された多様な遺伝子群が関与してい

ると考えられる。そして、それらの遺伝子群の働きの総和が、防除効果として表現されている

ものと思われる（図8）。

なお、高辻らは、いもち病菌が感染するときに植物ホルモンの一つであるサイトカイニンが

合成され、これがサリチル酸情報伝達系と相乗効果を示すので、この相乗効果が感染時にプラ

イミング効果を顕在化さるメカニズムではないかと考えている（高辻ら, 2008、Jiang et al., 

2013）。

病原菌感染

プロベナゾール

チアジニル
BTH

サリチル酸

WRKY45 NPR1

抵抗性発現

SAG/SAGTase

？

防御
遺伝子群

防御
遺伝子群

防御
遺伝子群

？

図8　イネにおける全身獲得抵抗性（SAR）情報伝達経路とプロベナゾールの推定作用点
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4-5. サリチル酸の生合成・代謝経路と全身移行性シグナル物質

サリチル酸は、上述のようにSARやプロベナゾールの防除効果発現に重要な係りを持って

いることが明らかとなった。サリチル酸の生合成経路は、タバコやシロイヌナズナなどの双子

葉植物で研究が進められ、いくつかの経路が提案されている（Wildermuth et al., 2001）。主

要な経路はイソコリスミン酸を経由する系とフェニルアラニンを経由する系である。しかし、

サリチル酸の生合成は、植物種で合成経路が異なっていたり、経路が分岐していたりするなど

複雑である（Dempsey et al., 2011）。

プロベナゾール処理植物で蓄積するサリチル酸の生合成経路についての研究例がある。Yu

らは、シロイヌナズナをプロベナゾールで処理するとイソコリスミン酸合成酵素が活性化され

るとともにサリチル酸が蓄積し、イソコリスミン酸合成酵素遺伝子に変異を持つシロイヌナズ

ナでは、それらが認められなくなることを観察した。このことから、プロベナゾール処理シロ

イヌナズナで蓄積したサリチル酸は、イソコリスミン酸経由で合成されたものであるとした

（Yu et al., 2010）。しかし、イネにおけるサリチル酸生合成経路については研究が少なく、

双子葉植物と同じなのかあるいは異なるのか、詳細は明らかでない。従って、プロベナゾール

処理イネで蓄積するサリチル酸の生合成経路も、シロイヌナズナで報告されたものと同じなの

か、あるいはイネ特有の合成系があるのかまだ解明されていない。プロベナゾールに応答する

イネ遺伝子を詳細に調べると、サリチル酸生合成経路を推定することができるとともに、キー

となる遺伝子を特定することができるかもしれない。

Klessigらは、サリチル酸メチルがSARの全身移行性シグナル物質であると提唱している。

感染局部における防御応答の過程で合成されたサリチル酸がメチル基転移酵素によってサリチ

ル酸メチルに変換され、それが全身に移行し、移行先で再びサリチル酸へと分解されることで

シグナルとして機能するというものである（Volt et al., 2008）。プロベナゾールで処理され

たイネでも、サリチル酸にメチル基を転移する酵素の遺伝子が高発現していたが、イネでサリ

チル酸メチルが全身移行性のシグナルとして機能しているのかどうかは不明である。

一方で、SARにおける全身移行性のシグナル物質はサリチル酸メチルではなく、感染応答

として合成された9炭素脂肪酸アゼライン酸や脂質で誘導される蛋白質（AZI1、DIR1）である

という説もある（Jung et al., 2009）。

これらの情報を基に、サリチル酸生合成経路（図9）と、SARにおける全身移行性シグナルの

概念図（図10）を作成した。
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図10　全身獲得抵抗性（SAR）と全身移行性シグナルの概念図

サリチル酸メチルは、サリチル酸からメチル基転移酵素の触媒作用で作られる（Volt et al., 2008）。
AZI1（azelaicacidinduced1）とDIR1（defectiveininducedresistance1）は、アゼライン酸と脂質でそれぞれ誘導的に合成される
脂質輸送能を持った蛋白質である（Jung et al., 2009）。

図9　植物におけるサリチル酸の推定生合成・代謝系

反応を触媒する酵素名を青字で示した。サリチル酸メチルは全身移行性のシグナル物質であると提唱されている（Volt et al., 2008）。
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5．低温で合成されるアブシジン酸とプロベナゾールの作用

5-1. 感染防御応答はストレス応答性植物ホルモンアブシジン酸で抑制される

Meiji Seika ファルマの研究グループは、イネの感染応答とプロベナゾールの防除作用につい

ての研究を進めている過程で、植物ホルモンの一つであるアブシジン酸（ABA）をイネに散布処

理（25ppm）すると葉身に形成される罹病型の病斑数が著しく増加することを発見し、ABAには

いもち病に対する感受性を高める（感染しやすくする）作用があることを見出した。また、ABA

は、プロベナゾールや他の植物ホルモンによる病害抵抗性誘導を阻害した。これらのことか

ら、ABAはイネの感染防御応答を抑制する作用を持っていると考えられた（Matsumoto et al., 

1980、Iwata et al., 1981、岩田, 2007）。ABAは、主として植物が乾燥や高濃度の塩、低温

などの悪条件に置かれたときに合成され機能する環境ストレス応答性の植物ホルモンである。

その後、ABAが他の植物でも病害抵抗性を抑制することが報告されるようになった。現在

ではこの現象は、ABAに依存する環境ストレス応答シグナルと、病害防御応答シグナルが互

いに拮抗しているためと考えられている（Jiang et al., 2010）。

5-2. プロベナゾールの防除効果は冷害年でも確認された

上述のことから、冷害年のいもち病の甚発生は、植物防御活性剤であるプロベナゾールの防

除効果が低温ストレスで誘導的に合成されたABAにより十分発現しなかったためと指摘する研

究者もいる。それを支持するかのように、「平成の米騒動」とも言われ260万トンもの米を緊急

輸入することになった1993年の冷害の際には、いもち病が大発生した。しかし、ある県のそ

の年の防除担当者の総括会議では、いもち病が多発したのは、①いもち病の発生が極めて少な

い年が続いていたので「もう、いもち病は重要な病害ではなくなった」という油断があった、そ

れにともない農家の防除意欲が減退し②予防薬であるプロベナゾール剤はほとんど使用されて

いなかった、③発生予察に基づいて茎葉散布剤による防除を呼びかけたにもかかわらず防除率

はなかなか向上しなかった、ためであるという防除上の問題点が指摘された。そのため、今後

の防除方針は、④（プロベナゾール剤を適期に施用した水田ではほとんどいもち病が発生してい

なかったという発病調査結果から）プロベナゾール剤による一斉防除を基本とし、その後適宜防

除を追加することとする、とされた。

冷害年を想定した低温処理試験では、プロベナゾールで処理したイネに形成された病斑の数

は標準温度の場合より多くなった。しかし、無処理の病斑数も増加したため、病斑数を基準に
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算出したプロベナゾールの防除価は標準温度の場合とほぼ同じであった。図11には、仙台市

の冷害年であった1981年の気温を参考にして行ったプロベナゾールの低温処理防除試験の結

果を示す。この試験でもプロベナゾールは十分に高い防除効果を示していた。このことから低

温処理によりイネ体内のABA濃度が増加しいもち病に対する感受性は高くなるが、そのレベ

ルはプロベナゾールの防除価に影響をおよぼす程ではないと考えられる。植物体内のABA濃

度は極めて低く、数～数10ng/gとされている。これは、（内生ABA濃度と、散布によって植物

体表面に付着した外生ABA量とを、直接比較することはできないものの）上述の散布処理実験

で用いたABA水溶液の濃度より約1,000 ～ 10,000分の1の低いレベルである。

5-3. サリチル酸シグナル系とABAシグナル系は拮抗関係にある

植物の感染応答がABAで抑制されることは、先に述べた。安田らは、シロイヌナズナでは、

SAR情報伝達系はABAによってサリチル酸の上流と下流で抑制されていることを見出した。

そしてさらに、ABAの生合成やそのシグナル伝達系は、逆に、サリチル酸によって抑制され

ていることも見出した（Yasuda et al., 2008、安田・仲下, 2009）。植物ホルモンであるサ

リチル酸とABAが互いに拮抗的な関係にあることは興味深い。図12に感染応答サリチル酸シ

グナルとストレス応答ABAシグナル間における拮抗作用の概要を示した。どちらの抑制系が

勝るかによって、植物の病害に対する感受性の程度が左右されるものと考えられる。

先に紹介したプロベナゾールで処理されたイネのDNAマイクロアレイ解析結果は、ABAの

防

　除

　価
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処理30日後 処理45日後

: 標準温度
: 低温

図11　低温下におけるプロベナゾールのいもち病防除効果

仙台市の冷害年の気温を想定した低温でイネを栽培し、プロベナゾールの防除効果を評価。低温は仙台市の1981年の気温に設定（昼
間温度15～25℃、夜間温度8～17℃）、標準温度は仙台市の平年気温に設定（昼間温度20～29℃、夜間温度10～21℃）。ファイトトロ
ン内でワグネルポット栽培したササニシキに移植46日後にオリゼメート粒剤を水面施用。所定期日後にパンチ付傷法によりいもち
病菌を接種。オリゼメート粒剤技術資料（明治製菓,1987）記載のデータから作図。
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生合成が抑制されていることを示唆していた。これは、プロベナゾール処理によってサリチル

酸が誘導的に合成され蓄積したので、サリチル酸によるABAシグナル抑制のほうが、ABAに

よるサリチル酸シグナル抑制を上回ったためとも考えられる。

なお、高辻らによれば、いもち病菌自身もABAを生産してイネのサリチル酸シグナル伝達

系を抑制し、自らの感染を容易にしている可能性があるという（Jiang et al., 2010）。いもち

病菌の巧妙な感染戦略とみることもできよう。しかし、そのような状況下でもプロベナゾール

が常に高いいもち病防除効果を示すのは、プロベナゾール処理によって合成されたサリチル酸

がABAシグナルをより強く抑制しているからなのかもしれない。

6．プロベナゾールはファイトアレキシン生合成遺伝子を活性化させる

ファイトアレキシンは、植物の防御応答の結果として新たに植物体内で合成される低分子の

感染特異的抗菌性物質である。Meiji Seika ファルマの研究員も参画した「植物防御システム研

究所」では、イネの新規ファイトアレキシンとしてファイトカサンA ～ Eを発見した（Koga et 

al., 1995）。それまでに報告されていたイネのファイトアレキシンは、モミラクトンA、B、オ

リザレキシンA ～ F、S、およびサクラネチンであったので、これによりイネのファイトアレキ

ア
ブ
シ
ジ
ン
酸
生
合
成
系

病原菌感染

プロベナゾール

チアジニル
BTH

サリチル酸
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抵抗性発現

防御遺伝子群

環境ストレス
（低温、乾燥、塩）
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ストレス応答

ストレス応答遺伝子群

抑制
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抑制
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図12　シロイヌナズナにおけるサリチル酸シグナルとアブシジン酸シグナルの拮抗作用
Yasuda et al., 2008 、安田・仲下, 2009を参考に作図。
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シンは合わせて15種となった。このうちサクラネチン以外の14種は、ジテルペンに分類され

る化学構造を有しており、その化学構造からおおよその生合成経路の推定が可能である。古賀

らは、ファイトカサン群の発見に続いて、その生合成を誘導するいもち病菌由来のエリシター（セ

レブロシド）も発見した（Koga et al., 1998）。エリシターとは、ファイトアレキシン生合成な

ど植物の免疫応答を誘導する病原菌由来の物質の総称である。東京大学の山根（現帝京大学）ら

の研究グループは、このセレブロシドを用いて、イネのジテルペン型ファイトアレキシンの主

要な生合成経路とそれに関与する遺伝子を解明した（Ko et al., 2010、Wang et al., 2012）。

プロベナゾールで処理されたイネのDNAマイクロアレイ網羅的解析データから、山根らに

よって報告された生合成遺伝子の発現情報を抽出し、それをファイトアレキシン生合成経路図

上に示した（図13）。ファイトアレキシン合成に対しても、プロベナゾールのプライミング効

果が認められた。すなわち、生合成経路上の遺伝子の発現上昇は、プロベナゾール処理だけで

はほとんど認められなかったが、それにいもち病菌を感染させると、ファイトカサン群とモミ

図13　イネにおけるジテルペン型ファイトアレキシンの生合成経路と同定された生合成遺伝子

無処理－いもち病菌接種イネと比較してプロベナゾール処理－いもち病菌接種イネで発現が上昇した遺伝子を赤字で、変動なしを黒
字で示した。



40
周
年
「
特
別
寄
稿
」

207

ラクトン群のそれぞれの生合成につながる遺伝子の発現が上昇していた。ファイトカサン群と

モミラクトン群は、いもち病菌分生子に対して、他のファイトアレキシンより強い発芽阻害を

示すと報告されている（Koga et al., 1995）。プロベナゾールの防除効果全体の中で、これら

のファイトアレキシンの貢献程度を定量的に評価することは困難である。しかし、一般的にファ

イトアレキシンは病原菌が侵入した細胞に隣接する細胞で合成されるといわれており、イネで

は病斑の外周部で濃度が高いことから、ファイトアレキシンは、病原菌の隣接細胞への伸展と

病斑の拡大を抑制している可能性がある。

6．シグナル伝達分子G蛋白質とプロベナゾールの作用

6-1. 三量体G蛋白質（heterotrimeric G protein）とプロベナゾールの作用発現

植物は、感染シグナルとなる病原菌由来の物質や植物ホルモンなどの細胞外シグナルを認識

するものとして、受容体（レセプター）を持っている。受容体で受け取られた細胞外からのシグ

ナルは細胞内で通用するシグナルへと変換され、酵素活性の変化や遺伝子活性化など細胞内の

様々な応答（例えば感染に対する応答）へとつなげられていく。細胞外からのシグナルを受けと

る装置の一つとして、G蛋白質（GTPが特異的に結合した蛋白質）と協調する受容体（G蛋白質

共役受容体；GPCR）が知られている。この受容体蛋白質は、細胞膜を繰り返し貫通して細胞

の内外をつないでいる（図14）。これは、多くの生物に共通する装置でもある。

防御反応誘導
PBZ1発現など

受容体

γ β α

GDP

受容体

細胞膜

細胞外

細胞内

細胞内シグナル物資
（二次伝達物質）

病原菌由来物質など
（一次伝達物質）

三量体G蛋白質
（非活性型） 三量体G蛋白質

（活性型）

リン酸化など

GTPase γ
GTP

α

効果器
（ホスホリパーゼCなど）

β

L

L

細胞膜

＋Pi

図14　7回細胞膜貫領域を有するG蛋白質共役型受容体と三量体G蛋白質

三量体G蛋白質は、受容体と同調して細胞外からのシグナルを細胞内へ伝える役割を果たしている。受容体が細胞外のシグナルを受
け取ると、三量体G蛋白質が活性型に変化し、その情報を次の仲介役である膜結合性効果器分子（エフェクター）に伝える。続いて効果
器分子は、細胞内シグナル物質（セカンドメッセンジャー）を活性型に変換し、それが細胞内に拡散することになる。
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イネの感染防御応答にG蛋白質とG蛋白質共役受容体が関与している可能性が報告されてい

る（関沢・芳賀, 1989、Sekizawa et al., 1995、Suharsono et al., 2002）。受容体と共役

するG蛋白質は、3つのサブユニット（三量体；Gα、Gβ、Gγ）から構成されておりそれぞれ

役割分担がある。その中のGαが変異したイネを用いて、プロベナゾールの作用発現とGαの

関係について解析した研究がある。

Gα変異イネd1（生長ホルモンジベレリンに対する感受性が低下し矮化しているのでdwarf 

1）を用いたいもち病菌接種実験の結果、d1におけるプロベナゾールのいもち病防除効果は、

変異していない親イネとほぼ同じであった（図15）。このことから、プロベナゾールの防除効

果発現にはGαは関与していないと考えられた。しかし、プロベナゾール特異的イネ遺伝子

PBZ1（Midoh and Iwata, 1996）の発現が遅延したことから、PBZ1の発現制御については

Gαが関与している可能性が示された（Iwata et al., 2003；図16）。農業生物資源研究所の

小松らも同じようにGα変異イネd1を用いて実験を進め、d1ではいもち病に対するプロベナ

ゾールの防除効果は影響を受けなかったが、細菌病である白葉枯病に対する防除効果が低下し

たことを観察している。また、PBZ1の発現は蛋白質リン酸化酵素（protein kinase）阻害剤

で阻害され、プロベナゾール処理や白葉枯病菌感染後に活性が増大する蛋白質リン酸化酵素

MAPK遺伝子の発現が、d1ではPBZ1と同様に遅延することを見出している。このことから、

小松らは、プロベナゾール処理や白葉枯病菌感染によるMAPKやPBZ1遺伝子の発現誘導に

は、Gαが重要な役割を果たしているとしている。また、白葉枯病抵抗性の情報伝達系には、

MAPK蛋白質が関与している可能性があるとしている（Komatsu et al., 2004）。

親イネPBZ 0.1mg d1 PBZ 0.1mg

親イネMS 0.1mg d1       MS 0.1mg

3日 4日 5日

100

80

60

40

20

0

処理後接種までの日数

防

　除

　価

図15　Gα変異イネd1におけるプロベナゾールのいもち病防除効果

PBZはプロベナゾールを、MSは対照殺菌剤メトミノストロビンを示す。0.1mg/ポットを栽培土に灌注処理。プロベナゾールの防除
効果は、d1でPBZ1蛋白質がまだ蓄積していない処理3～4日後（図16参照）に接種した場合でも、親イネと同じレベルである。
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上述の実験では、プロベナゾールのいもち病防除効果発現と、PBZ1遺伝子の発現誘導は必

ずしも一致しない結果となっている。さらに、PBZ1遺伝子は、プロベナゾールの代謝物でい

もち病防除効果もあるとされているBIT（1,1-benzisothiazole-3（2H）-one 1,1-dioxide）処

理では発現誘導されない（Midoh and Iwata, 1997）。もしかしたら、プロベナゾールとその

代謝物によるいもち病防除効果発現のシグナル伝達系と、プロベナゾールによるPBZ1遺伝子

発現誘導のシグナル伝達系は、分岐しているかあるいは並列しているのかもしれない（図17）。

6-2. 低分子G蛋白質OsRac1はディフェンゾームを形成している

奈良先端科学技術大学院大学の島本らは、防御応答シグナルは、上述の三量体G蛋白質を経

て、より分子量の小さなG蛋白質（イネsmall GTPase Rac 1；OsRac1）に伝えられている

図16　Gα変異イネd1の葉身にプロベナゾール処理により蓄積したPBZ1蛋白質

Wildは親イネを、MutantはGα変異イネd1を示す。d1では、PBZ1蛋白質は親イネより1日遅れて処理5日後から検出されている。

Control
Wild

4d 5d 6d 4d 5d 6d
Mutant

Probenazole
Wild

4d 5d 6d 4d 5d
Mutant

6d

図17　三量体G蛋白質とプロベナゾールのシグナル伝達に関する仮説

プロベナゾールのいもち病防除効果発現のシグナル伝達系とPBZ1遺伝子発現誘導のシグナル伝達系は、分岐しているかあるいは並
列している可能性がある。セレブロシドは、いもち病菌に含まれるエリシターであり（Koga et al., 1998）、PBZ1遺伝子の発現を誘
導する（Umemura et al., 2000）。
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ことを見出した。そして、OsRac1の機能を失わせると、PBZ1遺伝子の発現や活性酸素産生

などが認められなくなるので、このOsRac1が自然免疫応答のオン－オフを制御しているス

イッチとなる分子種であるとした（Suharsono et al., 2002）。さらに、島本らは、自然免疫

応答に係るいくつもの蛋白質がOsRac1を中心として複合体を形成していることを見つけた。

この複合体が免疫システムを制御する上で重要な役割を担っていることから、この複合体を

“ディフェンゾーム”と名付けた（藤原・島本, 2009；図18）。イネの細胞は、ディフェンゾー

ムを形成することによって、すなわち免疫応答に係る蛋白質が複合体を形成することによって、

免疫応答シグナルを迅速にかつ確実に伝えることを可能にしていると思われる。生物の細胞の

中は、無数の蛋白質や電解質などが溶け込んだ単なるスープでしかないと思われがちだが、実

際には、ディフェンゾームのように機能集団ごとに秩序化された蛋白質複合体が形成されてお

り、それらが結合・解離を繰り返しながら定められた機能を果たすことができるようになって

いるのかもしれない。

6-3. シグナル伝達分子G蛋白質とプロベナゾールの作用

これまでの研究をまとめると、自然免疫応答およびPBZ1遺伝子発現に係る情報伝達系は、

“病原菌侵入 → Gα → OsRac1 → PBZ1発現を含む様々な防御応答反応”および “プロベナ

ゾール処理 → Gα → OsRac1 → PBZ1発現”のように描くことができる。しかし、この情

図18　OsRac1を中心とするディフェンゾームと植物免疫制御系のモデル

Suharsono et al., 2002、藤原ら, 2009を参考に作図した。その後の研究により、ディフェンゾームは、①病原菌のエリシターを受
容して免疫系を活性化する複合体と、②病原菌の非病原力（avirulence）蛋白質を抵抗性遺伝子が作る受容体で感知して免疫系を活
性化する複合体、で構成されていると提唱されている（Shimamoto et al., 2012、Kawano and Shimamoto, 2013）。ここで示し
た図は、①に相当する。②を含めた詳細は、岩田, 2014を参照のこと。OsRac1は、それぞれの複合体で中核的な役割を果たしている。
非病原力（avirulence）蛋白質は、植物の抵抗性遺伝子産物と特異的に対応する病原菌の因子である。非病原力蛋白質は病原菌のレー
スごとに異なっており、このことにより病原菌は対応する抵抗性遺伝子を持っている植物に感染できない。
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報伝達系に、肝心の“プロベナゾール処理 → いもち病防除効果発現”に至る経路を重ね合わせ

ることは、まだ研究情報が不足しており仮説的にしかできない。仮に、図17を図18に重ね合

わせると、図19のようになる。

7．プロベナゾールで誘導されるPBZ1の機能

7-1. 防御反応が亢進しているイネではPBZ1遺伝子が発現している
PBZ1は、御堂らによってプロベナゾールで処理されたイネで特異的に発現していることが

発見された、新規遺伝子である（Midoh and Iwata, 1996）。PBZ1遺伝子はいもち病菌の感

染によっても発現が誘導され、この遺伝子から作られるPBZ1蛋白質は、RNAを分解する酵

素であるRNaseとアミノ酸配列の相同性がある。この特徴から、PBZ1はPR-10（感染特異的

蛋白質10）群に分類されている。PBZ1遺伝子は、防御反応が亢進する非親和性の組み合わせ

でいもち病菌を接種した時により早く発現することから、PBZ1蛋白質の蓄積はイネで防御反

応が進行しているかどうかの指標として多用されている。島本らは、生育ステージが進むと過

敏感反応様の細胞死をともなう疑似病斑（lesion mimic）が出現し、それとともにいもち病に

対して抵抗性となる変異イネで、lesion mimicの出現とPBZ1遺伝子の発現が相関すること

を確認している（Takahashi et al., 1999）。

図19　植物免疫制御系のモデルとプロベナゾールのシグナル伝達に関する仮説
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7-2. PBZ1蛋白質は細胞死を誘導する

PBZ1はRNase類似の蛋白質であるが、抵抗性発現におけるその生化学的機能と役割につ

いての研究は少ない。

Kimらは、イネの培養細胞にPBZ1蛋白質を添加すると濃度依存的に細胞死が誘導され、タ

バコの葉に塗布しても同様のことが観察された、と報告している（Kim et al., 2011）。さら

に、PBZ1遺伝子を組換え導入したシロイヌナズナでは、細胞が自滅するように能動的に死亡

するアポトーシス（apoptosis；programmed cell death）が観察され、それは、PBZ1蛋白

質のRNase活性によるものだとしている。病原菌が侵入したときに過敏感的に細胞死が誘導

されることがあるが、これは、典型的な抵抗反応の一つであり、アポトーシスの一種と考えら

れている。この実験結果から、プロベナゾールの防除効果の一部分は、“プロベナゾール処理 

→ PBZ1蛋白質誘導 → RNase活性による抵抗性発現”によりもたらされる、と描くことがで

きるのかもしれない。しかし、PBZ1遺伝子は病原菌を感染させなくてもプロベナゾール処理

のみで発現誘導されるので、この考え方では、プロベナゾール処理イネではPBZ1蛋白質によ

る細胞死が常時進行していることになる。これでは、先に述べた“プロベナゾールの作用の基

本は植物に対するプライミング効果である”を説明できない。プロベナゾール処理のみで発現

誘導されるPBZ1蛋白質の濃度は、細胞死を誘導しない程度の低い濃度なのかもしれない。さ

らに研究が必要である。

8．�プロベナゾールによる防除効果は、プロベナゾールが存在するときにのみ発現する

イネに処理されたプロベナゾールは根から吸収され、そのとき展開していた最上位葉の先端

に蓄積する傾向がある。一度、プロベナゾールを吸収したイネは、（その後に展開した新しい葉

で、もはやプロベナゾールが検出されなくなっても）いつまでもいもち病菌の感染を抑制する

ことができるのか、その疑問に答えるための実験を行った。

プロベナゾール処理7日後のイネ苗を、根部を洗浄して栽培土壌と共にプロベナゾールを洗

い流し、移植した。移植17日後にいもち病菌を接種したところ、根部洗浄イネに形成された

病斑数は無処理イネとほぼ同じであった（図20）。17日後の根部洗浄イネのプロベナゾール濃

度は非検出までは低下していなかったが、非洗浄イネの10分の1以下であった。この結果は、

プロベナゾールを吸収したイネは、いつまでもいもち病菌の感染を防ぐ性質を保持し続けるの

ではなく、プロベナゾールが体内に一定濃度以上存在するときにのみ防除効果を発現すること
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ができることを示唆している。プロベナゾールの特徴の一つに、圃場における防除効果の持続

性が優れていることが挙げられる。これは、プロベナゾールが、圃場ではある期間持続的にイ

ネに吸収され、いもち病菌の感染対象である上位葉に供給され続けているためであると推測さ

れる。

9．残された課題

プロベナゾールは、発売から40年間、多くの稲作農家に受け入れられて米の安定生産に貢

献してきた。プロベナゾールの特徴として、いもち病に対する卓越した防除効果に加え、耐性

菌出現の可能性が低い、広範囲の病害に対して有効である、効果の持続性がある、非標的生物

に対する影響が少なく環境負荷軽減が期待される、などを挙げることができる。

プロベナゾールの作用メカニズム解析研究は、発売以来、手さぐり的に継続して進められ、

その結果多くの成果が蓄積されてきた。しかし、新しい発見があった反面、未解明のまま残さ

れている課題もある。

未解明の点については本文でもいくつか紹介してきたが、最大の課題は、プロベナゾールの

受容体に関する情報が得られていないことである。イネに吸収されたプロベナゾールの作用発

現は、プロベナゾールがイネ体内の特定の蛋白質（受容体）と結合するところから始まると考え

られる。しかしながら、現在までのところ、受容体を特定するまでには至っていない。もし、
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図20　プロベナゾールの防除効果は、プロベナゾールが一定濃度以上存在するときにのみ発現する

第4葉が抽出しているプロベナゾール（PBZ）処理7日後のイネ苗を、根部を洗浄して土壌と共にプロベナゾールを洗い流し、ポットに
移植。移植17日後にいもち病菌を接種。第6葉および第7葉に形成された病斑数を計測。対照となる栽培土区は、根部を洗浄しないでそ
のまま栽培土とともに移植。
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受容体を特定することができれば、その遺伝子や受容体の下流につながる情報伝達系について

解明研究を進展させることができると思われる。また、プロベナゾールの情報伝達系と、自然

免疫応答における情報伝達系の接点も分かってくるに違いない。受容体の遺伝子情報やアミノ

酸配列情報から受容体の立体的構造を推定することができるならば、プロベナゾールの化学構

造のさらなる最適化とともに新規化学構造の提案が可能となるであろう。近い将来に、これら

の課題解決への道筋が見えてくることを期待したい。
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